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序  文 

 

日本への石油・ガスの供給量において一定のシェアを占め、その存在感が安定してい

るロシアの投資促進等を通じた経済関係強化が、日本の資源エネルギー源の安定供給及

び多角化に資するという視点にたち、ロシアの産油・産ガス地域の最新の開発状況に関

する調査を実施した。具体的には、主要油田地域である西シベリア、また日本向け石油・

ガスの産出エリアである極東及び東シベリア地域における、石油・ガス分野に関する開

発の現状と課題、投資促進に関する諸政策などの情報を収集・分析し、日本の資源基盤

拡大及び日本企業による現地投資促進に向けた必要な課題を明らかにしようと試みた。 

また、これまでの類似事業の調査により、ロシアでは新規鉱床の開発や供給手段の多

様化に加え、石油・ガス分野を含むあらゆる分野において、エネルギー消費のロスや割

高なコストの改善が、持続的な地域経済成長を図っていく上でも、投資促進を図ってい

く上でも、喫緊の課題となっており、環境技術等の導入ニーズが非常に高いことがわか

っている。こうした問題意識を前提に、ロシアの石油ガス開発及び石油ガス化学産業に

ついて投資環境調査を実施、その結果を資料として整理した。本報告書では、ロシアの

産油・産ガス地帯から、プーチン政権において重要課題の１つとして位置付けられてい

る極東、シベリア、北極圏に至るまでの資源開発の現状、化学部門での取組みをとりま

とめた。更には近年注目される北極圏開発に関し、ロシア側有識者の見解を紹介するべ

く、今年度実施した北極圏開発セミナーの講演資料を加えた。また、ロシアの諸地域で

は、石油・ガス加工だけに依存しない新たな地域開発や製造業の育成を通じた産業多角

化が重要課題となっている。この点を踏まえ、地域経済開発に関する論考も参考資料と

して巻末に加えた。 

 本報告書は産油国等連携強化促進事業費補助金の一貫として、経済産業省の助成を得
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第Ⅰ章.ロシアの石油分野の現状 

 

１．石油と石油製品の生産動向 

 

概況 ロシアの石油生産量はソ連時代の1988年に５億6,000万ｔ/年という高い水準に達した後、ソ

連解体前後の経済混乱の影響で減少に転じ、1995年以降1999年までは３億ｔ/年前後の水準で推移し

ていた。しかし、油価が上昇に転じたこと（表Ⅰ-１）やユコス（後にロスネフチに吸収合併された）

やシブネフチ（後にガスプロムに買収されガスプロムネフチという名称となった）といった当時存在

した民間の大手石油会社が積極的に増進回収法を導入したこともあり、2000年代に入りロシアの石

油生産量は急増し、2000年時点で３億2,000万ｔ強であった年産量が2005年には４億7,000万ｔに達し

た（表Ⅰ-２）。しかし、当該の増産は開発中の西シベリアの大規模鉱床の資源の回収スピードを加速さ

せることにより達成されたものであったため、ロシアの石油の一大生産拠点である西シベリアの資

源の枯渇という弊害を生み、2006年以降は増産テンポが一挙に減速することとなった。そして、2008

年にはついに10年振りに年産量が前年の数字を下回るという事態が生じた。同年秋に生じたリーマ

ンショックが減産の主因だとする意見も存在するが、同年のロシアの石油生産量はリーマンショッ

ク前の１～８月期の時点ですでに前年同期の数字を下回っており、減産の背景には西シベリアの資

源の枯渇が絡んでいたと考えるのが妥当であろう。ロシア政府も同様の認識を有しており、このころ

から東シベリアなどの新大規模鉱床に対し税制上の特典を積極的に供与するようになる。当該の措

置は顕著な効果を生み、東シベリアの新鉱床の生産量は急増していった。 

その結果、西シベリアの減産分を東シベリアなどの新鉱床の増産分でカバーしさらに若干のプラ

スが生じるという構図が生まれ、2009年以降、現在に至るまでロシアの石油生産量の微増傾向は続い

ている。ちなみに、2017年は、OPECとの協調減産協定の影響もあり、通年の生産量は前年比0.1％減

の５億4,680万ｔにとどまったものの、前年の2016年は閏年だったので、平均日産量で比較すると前

年の数字をごくわずかではあるが上回った。2018年も冒頭で述べた通り、年後半に協調減産協定に基

づく減産義務が緩和されたこともあり（年前半の生産量はほぼ前年並みであった）、通年の数字は前

年比２％増の５億5,587万ｔに達した。 
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（表Ⅰ-１） ロシア原油（Urals）の輸出価格の推移（各年の平均値）１） 

（単位 ドル/バレル） 

01 02 03 04 05 06 07 08 09 10 11 12 13 14 15 16 17 18 

23 24 27 34 50 61 69 94 61 78 109 111 108 98 51 42 53 70 

１）1990 年代の油価の平均値はバレル 18 ドル。 

（出所）各種資料より当会作成。 

 

（表Ⅰ-２） ロシアの石油生産量（ガスコンデンセートを含む） 

（単位 100 万ｔ） 

03 04 05 06 07 08 09 10 11 12 13 14 15 16 17 18 

421 459 470 481 491 488 494 505 509 517 523 525 533 549 547 556 

（出所）各種資料より当会作成。 

 

 ここで指摘しておく必要があるのは、ロシアの石油分野では、「その時点で可能な量の石油を生産

すること」が原則となっているという点である。平たく言えば、「生産調整は行わず、掘れるだけ掘

る」あるいは「新鉱床ではできるだけ短期間でピーク生産量を達成する（できるだけスピーディに資

源を回収する）」ことが原則となっている。協調減産協定を締結しているにもかかわらず、日産量の

平均値ベースでみれば2017年も2018年も生産量が増加したのは、各社がその原則に従い生産を行っ

たためである。協調減産協定を締結したにもかかわらず何故そのようなことが可能になったのかに

ついては後述するが、そのような「原則」がロシアの石油分野の資源基盤の枯渇スピードを加速させ

る主因のひとつとなっているという点は決して忘れてはならないであろう。 

 

主要企業別石油生産動向 ロシア最大の石油会社は国営のロスネフチで、ロシアの石油生産量の

約 35％を占めるが（子会社のバシネフチの分を除く）、2018 年は傘下最大の子会社であるユガンスク

ネフチェガスの生産が好調であった他、ヴォストクシブネフチェガス、コンダネフチ、タアスユリャ

フ、タグリスコエといった比較的新しい鉱床の開発に取り組んでいる子会社の生産量が大幅に伸び

た関係で、ロスネフチ全体の数字も前年を３％上回る１億 9,421 万ｔに達した。その他、大手の中で

は、スルグトネフチェガス（前年比１％増の 6,089 万ｔ）、タトネフチ（２％増の 2,953 万ｔ）、サハ

リン１（前年比 26％増の 1,163 万ｔ）、NOVATEK（８％増の 827 万ｔ：同社はガスコンデンセートを

中心に生産している）、ルスネフチ（１％増の 711 万ｔ）などが生産を伸ばすことに成功した。その

一方で、ルクオイル、ガスプロムネフチ、バシネフチ、スラヴネフチ、ガスプロム（ガスコンデンセ
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ートを中心に生産）、イルクーツク石油会社といった大手の石油生産量は、前年並みか前年を下回る

水準にとどまった。ちなみに大手の中で最も不振だったのはロスネフチ傘下のバシネフチで、2018 年

の生産量は前年比８％減の 1,895 万ｔにとどまったが、その主因は、傘下の合弁企業「バシネフチ・

プリュス」（バシネフチの持株比率は 75％）において合弁相手であるルクオイルとの間のトラブルが

生じ一時大幅に生産量を制限することを余儀なくされたことにある。ルクオイルとの間の問題は

2019 年３月時点ではほぼ解決しており、2019 年にはバシネフチの生産量が回復するものと予測され

る。 

 

石油製品生産 ロシアの大規模製油所（原油処理能力 100 万ｔ/年以上の製油所）と認可ミニ製油所

（原油処理能力 100 万ｔ/年未満の製油所）の原油処理能力は合計で約３億ｔ/年に達すると評価され

ているが（ロシア全土に 100 以上存在するといわれている無認可ミニ製油所の分を含めるとその値

はさらに大きくなる）、これは米国と中国に次ぐ世界有数の数字である。2000 年より石油生産量が急

増したことに加え、2004 年末に実施された重油の輸出関税率の低減措置の影響で各石油会社が石油

輸出よりも（石油製品の輸出を念頭に置いた）国内製油所への石油供給を優先し始めたこともあり、

ロシアの製油部門の原油処理量は 2000 年以降 2014 年まで増加し続け、2000 年には約１億 6,000 万

ｔであったものが 2014 年には２億 9,440 万ｔに達した。ただ、2015 年の年頭に製油部門にとって不

利な新税制が施行され製油部門の利益率が低下したことを受け１）原油処理量は３年連続で減少し、

2017 年の数字は前年比 0.3％減の２億 8,430 万ｔとなった。2018 年に入ってからも製油部門の利益率

の低下傾向は続いたが、ガソリンの国内価格高騰傾向を受け政府が各石油会社に原油処理量を増や

すことを要請したため（ロシアの製油所は全般的にガソリン得率が低いため、国内市場へのガソリン

供給量を増やすには原油処理量そのものを増やす必要がある）、同年の原油処理量は前年比 2.1％増

の約２億 9,000 万ｔに達した。なお、主要な石油製品別の生産量は表Ⅰ-３の通りであるが、その他 2018

年には約 1,500 万ｔのナフサが生産され（国家統計局発表の数字）、そのうちの約８割が輸出された。 

 

（表Ⅰ-３）原油処理量と主要石油製品生産量 

（単位 100 万ｔ） 

 06 07 08 09 10 11 12 13 14 15 16 17 18 

原油処理量 219 229 236 236 249 258 270 278 294 287 285 284 290 

主要石油製品別生産量 

ガソリン 

軽油 

34 

64 

35 

66 

36 

69 

36 

67 

36 

70 

37 

70 

38 

69 

39 

72 

38 

77 

39 

76 

40 

76 

38 

77 

39 

78 
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ボイラー重油 59 62 64 64 70 73 74 77 78 72 57 51 49 

（出所）ロシア連邦国家統計局。 

 

主要製油所の生産動向 ロシア最大の石油会社「ロスネフチ」は 13 の大規模製油所を傘下におさ

めているが（子会社のバシネフチ経由で保有している製油所も含む）、2018 年のそれらの製油所の原

油処理量の合計値は前年比 2.8％増の１億 330 万ｔに達した。ロシアの大手石油会社の多くは 2011 年

に締結したいわゆる４者間協定に基づき製油部門の近代化に積極的な投資を行っているが、上流重

視の傾向が強いロスネフチでは傘下の製油所の近代化工事が遅れ気味となっており 13 製油所のうち

６製油所で製品得率が 70％を下回っている（2017 年時点の数字）。特に状況が悪いのはトゥアプセ製

油所で 2017 年時点での当該の数字は 52％となっていたが、これは、ロシアで稼働中の 30 強の大規

模製油所の中で最低の数字となっている。 

ロシア第２位の石油生産規模を有するルクオイルはロシア国内に４つの大規模製油所を保有して

いるが、2018 年の原油処理量は４製油所合計で 4,319 万ｔであった。ルクオイルはロスネフチとは対

照的に傘下製油所の近代化に積極的に取り組んでおり、たとえば、ヴォルガ製油所では、ルクオイル

の傘下に入った 1993 年からこれまでの間に接触改質装置、異性化装置、水素化精製装置、水素生産

装置、硫黄回収装置が建設された他、ディレードコーカーの交換が実施されている。また、ペルミ製

油所でもルクオイルの傘下に入った 1991 年より近代化のための措置が積極的に講じられており、こ

れまでに、水素化分解装置、異性化装置、ディレードコーカー（210 万ｔ/年）、水素化精製装置（150

万ｔ/年）、水素生産装置（３万ｔ/年）が建設されている。その他の大手の中で製油部門の近代化に最

も積極的なのはガスプロムネフチで、傘下のオムスク製油所では、①年間処理能力 200 万ｔのディレ

ードコーカーの建設（白油得率の上昇とアルミニウム産業用のコークスの生産を目的とする）、②年

間処理能力 200 万ｔの減圧軽油水素化分解装置の建設（白油得率の上昇と高品質潤滑油の原料の生

産を目的とする）、③水素生産装置と硫黄回収装置の建設、④既存の蒸留装置（960 万ｔ/年）のひと

つを新しいものと取り換える措置等が実施されている。ガスプロムネフチによれば、それらの措置が

すべて予定通りに講じられれば、2020 年までにオムスク製油所の製品得率は 97.0％に、白油得率は

83.5％にそれぞれ達するとされている。また、モスクワ製油所でも近代化工事が続けられており、2020

年までに、接触分解装置の改修、常圧蒸留装置、減圧蒸留装置、ガソリン接触改質装置、脱ろう装置

を付帯する軽油水素化精製装置、生物膜排水処理装置等の建設が実施されることになっている。 

 

２．輸出動向 

石油 ロシアの石油輸出量は 2000 年代半ばから年間２億 3,000 万～２億 6,000 万ｔで推移してい



5 
 

るが、2018 年は生産量がソ連解体後最高の水準に達したことを受け輸出量も前年比で 2.9％増加し、

直近のピークであった 2007 年の数字をも若干上回る２億 6,000 万ｔを記録した（表Ⅰ-４）。また、油

価の回復を背景に金額ベースの数字も前年比で 38％増加し 1,290 億ドルに達した。ちなみに、直近で

最も金額ベースの数字が最も大きかった年は 2011 年で、1,818 億ドルに達していた。 

 

（表Ⅰ-４） ロシアの石油輸出量の推移 

 

 07 08 09 10 11 12 13 14 15 16 17 18 

輸出量、100 万ｔ 

輸出額、億ドル 

259 

1,215 

243 

1,611 

248 

1,006 

251 

1,358 

245 

1,818 

240 

1,809 

237 

1,736 

223 

1,539 

245 

896 

255 

737 

253 

933 

260 

1,290 

（出所）2007～2011年はロシア中央銀行。2012～2018年はロシア連邦関税局。 

 

 2018 年のトランスネフチの幹線 PL と接続している主要輸出港別の石油の出荷状況を見ると、最も

数字が大きかったのはプリモルスクで 3,850 万ｔの石油（油種名は Urals）が出荷された。以下、コジ

ミノ：3,130 万ｔ（油種名は ESPO、主要仕向け地別内訳は中国：2,550 万ｔ、日本：330 万ｔ、韓国：

80 万ｔ等となっている）、ウスチルガ（Urals）：2,780 万ｔ、ノヴォロシースク（Urals）：2,760 万ｔと

なっている。また、ベラルーシおよび欧州の製油所に直接繋がっているドルージバ PL（Urals）で 5,000

万ｔ弱（そのうちの 1,800 万ｔがベラルーシ向けであった）が、太平洋 PL の中国向け支線経由で 2,830

万ｔがそれぞれ出荷された。その他、中国にはカザフスタン経由でも石油が（スワップ方式で）出荷

された模様だが、詳しい情報は入手できなかった。なお、Urals は出荷港により硫黄含有率の上限値

が異なっており、2018 年時点はノヴォロシースクが 1.55％、プリモルスクが 1.63％、ウスチルガと

ドルージバ PL が 1.80％にそれぞれ設定されていた。 

 トランスネフチの幹線 PL と連結していない港の中で 2018 年の出荷量が最も多かったのは沿海地

方のデカストリ港で 1,100 万ｔ以上の軽質低硫黄の石油（サハリン１で生産される石油で、油種名は

ソコル）が出荷された。また、ルクオイルのヴァランジェイ港からは 658 万ｔの石油（油種名はヴァ

ランジェイ・ブレンド）が出荷された２）。さらに、コラ湾に停泊する貯蔵タンカー「ウムバ」経由で

ガスプロムネフチの石油（ヤマル半島のノヴォポルトフスコエ鉱床で生産される Novy Port という名

称の軽質低硫黄の石油と北極海大陸棚のプリラズロムノエという鉱床で生産される Arco という名称

の重質高硫黄の石油）が合計で 1,000 万ｔ出荷された。その他、2018 年にはサハリン２の軽質低硫黄

の石油（油種名はサハリン・ブレンド）が、プリゴロドノエ港経由で 500 万ｔ強輸出された。 
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石油製品 ロシアでは 2000 年以降、原油処理量が大幅に伸びる一方で内需が停滞するという状況

が続いたので、必然的に石油製品の輸出量は急増し、2001 年時点で 6,330 万ｔだったものが 2015 年

には１億 7,150 万ｔに達した。しかし、設備の近代化に伴う製品得率の上昇や重油の輸出関税率の段

階的引き上げ措置３）の影響で、2016 年以降は主要な輸出品目である重油の生産量が（少なくとも統

計上は）激減し、そのことが石油製品の輸出量の大幅な減少につながっている（表Ⅰ-５）。もっとも、

一部には、重油が石油製品の範疇に入らないガスコンデンセート重質留分という名称で販売される

ケースが増えたとの情報も出ており、重油をガスコンデンセート重質留分と称し輸出する事例が

2016 年以降に急増した可能性も否定できない。 

 

（表Ⅰ-５） ロシアの石油製品輸出量の推移 

（単位 100 万ｔ） 

 07 08 09 10 11 12 13 14 15 16 17 18 

石油製品全体 

 うち重油 

   軽油 

   ガソリン 

111 

56 

36 

5.9 

116 

61 

36 

4.4 

121 

64 

38 

4.5 

131 

72 

41 

3.0 

125 

72 

35 

3.1 

138 

76 

41 

3.2 

151 

85 

42 

4.3 

165 

87 

47 

4.2 

172 

89 

51 

4.7 

156 

74 

49 

5.2 

148 

63 

51 

4.3 

150 

59 

55 

4.2 

（出所）ロシア連邦関税局。 

 

石油製品種類別の輸出動向を見ると、激減したとはいえ、いまだに重油の輸出量が最も多くなって

おり、2018 年の数字は前年比 6.0％減の 5,884 万ｔとなっている。重油の場合は CIS 諸国外への輸出

が中心となっており、2017 年時点では全体の約 97％を占めていた（2018 年の数字は入手できなかっ

たが、状況に大きな変化はないものと推測される）。ロシアの重油の主な出荷港としては、ウスチル

ガ港、プリモルスク港、ペテルブルグ石油ターミナル、サンクトペテルブルグのボリショイ・ポルト、

ルクオイル傘下のヴィソツク港、ノヴォロシースク重油ターミナル、ロスネフチ傘下のトゥアプセ海

洋ターミナル、トゥアプセ海洋商業港、ターミナル「ヴォストークブンケル」、ロスネフチ傘下のタ

ーミナル「海港“ナホトカ”」、トランスブンケル・ワニノ、NNK プリモルスクネフチェプロヅクト等

の名を挙げることができる。 

 軽油の輸出量は、生産量の増加と内需の低迷（内需の方は、ここ数年、3,200 万～3,400 万ｔ/年の

水準でほとんど変化していない）を背景に、2012 年以降増加傾向が続いている。輸出先は重油同様

に CIS 諸国外向けが中心となっており、2017 年時点では総輸出量の約９割を占めていた。軽油の出

荷港は上記の重油の出荷港とほぼ重複するが、プリモルスクでは、ロシア欧州部の複数の製油所と同
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港を繋ぐユーロ５準拠の軽油専用 PL「セヴェル」の最終工事が完成したことを受け 2018 年に軽油の

出荷量が前年の約倍の 1,700 万ｔ強に達した。また、ノヴォロシースクでも、南部の製油所と同港を

結ぶユーロ５準拠の軽油専用 PL「ユーグ」の１期工事が完成したことを受け軽油の出荷量が大幅に

増加した。 

 国内需要が低迷している関係で重油と軽油の輸出比率は非常に高くなっており６～７割以上に達

しているが、ガソリンの場合は生産量が比較的少ないことに加え国内消費量が多いため値が小さく

なっており、2018 年時点で約 10％（実数ベースで 421 万ｔ）にすぎなかった。また、輸出相手国の

状況も重油や軽油とは大きく異なっており、2017 年時点では CIS 諸国向けが全体の半分強を占めて

いた（数量ベースの数字）。 

 

３.ロシア石油分野の最新の動向 

 

（１）東シベリアの主要新鉱床の開発状況 

 資源の枯渇傾向が顕著となっている西シベリアとは異なり、東シベリアにはまだ余力が存在し、複

数の新鉱床で増産傾向が観察されている。東シベリアの新鉱床がロシア全体の石油生産動向に及ぼ

す影響は小さくないので、以下で、2018 年時点での同地の主要新鉱床の生産状況を紹介しておく。 

 

スズン ロスネフチの子会社で、クラスノヤルスク地方に所在するヴァンコール鉱床４）のサテライ

ト鉱床と位置づけられているヴォストチノ・スズンスコエ、ザパドノ・スズンスコエ、ユジノ・スズ

ンスコエの３鉱床（３鉱床を一括してスズンスコエ鉱床群と呼ぶこともある）のライセンスを保有し

ている。スズンは 2016 年９月にそれらの鉱床で商業生産を開始し、翌年の 2017 年にはプラトー（450

万ｔ/年に設定されていた）にほぼ匹敵する 414 万ｔの石油を生産することに成功した。ただ、2018

年に入り早くも減産傾向が観察され始めており、同年の生産量は 406 万ｔにとどまった。2018 年初

頭時点のスズンスコエ鉱床群の残存埋蔵量（PRMS 基準の確認埋蔵量）が 2,000 万ｔ弱にすぎなかっ

たことを勘案すると、恐らく、同鉱床群の生産量は 2019 年以降減少に転じるものと予測される（結

局、プラトーの 450 万 t/年は未達成のままに終わる可能性が高い）。 

 

タグリスコエ ヴァンコール鉱床のサテライト鉱床の１つで、やはりロスネフチが開発ライセンスを

保有している。2018 年初頭時点での残存確認埋蔵量（PRMS 基準）は 4,060 万ｔと評価されていた。

ロスネフチは 2016 年から試験生産を開始しており、2017 年に商業生産の段階に入った。生産量は急

激に増加しており、2017 年には 34 万ｔだったものが 2018 年には 126 万ｔに達した。現在の計画で
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は 2019 年に第１生産コンプレクスの計画生産量である 230 万ｔ/年が達成され、2022 年以降に鉱床

全体の計画生産量（プラトー）である 450 万ｔ/年が達成される見込みとなっている。ただ、残存埋

蔵量の数字から判断して、同鉱床でもプラトー達成後に急激に生産量が減少する可能性が高い。 

 

ロドチノエ ヴァンコール鉱床のサテライト鉱床の１つ。ロスネフチがライセンスを保有しており、

2018 年から試験生産が開始されている。商業生産は 2020 年から開始される予定で、プラトー時には

200 万ｔ/年の石油が生産される見込みとなっている。ただ、その PRMS 基準の残存確認埋蔵量の数

字は 2018 年初頭時点で 1,000 万ｔ弱と小さく、やはり同鉱床でも、プラトー達成後急激に生産量が

減少する可能性が考えられる。 

 

ユルブチェノ・トホムスコエ クラスノヤルスク地方に所在する鉱床で、ロスネフチの子会社の東シベ

リア石油ガス会社が開発ライセンスを保有している。同鉱床の PRMS 基準の確認埋蔵量（原始埋蔵

量）は約 5,000 万ｔと比較的大きいが、2016 年までは輸送インフラが存在しなかったため生産量は年

間数万ｔにとどまっていた。しかし、2016 年末に同鉱床と幹線 PL とを結ぶ新 PL（クユムビンスコ

エ～タイシェット PL）が完成してから生産量が急増しており、2018 年の生産量は前年の約３倍の 231

万ｔに達した。同鉱床のプラトーは 500 万ｔ/年に設定されており、2019 年もしくは 2020 年の達成

が見込まれている。 

 

クユムビンスコエ 上記の新 PL の起点となっている鉱床で、やはりクラスノヤルスク地方に所在す

る。開発ライセンスはガスプロムネフチとロスネフチの合弁企業であるスラヴネフチが保有してい

るが、ロスネフチがペレーターの役割を果たしている。同鉱床も原始埋蔵量（PRMS 基準の確認埋蔵

量）が約 5,000 万ｔと評価されている比較的規模の大きな鉱床であるが、構造が複雑なこともあって

開発は遅れ気味となっており、2018 年時点ではまだ試験生産の段階にあった（同年の生産量は 47 万

ｔであった）。プラトーの値は 300 万ｔ/年に設定されており、2021 年以降の達成が見込まれている。

ちなみに、ユルブチェノ・トホムスコエもクユムビンスコエも 1990 年代の時点では生産ポテンシャ

ルが過大評価されており、それぞれピーク時には 1,000 万ｔ/年以上の生産が期待されるとされてい

たが、その後の調査の結果、数字が大幅に下方修正されたという経緯が存在する。当該２鉱床に限ら

ず現時点で未開発となっている鉱床はほぼ例外なく地質構造が複雑で（かつ、浸透率が低いケースも

目立つ）、その生産ポテンシャルが過大評価されていることが多いので注意が必要である。 

 

イチョディンスコエ イルクーツク州に所在する鉱床で、ロシア資本のイルクーツク石油会社と日本
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の３社連合（伊藤忠商事、INPEX、JOGMEC）の合弁企業である INK ザパド（出資比率は前者が 51％、

後者が 49％）がライセンスを保有している。2015 年に商業生産が開始され、その後、生産量は 2016

年：約 95 万ｔ、2017 年：約 170 万ｔ、2018 年：約 230 万ｔと順調に増加している。一部情報によれ

ば（neftegaz.ru、2018.8.28）、同鉱床の C１カテゴリー（ロシアの評価基準）の埋蔵量は 1,380 万ｔと

されているが、もしこの数字が正しければ、2019 年以降生産量の伸びが鈍化する可能性も考えられ

る。 

 

スレドネ・ボトゥオビンスコエ サハ共和国に所在する 1970 年に発見された鉱床。2018 年初頭時点の残

存確認埋蔵量（PRMS 基準）は 3,000 万ｔ弱となっている。ライセンスはロスネフチ、BP およびイン

ドの企業連合の合弁企業であるタアスユリャフが保有している（持ち株比率は 50.1％、20％、29.9％）。

2014 年の生産開始以降、生産量は順調に増加しており、2018 年の数字は前年比 133％増の 290 万ｔ

に達した。プラトーは 600 万ｔ/年に設定されており、2021 年以降の達成が見込まれている。ただ、

残存埋蔵量の数字から判断してプラトーの値が大きすぎるとの感は否めず、同鉱床でもプラトー達

成後急激に生産量が減少する公算が高い。 

 

（２）サハリン１の増産 

サハリン１プロジェクトには、米国のエクソンモービル（権益比率は 30％：同社の 100％子会社の

エクソンネフチェガスがプロジェクトのオペレーターとなっている）、日本の SODECO（30％）、ロ

スネフチ（20％）、インドの ONGC（20％）の４社が参加するコンソーシアムが取り組んでいる。プ

ロジェクトの対象となっているのは、サハリン大陸棚のチャイヴォ、オドプトゥ、アルクトゥン・ダ

ギの３鉱床であるが、2001 年秋にコンソーシアムはプロジェクトの商業化宣言を行っている（原始

可採埋蔵量は３鉱床合計で、石油が３億 700 万ｔ、ガスが 4,850 億㎥と評価されていた）。 

 石油の生産は 2005年よりチャイヴォ鉱床で開始されたが 2006～2007年に本格的なアップグレー

ダー（チャイヴォ）、デカストリの出荷用ターミナル、および、それらの設備を結ぶ石油 PL が稼動を

開始した結果、2007 年にはチャイヴォ鉱床において石油の設計生産量である年産 1,120 万ｔが達成

された。しかし、2008 年以降、チャイヴォ鉱床では早くも減産傾向が観察され始めた。しかも、減産

幅は大きく、年間 15％にも達した。2011 年にサハリン１は石油の減産傾向に歯止めをかけることに

成功するが、これは、2010 年末より２番目の鉱床であるオドプトゥで商業生産が開始されたためで

ある。2011 年にエクソンネフチェガスは同鉱床で早くも 250 万ｔもの石油を生産することに成功し、

同年のサハリン１全体の石油生産量は前年の 2010 年の数字を上回った（表Ⅰ-６）。さらに、2015 年１

月には、３番目の鉱床であるアルクトゥン・ダギでも石油の生産が開始され、2018 年に（同鉱床の）



10 
 

プラトーの 445 万 t/年を達成することに成功した。その他、2018 年はオドプトゥでもチャイヴォで

も生産量が増加した関係で、生産量が３鉱床合計で過去最高の 1,163 万ｔに達した。開発の第２フェ

ーズに入ったオドプトゥにはまだ増産余力が残っているといわれており、2019 年に記録が再び更新

される可能性も十分に考えられる（ただし、サハリン１のアップグレーダーの処理能力が 1,250 万ｔ

/年なので、その値を超える可能性は低いと判断される）。 

 

（表Ⅰ-６） サハリン１の石油生産量 

（単位 100 万ｔ） 

05 06 07 08 09 10 11 12 13 14 15 16 17 18 

0.4 2.6 11.2 9.6 8.2 7.0 7.9 7.1 7.0 7.6 8.3 9.0 9.2 11.6 

（出所） 『石油と資本』社資料等。 

 

その他、サハリン大陸棚における注目すべき動きとしては、サハリン３のアヤシ鉱区における新鉱

床発見を挙げることができる。アヤシ鉱区では、2017 年にガスプロムの子会社のガスプロムネフチ

がネプチューンという石油鉱床を発見したが５）、2018 年 11 月になり同社はアヤシ鉱区で２番目の鉱

床「トリトン」を発見したとの発表を行っている（『ヴェードモスチ』紙、2018.11.12）。ガスプロム

ネフチによれば、同鉱床の埋蔵量は１億 1,200 万石油換算ｔとされているが、データの分析はまだ十

分に行われておらず、現時点では同鉱床の現実的ポテンシャルの評価は困難となっている。 

 

（３）「協調減産」の実態 

油価の低迷による国家財政の悪化に強い危機感を抱き始めた OPEC 加盟国が 2016 年 11 月末にな

り減産合意に達し、2017 年初頭より日産量をそれまでより 120 万バレル少ない 3,250 万バレルにま

で減少させる意向を表明した。その OPEC 加盟国の合意を受け、ロシア、メキシコ、アゼルバイジャ

ンといった OPEC に加盟していない 11 の産油国も、2017 年の年初から６月末までの間に合計で 56

万バレル/日の減産を実施することになり、ロシアは 2016 年 10 月の平均日産量である 1,123 万バレ

ルを基準として 30 万バレル/日の減産を実施することを約束した。ただ、ここで注意する必要がある

のは、ロシアの減産の基準となった 2016 年 10 月の平均日産量 1,123 万バレル（約 152 万ｔ）という

のはそれまでの数年間で最高の数字であったという事実である。2016 年 10 月に急に平均日産量が増

加したのである。中でも特にロスネフチやガスプロムネフチといった国営石油会社の日産量の伸び

が大きかったが、一部には、「エネルギー省から 2016 年 10 月の数字が減産の基準になるという情報

を事前に入手していた国営石油会社が、同月に意識的に増産を実施し、そのことがロシア全体の日産
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量の増加につながった」との見方も存在する。突出して日産量の数字が良かった 2016 年 10 月が基準

になったため、ロシアは名目上は減産義務を果たしたことになっているものの、実は 2017 年の平均

日産量の数字は 2016 年の数字を若干ではあるが上回った（通年の生産量は前年の数字を若干下回っ

たが、既述の通り、それは前年が閏年だったためである）。 

なお、協調減産の期間は当初は 2017 年６月末までとされていたが、その後、何度か延長され、本

稿を執筆している 2019 年３月時点では、同年６月末まで継続されることが確定している（期間がさ

らに延長される可能性がある）。ここで注目すべきなのは、2019 年１月１日以降は 2018 年 10 月の日

産量がロシアの減産枠を設定する際の基準となったが（2018 年末までは 2016 年 10 月の日産量が基

準となっていた）、2016 年の 10 月同様に 2018 年 10 月にもロシアの複数の大手石油会社で生産量が

急激に伸びるという現象が再び観察されたという事実である。たとえば、ロスネフチの同月の生産量

は前年同月比で実に５％も伸びている（ロシア全体の数字も前年同月比で４％伸びた）。ロシアは

2019 年５月までに日産量を 2018 年 10 月の水準よりも２％低い 1,120 万バレルにまで減少させる義

務を負っているが、恐らく、容易にその義務を遂行できるであろう。 

 

（４）税制改革 

ロシアの石油分野では、輸出関税率を段階的に引き下げ、税率を最終的にゼロにすることと採掘税

率を段階的に引き上げることを軸にする税制改革が 2015 年から本格的に開始されており、2015 年時

点で 0.42 であった輸出関税率（正確には輸出関税率算定公式における係数）が 2017 年時点で 0.3 ま

で引き下げられた。それと同時に採掘税の基本税額も 2014 年時点では 493 ルーブルだったものが

2017 年時点で 919 ルーブルまで引き上げられた。財務省は 2018 年も税制改革を継続することを希望

していたが、石油会社やエネルギー省側からの強い反発（税制改革の完遂は石油分野に対する課税圧

力の強化を意味するため）に加え、関税率の変更が絡んでいる関係でユーラシア経済連合の他の加盟

国（特にベラルーシ）に対し配慮する必要性もあるため、同年は税制改革プロセスが中断され、輸出

関税に関しては前年と同じ税率が適用されることとなった（ただし、採掘税の基本税額の方は、若干

<約 50 ルーブル/ｔ>引き上げられた）。 

2018 年初頭時点では、2020 年末まで 2017 年時点の税率が維持される（すなわち、2020 年末まで

税制改革が中断される）見通しとなっていたが、2018 年５月に複数の大統領が発令された後、潮目

が大きく変化する。大統領に示された諸措置を実現するための原資の確保が最優先課題として浮上

してきたのだ。そのような流れの中、ロシア政府は財務省の要望をほぼ全面的に聞き入れ、税制改革

を前倒しで実施することを６月に閣議決定しその旨を記した法案を議会に提出した。法案は順当に

議会の各読会を通過し８月初めに採択された。新法によれば、輸出関税率は 2019 年より毎年 0.05 ポ
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イントずつ（すなわち、0.3→0.25→0.20・・・）という形で引き下げられ、2024 年にゼロになる予定

となっている。具体的な数字は明らかにされていないが、輸出関税率の引き下げ措置と並行してそれ

を上回るテンポでの石油の採掘税率の引き上げが実施されることになっており、一説によれば、2019

～2024 年の６年間で１兆 6,000 億ルーブルの増税になるとされている（『コメルサント』紙、2018.6.9）。 

この税制改革は税負担の増大の他に、製油部門の利益率の低下という深刻な問題を各石油会社に

もたらすとみられている。ロシアでは、石油の国内価格は「石油の輸出価格－輸送コストの差異－輸

出関税額」という公式に基づき決定されることになっているからだ。輸出関税の撤廃ならびに抽出税

率の引き上げは石油の国内価格の高騰に直結し、製油所の石油調達コストの上昇が不可避となるの

だ。また、石油の輸出関税の撤廃は石油製品の輸出関税の撤廃も意味するが、その結果、石油製品（重

油を除く）の輸出関税率が石油のそれよりも低いことにより製油部門が享受していた恩恵もなくな

ることを意味する。 

石油の輸出関税の撤廃がロシアの製油部門に大きな経済的ダメージを与えるという点はロシア政

府も認識しており、輸出関税の撤廃措置と並行して製油部門への支援措置、すなわち、製油所に「ダ

ンパー」と称される補助金を交付するという方針を打ち出している。補助金は国内市場にガソリンと

軽油を供給する製油所を対象として国庫から給付されることになっており、その規模は、それらの石

油製品の輸出価格と国内基準価格（ガソリンの場合は５万 6,000 ルーブル/ｔに、軽油の場合は５万ル

ーブル/ｔに設定されている）の差額の 60％と定められている（石油会社側はガソリンの国内基準価

格を５万 1,000ルーブルに引き下げること、すなわち補助金の規模を拡大することを要求しているが、

2019 年３月下旬時点ではまだ最終的な結論は出ていなかった）。2019 年にはそのような形で合計

1,240 億ルーブルの補助金が製油部門に給付される予定となっているが、この補助金の規模では税制

改革により被る製油部門の経済的損失をカバーしきれないとの見方が優勢となっている（『ヴェード

モスチ』紙、2019.3.3）。 

 なお、ユーラシア経済連合加盟国の中でも特にベラルーシがロシア石油分野の税制改革の前倒し

での実施に強い反発を示しているが、その背景には、同国が毎年 2,000 万ｔ前後のロシア産石油を輸

出関税抜きの価格（≒ロシアの国内価格）で購入しているという事実が存在する。2018 年上半期の

実績ではベラルーシに供給されるロシア産石油の価格は、当該石油の欧州市場での取引価格の 75％

程度だったが、同国はその安価な石油を原料として生産した石油製品を輸出することにより巨額の

利益を得ているのである６）。ロシアが石油の輸出関税を引き下げるということは、ベラルーシに供給

される石油の価格と国際価格との間の差異が縮小することを意味する。そして、税制改革が完遂する

2024 年には両者の価格差はほぼなくなり、ベラルーシは国際価格でロシア産石油を購入することに

なる。そうなると、ロシア産石油を原料として生産した石油製品を輸出するというベラルーシの外貨
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獲得ビジネスの利益率は大幅に低下することになる。そのため、ベラルーシはロシア政府に何らかの

補填措置を講じることを要求しており、現在、交渉が行われているところである。 

 

第Ⅰ章注釈 

１）Vygon Consulting によれば 2011 年の時点ではバレル 13 ドルであったロシアの製油所の平均利益率（マージン）が

2017 年にはバレル３ドルにまで低下したとされている（Neftegas.ru、2019.No.２）。 

２）2018 年からヴァランジェイ・ブレンドはコラ湾に停泊している貯蔵用タンカー「コラ」経由で出荷されるように

なっている。 

３）2011 年より導入されている措置で、2016 年には石油の輸出関税率の 82％の水準にまで引き上げられ、2017 年か

らは石油の輸出関税率と同じ水準にまで引上げられた。 

４）クラスノヤルスク地方の北部に位置する 1988 年に発見された鉱床。開発ライセンスは、ロスネフチの子会社のヴ

ァンコールネフチが保有している。同鉱床での商業生産は 2009 年８月より開始されており、同年には 364 万ｔ、翌年

の 2010 年にはその３倍以上の 1,270 万ｔが生産された。その後も、2011 年：1,500 万ｔ、2012 年：1,830 万ｔ、2013

年：2,144 万ｔと順調に生産量が増加していたが、2014 年に入り増産のテンポが顕著に鈍化し、同年の生産量は前年

比わずか 2.64％増の 2,200 万ｔにとどまった。2015 年は前年と同じ 2,200 万ｔを維持したが、2016 年は 2,071 万ｔに

まで減少した。その後減産テンポは加速しており、2018 年の生産量は 1,615 万ｔにとどまった。同鉱床では無理な増

産の弊害が出てきている可能性が高く、恐らく今後も減産傾向が続くものと予測される。 

５）ガスプロムネフチは同鉱床の探査を継続していたが、2018 年９月になり、「ネプチューンの C1＋C2 の石油の埋

蔵量は当初の予想の 1.6 倍の４億 1,580 万ｔに達する」との発表を行った（『ヴェードモスチ』紙、2018.9.11）。ただ、

これは予想埋蔵量に相当する C2 を含んだ数字であり、その現実的ポテンシャルを評価するのは現時点では困難とな

っている。同鉱床では現在も探査が続けられているが、正確な埋蔵量、商業生産の開始時期、ピーク時の生産水準な

どが判明するのは、それが完了した後になると考えてよいであろう。 

６）また、ロシア産石油の供給を受けることにより自国産の石油（年間生産量は 160 万ｔ程度）を全量輸出すること

も可能となっている。 
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第Ⅱ章. ロシア最大の石油産地“西シベリア”の資源基盤の状況 

 

 西シベリアはロシア最大の石油ガス産地で、ロシア全体の液体炭化水素生産量に占めるシェアは

過半に達している（表Ⅱ-１）。 

 西シベリアで液体炭化水素が生産されている連邦構成主体としては、チュメニ州のハンティ・マン

シ自治管区とヤマロ・ネネツ自治管区、チュメニ州南部、トムスク州、オムスク州、ノヴォシビルス

ク州の名を挙げることができる。その他、地質学的な観点からみれば、クラスノヤルスク地方北部の

複数の鉱床（ヴァンコール鉱床およびその周辺の鉱床群）も西シベリアに含まれるが、行政上それら

の鉱床は東シベリアに区分されている。本稿では、混乱を避けるため、トムスク州以東に所在する鉱

床をすべて東シベリアもしくは極東の鉱床とみなす。 

 2008 年から 2015 年まで西シベリアの石油（およびガスコンデンセート）の生産量は減少していた

が、その主因は、ロシア最大の石油生産量を誇る連邦構成主体であるハンティ・マンシ自治管区とヤ

マロ・ネネツ自治管区での生産の不振にあった。しかし、後者のヤマロ・ネネツ自治管区では 2013

年から増産傾向が観察されるようになった。その結果、ついに 2016 年には西シベリア全体の液体炭

化水素の生産量が前年を上回った。2017 年はヤマロ・ネネツの増産分で他の西シベリアのエリアの

減産分をカバーできなくなり全体の生産量も再び減少に転じたが、2018 年はハンティ・マンシ自治

管区の生産量が回復したこともあり、全体の数字が若干ではあるが前年を上回った。 

 

１.西シベリアの各地域の状況 

 

（１）.ハンティ・マンシ自治管区  

ロシア最大の産油地域であるハンティ・マンシ自治管区の石油生産量は 2007 年にソ連解体後のピ

ークである２億 7,840 万ｔという数字を記録した後、資源の枯渇を背景とする減産が続き、2017 年の

数字は 2007 年を実数ベースで 4,000 万ｔ以上下回る２億 3,520 万ｔにとどまった（これは 2017 年の

ロシア全体の石油生産量の約 43％に相当する）。しかし、2018 年は実に 11 年振りに年間生産量がわ

ずか 0.5％（実数ベースで 125 万ｔ）ではあるが前年の数字を上回った。その主因は、同自治管区で

活動する生産企業の中で最も生産規模が大きいロスネフチ・ユガンスクネフチェガスの生産量が前

年比で 5.6％も増加し 7,020 万ｔに達したことにある。ただ、同社の増産はこれまで手付かずとなっ

ていた小規模油層の開発により達成されたものであり、長期的に増産傾向を維持するのは難しいと

判断される。また、ハンティ・マンシ自治管区を拠点とするユガンスクネフチェガス以外の大手生産

企業（ルクオイル西シベリア、スルグトネフチェガス等）では生産の停滞傾向が続いていることや、
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2018 年の同自治管区での生産井の掘削量（掘削深度の合計値）が前年の数字を下回ったことなどを

勘案すると、2019 年に再び同自治管区の石油生産量が減少に転じる可能性も十分に考えられる。ち

なみに、ハンティ・マンシ自治管区行政府は、2019 年以降は生産量の漸減傾向が続くとみており、

2024年時点の数字は２億 600万～２億 1,300万ｔにとどまるとの予測を発表している（『石油と資本』

社資料より）。ハンティ・マンシ自治管区で大規模新鉱床が発見される可能性はほとんどないとみら

れており、2025 年以降に減産テンポが加速する可能性も否定しきれない。 

  

（表Ⅱ-１） 西シベリアの石油およびガスコンデンセートの生産量 

（単位 100 万ｔ） 

連邦構成主体名 2009 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 

ハンティ・マンシ自治管区 

ヤマロ・ネネツ自治管区 

 うちガスコンデンセート 

チュメニ州南部 

トムスク州 

ノヴォシビルスク州 

オムスク州 

270.5 

36.6 

9.7 

2.9 

10.6 

2.1 

0.9 

259.9 

35.3 

12.5 

7.8 

12.2 

0.6 

0.5 

255.1 

37.2 

15.5 

9.6 

11.8 

0.5 

0.4 

250.3 

38.5 

17.0 

10.7 

11.2 

0.5 

0.3 

243.1 

42.1 

21.5 

11.8 

11.5 

0.5 

0.3 

239.2 

51.9 

24.6 

12.4 

10.9 

0.271 

0.239 

235.2 

57.1 

24.7 

11.0 

10.4 

0.2 

0.2 

236.45 

58.3 

25.7 

12.25 

9.65 

0.166 

0.147 

合計 323.6 316.3 314.6 311.5 309.3 314.9 314.1 317.0 

ロシア全体に占めるシェア 65.5％ 61.1％ 60.1％ 59.1％ 57.9％ 57.5％ 57.4％ 57.0％ 

（出所）ロシア連邦エネルギー省。 

 

（２）ヤマロ•ネネツ自治管区    

同自治管区は、液体炭化水素の生産量においてロシアの連邦構成主体の中で第２位を占める。だが、

同自治管区の石油生産量は 2005 年から年間７～10％のテンポで減少していた。2015 年の同自治管区

の石油生産量は 2,070 万ｔであったが、これは 1990 年以降で最低の数字であった。その時点で同自

治管区で活動していた主要な石油生産企業は、ガスプロムネフチ・ナヤブリスクネフチェガスとロス

ネフチ・プルネフチェガスの２社であった。両社とも減産傾向に直面しているが、特にナヤブリスク

ネフチェガスの状況は厳しくなっている。2009 年末に採択された「2020 年までのヤマロ•ネネツ自治

管区の社会•経済発展戦略」のデータによると、「2020 年までにナヤブリスクネフチェガスの石油生産

量は約 800 万ｔにまで落ち込む」とされている。ちなみに、2000 年代初め時点でのナヤブリスクネ

フチェガスの生産量は年間 2,500 万ｔ以上に達していた。 
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 ただ、石油の減産傾向が続く中、同自治管区では 2010 年代に入りガスコンデンセートの生産量が

増加している。ガスコンデンセートの生産の見通しも資源基盤の状況により左右されることになる

が、その場合、重要となるのは石油鉱床の状況ではなくガス鉱床の状況である。古いガス鉱床では、

ウェットガスの割合が年々増加している。その関係で、ここ数年、同自治管区ではガスコンデンセー

トの生産量がコンスタントに増加しており、2015 年には同自治管区の歴史上初めてガスコンデンセ

ートの生産量は石油のそれを上回った（2016 年以降は再び石油の生産量がガスコンデンセートのそ

れを上回るようになっている）。ガスコンデンセートの主要生産者はガスプロムと NOVATEK で、２

社の生産量の合計値は同自治管区全体の（ガスコンデンセートの）生産量の 90％以上を占める。 

その他、2016 年にはここ 12 年で初めて石油の生産量が前年の数字を上回った。しかも、増産幅は

30％にも達した。この増産を牽引したのは、2016 年に商業生産を開始したヤルジェイスコエ鉱床と

ノヴォポルトフスコエ鉱床という２つの新鉱床であった。前者の開発には NOVATEK が、後者の開

発にはガスプロムネフチがそれぞれ取り組んでいる。 

 ヤマロ・ネネツ自治管区には今後液体炭化水素の生産量が増加する可能性が存在する。そのポテン

シャルを生み出したのは、2016～2017 年に段階的に稼働を開始した新幹線石油 PL「ザポリャリエ～

プルペ」である。輸送インフラの欠如が原因で開発の対象となってこなかった自治管区北東部の鉱床

で産出される液体炭化水素が同新 PL 経由で輸送されることになっている。該当する鉱床としては、

2016 年に商業生産が開始された、ルクオイルのピャキャヒンスコエ鉱床やメッソヤハネフチェガス

（ガスプロムネフチとロスネフチの合弁）のヴォストチノ・メッソヤフスコエ鉱床の名を挙げること

ができる。実際、当該 PL 完成後、それほど顕著ではないものの同自治管区の液体炭化水素の生産量

は増加しており、2017 年は 5,710 万ｔ、2018 年は 5,830 万ｔに達した。 

 ヤマロ・ネネツ自治管区行政府の予測によれば、今後数年間、同自治管区では液体炭化水素の生産

量の増加傾向が続き、2020 年には 6,600 万～6,800 万ｔに達するとされている。 

 

（３）チュメニ州南部  

同地域は、西シベリアで唯一、2000 年代後半から 2016 年まで継続して増産が観察されていた地域

である。増産を牽引していたのは RN ウヴァトネフチェガス（旧 TNK ウヴァト）という会社で、同

社１社で同地域の石油生産量の 90％以上を占めている。 

 親会社のロスネフチの計画によれば、RN ウヴァトネフチェガスは 2015 年にプラトーを達成する

とされていたが、2016 年も増産傾向が続き前年比５％増の 1,160 万ｔという数字を達成することに

成功した。しかしながら、2017 年には生産量が減少した。注目すべきは、2016 年と 2017 年には同社

傘下の複数の新鉱床で商業生産が開始されたという事実である。にもかかわらず減産を記録したと
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いうことは、それらの新鉱床の増産分で RN ウヴァトネフチェガスの既存の鉱床の減産分をカバーし

きれなかったことを意味する。2018 年は若干状況が改善され、2016 年の水準とほぼ同じ 1,225 万ｔ

の生産を記録することに成功したが、RN ウヴァトネフチェガスではすでにプラトーが達成された可

能性が高く、チュメニ州南部の石油生産量は恐らく間もなく減少に転じるであろう。 

 

（４）トムスク州  

同州は古い産油地域で生産のピークは複数存在するが、直近のピークは 2004 年で、同年には 1,580

万ｔ以上の石油およびガスコンデンセートが生産された。ちなみに、この数字は、同州のソ連時代の

ピークであった 1990 年の 1,330 万ｔという数字をも上回っている。 

ここ数年、同州の生産量は 1,100 万ｔ前後で推移していたが、2013 年から漸減傾向が観察され始めて

いる。 

トムスク州最大の石油生産企業はロスネフチとガスプロムの合弁企業であるトムスクネフチで、

同州の石油生産量の過半を占める。同社の生産量はゆっくりではあるが一貫して減少しており、その

ことが 2013 年からの同州全体の数字の漸減傾向に直結している。数年前までは、複数の中小規模（西

シベリアの基準でいえば）の石油鉱床で生産が開始され、それらの鉱床の増産分でトムスクネフチの

減産分を補填できていたが、今はそれもかなわなくなっており、2018 年の生産量も前年比 7.2％減の

965 万ｔにとどまった。 

トムスク州には州全体の生産量に影響を及ぼすような規模の探査済み埋蔵量がもはや残っておら

ず、同州の減産傾向が今後も続くのは確実だと判断される。トムスク州行政府もその点を認識してお

り、2020 年まで年間生産量を 900 万ｔ強の水準で維持することを目標として掲げている。 

 

（５）ノヴォシビルスク州とオムスク州  

西シベリアの縁辺に位置する両州の石油生産量はここ数年合計で 30 万～60 万ｔ/年の水準で推移

しており、今後生産が増加する可能性も存在しない。 

 以上の各連邦構成主体の状況から判断して、今後も西シベリアの液体炭化水素の生産量は減少し

続けるであろう。さらに、生産の中心地が、ハンティ・マンシ自治管区とヤマロ・ネネツ自治管区で

あるという状況に変化が生じることもないであろう。 
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2.西シベリアで活動する主要企業 

 

（１）ロスネフチ 

 国営石油会社「ロスネフチ」は、国内の全ての主要な産油および産ガス地域で生産を行っているが、

生産量の大半を西シベリアで得ている。 

 西シベリアで活動する子会社の中で、最も古くから傘下に入っているのは、ヤマロ・ネネツ自治管

区において複数のライセンスを保有するプルネフチェガスである。 

 2004～2007 年のユコスの破産プロセスを通し、ロスネフチは、西シベリアで活動するユガンスク

ネフチェガスやトムスクネフチ（かつてはロスネフチの完全子会社だったが、株式の 50％がガスプ

ロム・グループに売却され、既述の通り、現時点ではロスネフチとガスプロムネフチの合弁企業とい

う位置づけになっている）といった大規模石油生産企業を傘下におさめることに成功した。  

 

（表Ⅱ-２）西シベリアを拠点とするロスネフチの子会社の石油生産量１） 

（単位、100 万ｔ） 

 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 

RN ユガンスクネフチェガス 

サマトロールネフチェガス２） 

RN ニジネワルトフスク２） 

RN ウヴァトネフチェガス 

RN ニャガンネフチェガス 

RN プルネフチェガス 

66.7 

18.8 

6.4 

5.3 

6.8 

7.0 

66.8 

17.4 

6.2 

6.5 

6.7 

6.9 

66.2 

16.6 

5.8 

8.3 

6.4 

6.4 

64.5 

16.0 

5.5 

9.5 

6.2 

6.0 

62.4 

15.6 

5.1 

10.8 

6.0 

5.5 

63.7 

19.9 

- 

11.6 

5.9 

5.2 

66.5 

19.3 

- 

9.6 

6.0 

5.1 

70.2 

19.3 

- 

10.6 

5.9 

4.5 

１）サマトロールネフチェガス、RN ニジネワルトフスク、RN ウヴァトネフチェガス、RN ニャガンネフチェガスに

ついては TNK-BP の傘下に入っていた時の数字を含む。 

２）2016 年に RN ニジネワルトフスクネフチェガスはサマトロールガスに吸収合併された。 

（出所）ロスネフチ。 

 

 さらに、2013 年にロスネフチは TNK-BP を吸収合併したが、その結果、後者の子会社であったサ

マトロールネフチェガス、TNK ニジネワルトフスク（2016 年にサマトロールネフチェガスに吸収合

併された）、TNK ニャガン（現「RN ニャガンネフチェガス」）、TNK ウヴァト（現 RN ウヴァトネフ

チェガス）といった西シベリアを拠点とする生産企業を傘下におさめることになった。さらに、TNK-

BPを買収した結果、ロスネフチは西シベリアに複数の生産拠点を有するスラヴネフチの株式の 50％、
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ならびに、生産企業「メッソヤハネフチェガス」の株式の 50％を取得することになった。 

 

 以下で、西シベリアで活動するロスネフチ傘下の子会社の概要を紹介する。 

 

RN ユガンスクネフチェガス  

RN ユガンスクネフチェガスの前身である生産合同「ユガンスクネフチェガス」は、ハンティ•マン

シ自治管区のネフチェユガンスク地区において、プラヴジンスコエ、マモントフスコエ、ウスチ•バ

ルィクスコエ、および、その他の大規模鉱床の開発に従事していた複数の石油ガス採掘局を統合する

形で 1977 年に設立された。生産のピーク時の 1986 年には年産 7,100 万ｔを達成したが、その後、当

時西シベリアで活動していたすべての石油生産企業同様に、急激な減産に直面することとなった。そ

の結果、1993 年時点での同生産合同の年産量は 3,220 万ｔにまで落ち込んだ。当時の主力鉱床はマモ

ントフスコエとユジノ•スルグト鉱床で、ユガンスクネフチェガスの年産量のほぼ 50％を占めていた。

1993 年末時点の前者の鉱床の資源枯渇率（累積生産量を原始埋蔵量で割り算して導き出される数字）

は 74％、含水率は 80％近くに達していた。また、後者の鉱床の場合は、資源枯渇率が 60％、含水率

が約 80％となっていた。当時３番目の生産性を有していたのはウスチ•バルィクスコエ鉱床であった

が、同鉱床の当該の数字は順に 76％と 87％となっていた。 

 

（表Ⅱ-３）RN ユガンスクネフチェガス傘下の最も生産性の高い鉱床 

鉱床名 開発開始

年 

PRMS 基準による年初の

確認埋蔵量、100 万ｔ 

石油生産量、1,000ｔ 

2015 2018 2016 2017 2018 

プリオブスコエ（北部） 

プリラズロムノエ 

マロバルィスコエ 

マモントフスコエ 

オムビンスコエ 

モスコフツェフ名称鉱床 

1988 

1986 

1984 

1970 

1987 

2016 
 

704.3 

190.2 

165.6 

84.9 

29.8 

n.a 

615.6 

177.8 

101.7 

99.7 

28.3 

12.1 

24,950 

8,641 

9,036 

4,919 

2,167 

321 

24,783 

9,162 

8,420 

4,791 

2,882 

2,314 

25,701 

9,631 

8,895 

4,758 

3,207 

2,924 

（出所）ロスネフチ。 

 

その後も減産傾向は続き、1998 年には生産合同の歴史上最低の水準である 2,570 万ｔにまで生産

量が落ち込んだ。ただ、同社には、開発が困難とされソビエト時代から手つかずとなっていた巨大鉱
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床「プリオブスコエ」が残されていた。同鉱床の開発が開始されたことに加え、近代的な増進回収法

が適用され始めたこともあり、2000 年代に入ってからユガンスクネフネフチェガスの生産量は急増

し始め、年によっては前年比 10％以上もの生産の伸びを記録した。 

ところが、2009 年以降、ユガンスクネフチェガスの生産量は年産約 6,600 万ｔの水準で停滞し始

め、そのような状況が 2013 年まで続いた。もっとも、その頃から主力鉱床であるプリオブスコエ鉱

床で生産が減少し始めていたという事実を勘案すると、年産 6,600 万ｔの水準で生産を維持できたと

いうのは、ユガンスクネフチェガスにとって上々の結果であったともいえる。さらに、2014 年から

は同社の生産量は減少に転じ、2016 年まで年産 6,200 万～6,500 万ｔの水準が続いた。しかし、2017

年から同社の生産量は再び増加に転じており、同年の生産量は前年比 4.3％増の 6,650 万ｔに、翌年

の 2018 年はさらにそれを 5.6％上回る 7,020 万ｔに達した。 

2018 年のユガンスクネフチェガスの生産量に占めるプリオブスコエ鉱床のシェアは約 35％強であ

った。それに、表Ⅱ-３で示すその他の６つの生産性の高い鉱床（年産 200 万ｔ以上の鉱床）の分を加

えると、その値はほぼ 80％に達する。 

 

以下で、表Ⅱ-３で示した６つの鉱床の概要を紹介する。 

 

プリオブスコエ鉱床 同鉱床はハンティ・マンシ市の東方数十㎞のところに賦存する鉱床で、1982 年

に発見された。埋蔵量規模による区分では、巨大鉱床に分類される。RN ユガンスクネフチェガスが

同鉱床の北部鉱区を開発しているが、同鉱区の資源量は非常に大きく、38 億ｔに達すると評価され

ている（南部鉱区の開発にはガスプロムネフチが取り組んでいる）。すでに長年にわたりプリオブス

コエ鉱床はロシアで最大級の生産規模を誇る鉱床の座を守り続けている。 

 ユガンスクネフチェガスが保有する鉱区ではオビ河が流れているが、同鉱区の試験商業生産は

1988 年９月にオビ河の左岸で開始された。ところが、豊富な埋蔵量を保有しているにもかかわらず、

同鉱区の開発はなかなか進展しなかった。長い間、同鉱区の開発の事業性の確保は困難とみなされて

いたからだ。それは、同鉱区の埋蔵量の約 60％が右岸のオビ河の冠水地域に賦存していたからであ

った。その他、鉱床付近に渡り鳥の営巣地および魚の産卵地が存在するという事実も開発の妨げとな

っていた。その関係で、1999 年にハンティ・マンシ自治管区行政府は同鉱床を「特別な地下資源利用

方式適用地域」に指定しており、ユガンスクネフチェガスには厳しい環境保護遵守義務が当初より課

せられていた。 

 プリオブスコエ鉱床の開発は、1990 年代後半時点で同鉱床を保有していたユコスの最優先プロジ

ェクトとなっていた。プリオブスコエ鉱床の開発準備プロセスにおいて、ユコスは当時のロシアの石



21 
 

油分野では前例のない一連の措置を講じていた。その典型例は、右岸の石油の輸送を目的として、オ

ビ河の川底の下を通過する PL を建設するという措置であった。1999 年にプリオブスコエ鉱床の右岸

エリアの商業生産が開始された後、生産量は急増し、1999 年時点で 150 万ｔだったものが 2002 年に

は 1,200 万ｔに達した。当時、ユコスは上流部門への投資額の約 30％をプリオブスコエ鉱床に集中し

て投下していた。ユコスは、まだ自噴している油井においてフラクチャリングを実施し、さらに潜水

ポンプを設置するなどしてさらに急激に生産を伸ばし、2003 年のプリオブスコエ鉱床北鉱区の生産

量は 1,770 万ｔに達した。ユコスの計画では、2009 年までに同鉱区での生産量は 3,500 万ｔ/年に達

し、その水準が７年間続くことが想定されていた。 

 ユガンスクネフチェガスがロスネフチの傘下に移ってから、プリオブスコエの生産量は減少し始

めた。2009 年にロスネフチは同鉱床で 3,380 万ｔの石油を生産したが、結局それがピークとなり、そ

の後、かなり速いテンポで生産は減少し始めた。ユガンスクネフチェガスを傘下におさめてからロス

ネフチはプリオブスコエの北部鉱区の確認埋蔵量を３億ｔ以上増やすことに成功し、2008 年初頭時

点で同鉱区の確認埋蔵量はほぼ５億ｔに達していたが、そのことも減産を食い止めるファクターに

はなりえなかった。 

 ロスネフチ側は減産の背景に関し、2008～2009 年の経済危機の時期に設備投資額が急減し計画さ

れていた作業を実施できなかったことと、鉱床の地質モデル作成の際にミスがあったことが主因で

ある、との説明を行っている。実際、地質モデル作成の際のミスの結果、新規に掘削される井戸が生

産性の高い油層に当たらない、あるいは、枝掘りを実施した井戸の「枝」の部分がターゲットとして

いた油層からずれる、といった現象が生じていた。同様の事象はフラクチャリングにおいても観察さ

れており、充分な効果が得られないケースが目立っていた。 

 ただ、ユガンスクネフチェガスは手付かずとなっていた油層やサテライト鉱床の開発に着手する

ことにより、ここ数年はプリオブスコエ鉱床の年産量を 2,500 万ｔ前後の水準で安定させることに成

功している（表Ⅱ-３）。 

 プリオブスコエ鉱床北部鉱区の累積生産量は 2018 年末時点で約４億 4,000 万ｔに達していた。同

鉱床で商業生産が開始されてから約 20 年が経過しているが、今後しばらくは、ロシアで最も生産性

の高い鉱床のひとつであり続けるであろう。しかし、その累積生産量ならびに残存埋蔵量の数字など

から判断して、今後急激に生産量が増加する可能性は低い。ちなみに、2018 年末にロスネフチのセ

ーチン CEO が、「プリオブスコエ鉱床では含水率が 90％以上に達しており、税制上の特典の供与が

必要である」という主旨の書簡をプーチン大統領に提出しているが、含水率の高さを理由にすでに税

制上の特典を享受しているサマトロール鉱床と比較するとプリオブスコエ鉱床の状況は遥かに良好

で（資源枯渇率は 50％程度にすぎない）、セーチンの主張は説得力に欠けるものだといえる。 
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プリラズロムノエ鉱床 油層の浸透率が低く、回収困難な鉱床のカテゴリーに分類されている。1982

年に発見され、1986 年から開発が開始されている。2005～2010 年の生産量は年間 370 万～430 万ｔ

の水準で推移していた。しかし、2011 年にそれまで手付かずとなっていた鉱床南部で水平井の掘削

とフラクチャリングを軸とする開発が積極的に行われるようになった結果、生産量が急増し、2015 年

にはそれまでの最高水準である年産 870 万ｔ強を達成することに成功した。2016 年には若干生産量

が減少したが、その間にも新しい生産井の掘削作業は続けられていた。その結果、2017 年には増産

に転じることに成功し、2015 年の生産量の記録が更新された。さらに、2018 年も増産傾向が続いた。 

 残存埋蔵量の大きさを勘案すると、同鉱床が今後もユガンスクネフチェガス傘下の鉱床の中で（さ

らには、ロシアのすべての鉱床の中でも）最も高い部類に属する生産性を維持し続けることになるの

はほぼ確実である。 

 

マロバルィクスコエ鉱床 同鉱床は、地質学的観点から見ると、上記のプリラズロムノエ鉱床と同様

に回収困難な鉱床のカテゴリーに分類される。同鉱床は 1966 年に発見され、商業生産は 1984 年に開

始されたが、効率の良い生産が可能になったのは 2000 年代の初めになりフラクチャリングの大量適

用が開始されてからであった。それまで手付かずとなっていた鉱床北部地域の開発が 2006 年から開

始された結果、同鉱床の生産量は 1,100 万ｔ/年を超え、その水準が 2012 年まで維持された（ピーク

時の年産量は 1,170 万ｔであった）。その後、資源の枯渇の影響で減産傾向が観察され始め、2017 年

の生産量は 842 万ｔにとどまったが、2018 年に入り状況が改善され同年の数字は 900 万ｔ弱となっ

た。ユガンスクネフチェガス傘下の鉱床の中では、同鉱床は生産性と残存埋蔵量の点で群を抜いた存

在なので、当面は年産 900 万ｔ前後の水準を維持できると判断される。 

 

マモントフスコエ鉱床 1970 年に開発が開始された鉱床。原始埋蔵量（９億ｔ）と累積生産量（2018

年末の時点で６億 6,000 万ｔ以上）の点で、サマトロールおよびフョードロフスコエ鉱床に次ぐ西シ

ベリア３番目の規模を有している。生産のピークは 1986 年で、同年には 3,520 万ｔの石油が生産さ

れた。これは、西シベリアではサマトロールに次ぐ２番目に大きなピーク生産量の値である。さらに、

1985 年から 1990 年代末までは、サマトロールに次ぐ西シベリアで２番目の生産量を維持していた。 

 ソ連解体後の同鉱床の生産のピークは 2004 年で、同年には 830 万ｔの石油が生産された。その後、

生産条件の悪化に伴い（含水率は 90％を超えている）、生産量は一貫して減少していたが、2013 年か

ら 2018 年にかけロスネフチは生産量を 470 万～500 万ｔの水準で維持することに成功している。た

だ、資源基盤の状況を勘案すると、将来、同鉱床の生産量が減少することは避けられないであろう。 
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オムビンスコエ鉱床 ソ連時代にユガンスクネフチェガスの傘下に入った鉱床で規模は比較的小さ

いが、生産量と埋蔵量は増加傾向にある。発見されたのは 1978 年で、1987 年に開発が開始された。

しかし、2003 年まで年産量は２万～４万ｔという極めて低い水準で推移していた。その理由は、同

鉱床の埋蔵量の大半がジュラ紀層（チュメニ層）に賦存していることにあった。当該の油層は大深部

（地下 3,300～3,400ｍ）に所在し構造が複雑で、自噴量も少ないという特性を有している。しかし、

2004 年になりフラクチャリングが大量に実施された結果、同鉱床の生産量は急増し始め、2005 年に

はそれまでよりも一桁多い年産 34 万 6,000ｔを達成することに成功した。ユガンスクネフチェガス

のオーナーがユコスからロスネフチにかわったことの影響を受け 2006 年以降は生産が低迷していた

が、2012 年より再び積極的な増進回収措置が講じられるようになり、2013 年には前年の数字を倍以

上上回る年産 110 万ｔが達成された。その後も生産量は漸増傾向にあるが、様々な状況から判断し

て、2017～2018 年が生産のピークで今後減産に転じる可能性も十分に考えられる。 

 

モスコフツェフ名称鉱床 ユガンスクネフチェガス傘下の鉱床の中で最も若い鉱床。同鉱床は、ユコ

スが 1997 年にライセンスを獲得したチュパリスキー・ライセンス鉱区の中に所在する。ただ、その

時点でのライセンス保有者はユコスであり、ユガンスクネフチェガスではなかった。したがって、

2004 年にロスネフチがユガンスクネフチェガスを買収した時点での同鉱区のライセンス保有者はユ

コスであった。その後、2007 年にユコスの資産の大量売却が実施された際にロスネフチは同鉱区の

ライセンスを獲得している。 

 同鉱区において新鉱床（モスコフツェフ名称鉱床）が発見されたのは 2009 年のことで、商業生産

は 2016 年に開始された。現在、同鉱床では井戸の掘削の他、より詳しい地質探査作業が並行して実

施されている。現時点での同鉱床の埋蔵量はそれ程大きくない。したがって、少なくとも現時点では、

同鉱床が今後長期間にわたりユガンスクネフチェガス全体の生産量に大きな影響を及ぼす存在であ

り続ける可能性は低いと判断される。 

 

サマトロールネフチェガス 

公開型株式会社「サマトロールネフチェガス」は、1990 年代初めに設立されたニジネワルトフス

クネフチェガスの改組プロセスの中で同名の石油ガス生産管理局をベースに 1999 年に設立された会

社で、ロシア最大の埋蔵量を有するサマトロール鉱床の南部鉱区の開発ライセンスを保有していた。

サマトロール鉱床の北部鉱区の開発ライセンスは、最近まで、RN ニジネワルトフスク（旧チェルノ

ゴルネフチ）が保有していたが、2016 年にサマトロールネフチェガスに吸収合併された。その結果、
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現時点では、サマトロールネフチェガスがサマトロール鉱床全域のライセンスを保有している（その

他、サマトロールネフチェガスはクラスノヤルスク地方のロドチノエ鉱床の開発にも関与している）。 

 

サマトロール鉱床 1969 年に開発が開始された鉱床で、原始埋蔵量は約 33 億ｔと評価されている。

ピーク時の 1980 年には、１億 5,890 万ｔもの石油が生産された。また、翌年の 1981 年には累積生産

量が 10 億ｔを突破した。当時、サマトロールはロシアの石油生産量の約半分を占めていた。その後、

生産量は急速に減少し始め、1990 年には 6,000 万ｔにまで落ち込んだ。その後も、1995 年：2,000 万

ｔ、1998 年：1,500 万ｔと生産は減少し続けていた。その一方で含水率は急上昇し、1995 年時点で

92％に達していた。含水率急上昇の主因のひとつは、1970～1980 年代に水攻法を用い実施された無

理な増産にあった。 

しかし、2000 年代に入り、同社の当時の親会社であった TNK-BP（2013 年にロスネフチに買収さ

れた）はサマトロールの生産量を安定させるだけでなく、伸ばすことに成功した。TNK-BP が最初に

講じた措置は、生産性の低い井戸の閉鎖、フラクチャリングの実施、潜水ポンプの配置の見直し、傾

斜井の掘削、枝堀り等を行うことにより生産井の状況を改善することであった。その後、新しい油層

の開発開始という措置も講じられた。最初に開発の対象となったのは、サマトロールの主要油層の上

部に位置する浸透率が低く有効厚の小さい（８～16m）「リャブチク」という油層であった（同油層の

確認埋蔵量は 5,500 万ｔ、予想埋蔵量は１億 3,700 万ｔと評価されている）。リャブチクの開発は主と

して、既存の井戸を同油層まで導き、フラクチャリングを実施するという方法で行われている。また、

2005 年には、サマトロール鉱床の南東に位置するウスチ・ヴァフスカヤ・フィールド（可採埋蔵量は

4,100 万ｔ）の開発も開始された。TNK-BP は４億 5,000 万ドルを投下し、2006 年に同フィールドに

おいてピーク生産量約 300 万ｔ/年を達成することに成功した。以上のような努力の結果、サマトロ

ールの生産量は 2005 年に約 3,100 万ｔにまで回復した。さらに、同じ 2005 年に TNK-BP は、サマト

ロール鉱床の新しい開発計画を承認した。新計画によれば、2012 年まで生産量が 3,000 万ｔ/年の水

準で維持されることになっていたが、実際には減産がかなり速いテンポで進行しており、2018 年の

同鉱床の生産量は 1,850 万ｔにとどまった（うち 1,410 万ｔが南鉱区で生産された）。現時点での含水

率は南鉱区が 96％、北鉱区が約 90％となっている。 

 

（表Ⅱ-４）サマトロールネフチェガス傘下の最も生産性の高い鉱床 

鉱床名 開発開始

年 

PRMS 基準による年初の

確認埋蔵量、100 万ｔ 

石油生産量、1,000ｔ 

2015 2018 2016 2017 2018 
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サマトロール（北部） 

サマトロール（南部） 

1969 

1969 

148.1 

408.3 

132.2 

367.2 

4,481 

14,919 

4,501 

14,255 

4,430 

14.129 

（出所） ロスネフチ。 

 

 ちなみに、2017 年になり、その高い含水率を理由に掲げロスネフチはサマトロールへの特恵的税制

の適用を目的とするロビー活動を開始した。そして、ロスネフチはその目的を達成することに成功す

る。税法典が改訂され、「ハンティ・マンシ自治管区（ユグラ）のニジネワルトフスク地区内に位置

すること、地下資源利用ライセンスが 2016 年１月１日時点で交付済みであること、原始埋蔵量もし

くは 2016 年１月１日時点の埋蔵量が４億 5,000 万ｔ以上であること、といった条件を満たす鉱床（そ

のような条件をすべてみたすのはサマトロール鉱床しかない）で石油を生産する際には、地下資源採

掘税上の特典が供与される」という一文が書き加えられた。さらに、税法典の改訂版には、「所与の

納税期間において該当する鉱区に適用される税控除の総額は 29 億 1,700 万ルーブルに達する」とい

う一文も存在する。地下資源採掘税の場合、「納税期間」は１ヶ月なので（つまり、毎月納付する）、

ロスネフチは年間 350 億ルーブルの税金を節約することができることになる。現行の油価水準をベ

ースとして計算すると、350 億ルーブルという数字は 2017 年にロスネフチがサマトロール鉱床の地

下資源採掘税として国に納付した総額の約 25％に相当する。 

 その他、税法典の改訂版には、「サマトロール鉱床を対象とする税控除措置は 2018 年１月１日から

2027 年 12 月 31 日まで適用される」との一文が存在する。すなわち、ロスネフチが獲得する税制上

の特典の総額は（これは、連邦予算の収入がその分減少することを意味する）、3,500 億ルーブルに達

することになる。このような規模の特典は、ロシアの石油分野では前例がない。 

 ロスネフチの広報は、この税制上の特典に関連し、「節約分は全額サマトロールのインフラ整備の

ために投下される。その結果、同鉱床の生産量は増加することになるだろう」とのコメントを出して

いる。ただ、我々は、サマトロール鉱床の生産量が今後増加する可能性は極めて低いと認識している。

サマトロールに期待できる最大限の成果は、「生産量の安定」であろう。 

 

RN ウヴァトネフチェガス 

 同社もまた上記の２つの生産企業同様に、2013 年にロスネフチに買収された TNK-BP の傘下に入

っていた生産企業で、チュメニ州南部のウヴァト地区に所在する複数の鉱床のライセンスを保有し

ている。ウヴァト地区の主要な鉱床はウスチ・テグススコエとウルネンスコエの２つであるが、両鉱

床ともソ連時代に発見されたものの、僻地に位置し必要なインフラが欠如していたことから長年に

わたり手つかずのまま放置されていた。 
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事態が進展を見せ始めたのは、1990 年代に入り TNK-BP（当時は TNK）がウヴァト鉱床群に属す

る複数の鉱床のライセンスを獲得してからであった。同社はまず 1992 年にトランスネフチの幹線 PL

の近くに所在する可採埋蔵量 2,000 万ｔのカリチンスコエ鉱床の開発に着手した。また、2000 年から

はセヴェロ・デミヤンスコエ鉱床の開発にも取り組み始めた。さらに、TNK-BP は 2000 年代半ばご

ろからウヴァト地区において探査作業に積極的に取り組むようになり、約 10 の新鉱床を発見するこ

とに成功した（コスヒンスコエ、プロトザノフスコエ、セヴェロ・カチカルスコエ、ネムチノフスコ

エ、スレドネ・ケウムスコエ、マルィカ名称鉱床等）。 

 2009 年２月になり、TNK-BP はその時点でウヴァト鉱床群の確認埋蔵量の約半分を占めていたウ

スチ・テグススコエとウルネンスコエの両鉱床で商業生産を開始した。それと同時に両鉱床とトラン

スネフチの幹線 PL とを繋ぐ総延長 264km の支線 PL も建設された。その結果、両鉱床の生産量は急

激に増加し、商業生産開始後１年半で累積生産量が 100 万ｔを超えた。さらに、多数の井戸を掘削す

ることにより、商業生産開始後２年で年間生産量を 2.5 倍以上に増加させることにも成功した。TNK-

BP の計画によれば、ウヴァトネフチェガスは 2016～2017 年にプラトーの 1,000 万～1,200 万ｔを達

成することが見込まれていた。しかし、TNK-BP を買収しウヴァトネフチェガスを傘下におさめるこ

とになったロスネフチはウヴァト地区の鉱床の開発を急ピッチで進め、2015 年の段階で年産 1,000 万

ｔ強を達成することに成功した。 

 RN ウヴァトネフチェガスの主力鉱床のひとつであるウスチ・テグススコエでは、2015 年のピーク

時に 900 万ｔ強の石油が生産された。ロスネフチは同鉱床で追加探査を実施し埋蔵量を増加させる

ことに成功したが、それにもかからず、同鉱床の石油生産量は 2016 年から減少に転じている。状況

から判断して、減産傾向は今後長期的に続く可能性が高い。 

 

（表Ⅱ-５）RN ウヴァトネフチェガス傘下の最も生産性の高い鉱床 

鉱床名 開発開始

年 

PRMS 基準による年初の

確認埋蔵量、100 万ｔ 

石油生産量、1,000ｔ 

2015 2018 2016 2017 2018 

ウスチ・テグススコエ 
 

2009 49.8 
 

42.8 
 

7,586 5,525 4,824 

（出所）ロスネフチ。 

 

もうひとつの主要鉱床であるウルネンスコエでの石油生産量も 2011 年にプラトーの 220 万ｔを達

成した後に減少しており、2015 年は 100 万ｔ未満にとどまった。同鉱床に関しても、減産傾向が今

後も続く可能性が高いと判断される。 
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 主要２鉱床が減産傾向にあるのに、RN ウヴァトネフチェガスは 2016 年以降も 1,000 万ｔ前後の年

産量を維持することに成功しているが（表Ⅱ-２）、それはウヴァト地区で 2015 年以降に複数の中規模

新鉱床（プラトーが 200 万ｔ/年未満の鉱床）の開発が開始されたためである。 

 

RN ニャガンネフチェガス 

同社は 1982 年に設立された会社で、1994 年まではクラスノレーニンスクネフチェガス、1999 年ま

ではコンドペトロリウムと呼ばれていた。同社は、クラスノレーニンスコ鉱床群のタリンスカヤ、エ

ム・エゴフスカヤの各フィールド、および、カメンナヤ・フィールドの西部のライセンスを保有して

いる。 

 浸透率の非常に高い油層が発見されたタリンスカヤとエム・エゴフスカヤの両フィールドでは 1980～1981

年に開発が開始され、1989 年にプラトーの 1,350 万ｔ/年が達成されたが、その後生産が急減し、1998

年の生産量はわずか 250 万ｔにとどまった。その時点でのタリンスカヤ・フィールドの含水率は 80％

で、油層圧も極端に低下していた。 

 そのような状況を受け、ニャガンネフチェガスの当時の親会社であった TNK-BP は、その時点で

は開発が進んでいなかったカメンナヤ・フィールドの西部での作業を本格化させることを決断し、

2006 年より生産井の掘削を積極的に開始した。その結果、同フィールドでは 2011 年にプラトーの 290

万ｔ/年が達成された。しかし、その後、同フィールドの生産量は減少傾向にある。一方、エム・エゴ

フスカヤ・フィールドでは、2014 年以降現在（2018 年）に至るまで、生産量が安定的に増加してい

る。 

現在ロスネフチに所有権が移っているクラスノレーニンスコエ鉱床群の各フィールドでは、地質

探査が積極的に行なわれており、埋蔵量は増加傾向にある。それらの埋蔵量の大半は回収困難なカテ

ゴリーに属するが、その規模の大きさから判断して、RN ニャガンネフチェガスの増産傾向は当分続

くものと予測される。ただ、その一方で、技術的な困難が伴うため TNK-BP もロスネフチも、これま

で、クラスノレーニンスコエ鉱床群の埋蔵量の大きさに見合った年産水準を一度も達成したことが

ない、という事実にも目を向ける必要がある。すなわち、増産傾向が続く可能性はあるものの、急激

な増産は期待することができないと判断される。 

 

（表Ⅱ-６）RN ニャガンネフチェガス傘下の最も生産性の高い鉱床 

鉱床名 開発開始

年 

PRMS 基準による年初の

確認埋蔵量、100 万ｔ 

石油生産量、1,000ｔ 

2015 2018 2016 2017 2018 
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エム・エゴフスカヤ・フィールド 
 

1980 111.7 127.4 2,143 2,338 2,432 

（出所）ロスネフチ。 

 

 

ロスネフチ・プルネフチェガス 

 同社はヤマロ・ネネツ自治管区の石油およびガス鉱床において生産を行っている。2004 年にロス

ネフチがユガンスクネフチェガスを買収するまでは、同社はロスネフチ傘下最大の石油生産企業で

あった。 

 同社の特徴のひとつとして、生産および輸送インフラが未整備であるという点を挙げることがで

きる。その背景には、同社が活動するエリアでは、必要なインフラが完全に整備される前にソ連解体

の時期を迎えたという事情が存在する。たとえば、同社が活動するエリアでは随伴ガスの回収・精製

のためのインフラが未整備となっている。同社の活動するエリアではガス成分の割合が大きくなっ

ており、そのことは同社にとって大きな頭痛の種のひとつとなっている。プルネフチェガスを語る上

でもうひとつの大きなポイントとなるのは、親会社であるロスネフチにとって、プルネフチェガスが

保有する鉱床の開発は優先課題になっていないという点である。その結果、プルネフチェガスは他の

生産企業が保有するヴァンコール鉱床の開発に関与することを余儀なくされている。そういった経

緯もあり、プルネフチェガスが保有する鉱床はいずれも比較的若いにもかかわらず、同社の石油生産

量は 2002 年より一貫して減少しており、2002 年時点で 998 万ｔだったものが、2018 年には 449 万

ｔにまで落ち込んだ。 

 その一方で、近年、ガス（随伴および非随伴）の生産用のインフラの整備が積極的に行われるよう

になっており、その生産量は増加傾向にある。 

 2018 年末時点でプルネフチェガスは 12 の鉱床で生産活動を行っていたが、年産量が 200 万ｔを超

えた鉱床はなかった。また、今後年産量が 200 万ｔを超える可能性を秘めた鉱床も存在しない。 

 

エルギンスコエ鉱床群 

 1995 年にプリオブスコエ鉱床の南部鉱区（ガスプロムネフチがライセンスを保有）の西側の境界

線付近でエルギンスコエという鉱床が発見された（探鉱作業はハンティ・マンシ自治管区行政府の予

算から拠出された資金で実施された）。同鉱床の石油の原始可採埋蔵量（C1＋C2）は１億 300 万ｔと

評価されている。 

 さらに、1997 年にやはりハンティ・マンシ自治管区行政府の資金で周辺エリアの探査が実施され、

エルギンスコエ鉱床の周辺で３つの鉱床（コンジンスコエ、チャプロフスコエ、西エルギンスコエ）
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が発見された。それらの鉱床は隣接しており、その時点では埋蔵量は３鉱床合計で約 800 万ｔと評価

されていた。 

 いずれの鉱床も回収困難な石油を埋蔵していると判断されていたが、ソ連解体後にハンティ・マン

シ自治管区でこの規模の鉱床が新規に発見されるのは初めてのことであった。 

 2000 年にコンジンスコエ、チャプロフスコエ、西エルギンスコエの各鉱床を含んだ鉱区を対象と

するオークションが実施され、スルグトネフチェガスが約 4,000 万ドルで落札することに成功した。

その後、スルグトネフチェガスはそれらの鉱床で探鉱作業を続けたが結果は芳しくなく、2007 年に

なりコンダネフチという新たに設立した子会社にそれらの鉱床のライセンスを譲渡した後、同子会

社を２億 7,500 万ドルでテフネフチインベストという民間企業に売却した。 

 2008 年に世界的経済危機が勃発し油価が急落したが、その関係でテフネフチインベストは苦境に

陥り、コンダネフチ買収のために外国貿易銀行から借り入れた資金を返済できなくなった。その結果、

コンダネフチは 2009 年に外国貿易銀行の管理下に置かれることになった。そして、2010 年からコン

ダネフチの破産措置が開始されることになった。 

結局、同社は競売に付されることになり、2014 年夏にロスネフチの前社長であるエドゥアルド・

フダイナトフが率いる独立石油ガス会社がコンダネフチの株式の 100％を取得することになった（落

札価格は１億 2,700 万ドルであった）。独立石油ガス会社がコンダネフチを取得した時点でコンジン

スコエ鉱床では開発準備作業がほぼ完了しており、2016 年春に最初の生産井の掘削が開始された。

この時点での当該３鉱床の埋蔵量は合計で１億 600 万ｔと評価されており、ピーク時の生産量は 500

万ｔ/年に達すると見込まれていた。 

 しかし、2017 年春になり独立石油ガス会社は突然、コンダネフチの株式の 100％をロスネフチに売

却した（売却額は７億ドルであった）。その直後、ロスネフチはコンダネフチが保有する鉱床の埋蔵

量（PRMS 基準の２P）は合計で１億 5,700 万ｔに達する、との発表を行った。 

 その後、2017 年夏になりロスネフチは３億ドルを投下して、コンダネフチが保有する３鉱床に隣

接するエルギンスコエ鉱床のライセンスを獲得することにも成功した。現時点での見通しでは、ピー

ク時に同鉱床では年間 450 万～500 万ｔの石油が生産される予定となっている。ちなみに、ロスネフ

チはエルギンスコエ鉱床とコンダネフチが保有する３鉱床をひとつのクラスターとみなし、それら

の開発を総合的に行うことを計画している。 

 クラスターに属する鉱床のうちコンジンスコエ鉱床では 2017 年 11 月から商業生産が開始してお

り、2019 年にプラトーの 200 万ｔ強/年が達成される見込みとなっている。 

 ２番目に開発の対象となるのは西エルギンスコエ鉱床で、2018 年から生産井の掘削が開始されて

いる。その後、３番目、４番目の鉱床の開発も開始され、ピーク時には４鉱床合計で年間 880 万ｔの
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石油が生産される見込みとなっている。探査作業の進行に伴いこの数字が修正される可能性も残っ

ているが、いずれにせよ、エルギンスコエ鉱床群がハンティ・マンシ自治管区に最後に残された大規

模鉱床の１つであることは間違いない。 

 

ルースコエ鉱床 

 ロスネフチが西シベリアに保有するもう１つの有望鉱床は、ヤマロ・ネネツ自治管区に所在するル

ースコエである。同鉱床の原始埋蔵量は 10 億ｔ以上、可採埋蔵量は４億 1,000 万～４億 7,000 万ｔと

それぞれ評価されている。また、油層の賦存深度は 800～900m と評価されている。同鉱床の開発に

際し最大の問題になるのは、埋蔵されている石油が重質（936 ㎏/㎥）でかつ高粘度（217mPac）だと

いう事実である。同鉱床は 1968 年に発見されたが、当該の問題がネックとなり現在に至るまで商業

生産は行われていない（ただし、1970～1980 年に一時試験生産が行われたことはある）。 

 1995 年に後に TNK（後に TNK-BP となり、さらにその後ロスネフチに買収される）の傘下に入る

ことになるチュメンネフチェガスがルースコエ鉱床のライセンスを獲得したが、2007 年まで同鉱床

では事実上何の作業も行われなかった。2007 年になり親会社の TNK-BP はルースコエ鉱床の開発に

新たに取り組み始め、水平井や枝堀りといった技術を導入することを決定した。その決定は期待通り

の効果を生み、それらの技術を採用して掘削された井戸では 900ｔ/日の石油の噴出を記録した。ちな

みに、1970 年代に実施された試験生産の際の井戸１本あたりの平均噴出量は９ｔ/日にすぎなかった。

その結果を受け、TNK-BP は 2011～2012 年に商業生産を開始する意向を表明したが、事態はその通

りには進展しなかった。 

 2012 年秋になり TNK-BP の株主たちは同社をロスネフチに売却することを決断するのだが、その

頃になると、2000 年代後半にルースコエ鉱床で掘削された水平井における石油の噴出量は激減して

いた。ただ、オーナーの変更にもかかわらず、ルースコエ鉱床での作業は続けられることになった。

そして、2012 年末には３つの井戸で構成される新しいプラットフォームが稼働を開始した。そのプ

ラットフォームでは、砂の流入を防ぐための新しい技術が導入されていたが、チュメンネフチェガス

によれば、その新技術が予想以上の効果を生み、当該の３つの井戸の日産量は 2007～2008 年に掘削

された井戸の平均値の倍以上に達したとされている。 

 この成功を受けチュメンネフチェガスの新たな親会社となったロスネフチは 2014 年に、総額 4,350

億ルーブル（約 125 億ドル）の「ルースコエ鉱床の発展のための投資プロジェクト」を採択した。当

該のプロジェクトは、2014 年から 2055 年までを想定しており、その間に合計で１億 6,600 万ｔの石

油が生産されることになっていた。 

 ロスネフチが採択したプロジェクトにおいて最も注目されるのは、同社が選択したルースコエ鉱
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床の石油の輸送方式である。同鉱床の石油は幹線 PL“ザポリャルノエ～プルペ”経由で輸送されるこ

とになっており、そのために、ルースコエ鉱床とポンプステーション「ヤマル」とを結ぶ長さ 65 ㎞

の支線 PL の建設が予定されている。さらに、ルースコエ鉱床の重質高粘度の石油をトランスネフチ

が要求する指標に合致させるために、ウレンゴイ鉱床のアチモフ層の開発に取り組んでいるロスネ

フチの子会社のロスパンが生産するガスコンデンセートで希釈することも予定されている。 

 ロスネフチが 2014 年に発表した計画によれば、ルースコエ鉱床の商業生産は 2018 年に開始され、

同年中に 130 万ｔの石油が生産されることになっていた。また、2023 年にはピーク生産量の 670 万

ｔ/年が達成される見込みとなっていた。 

 しかし、2014 年にロスネフチが米国の制裁の対象になったことや、同年末にルーブル・レートが

暴落したことの影響を受け、計画の実現が不可能となった。このため、2015 年春になりロスネフチ

は、ルースコエ鉱床の本格的開発の開始時期を 2019 年に延期する（プラトーの年産 650 万ｔは 2022

年に達成される見込み）、との発表を行った。なお、ロスネフチは 2015 年に中国の Sinopec との間で

ルースコエ鉱床の共同開発に関するメモランダムを取り交わしているが、2019 年初頭時点では

Sinopec は同鉱床開発プロジェクトに参入していなかった。 

 ロスネフチは Sinopec 以外にも、インドネシアの Pertamina や米国のエクソンモービルとの間でも

ルースコエ鉱床の共同開発に関する交渉を行ったことがあるが、2019 年初頭時点では交渉が妥結し

たとのニュースは出ていなかった。 

 以上列挙した 100％子会社の他に、西シベリアではロスネフチが株式の 50％を保有する大手合弁

企業が３社（スラヴネフチ、メッソヤハネフチェガス、トムスクネフチ：いずれもパートナーはガス

プロムネフチ）が石油の生産を行っているが、それら３社の状況については後で触れることとする。 

 

（2）ルクオイル 

 ルクオイルは、西シベリアおいて（ロスネフチとスルグトネフチェガスに次いで）３番目の石油生

産規模を有する会社である。ルクオイルがロシア国内で保有する確認埋蔵量の約 55％が西シベリア

に賦存する。また、同社の総生産量に占める西シベリアの割合は現在約 50％となっている。西シベ

リアで活動するルクオイルの生産子会社の中で主要な役割を果たしているのは、ルクオイル傘下の

子会社の中で最大の生産規模を誇るルクオイル西シベリアである。 

 ただ、ルクオイルの西シベリアの資源基盤の状況は悪化している。ルクオイル全体の含水率の平均

値は 2015 年初頭時点で 80.1％であったが、西シベリアの鉱床の当該の値は 90％に達していた。ちな

みに、2002 年時点のルクオイル全体の含水率の平均値と西シベリアの鉱床の含水率の平均値は、順

に 77.1％と 80％であった。さらに、注目すべきなのは、西シベリアの鉱床では、増進回収法を適用
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することにより生産される石油の割合が減少しているという点である。これは、西シベリアの鉱床で

は、増進回収法がもたらす効果が低減していることを意味している。 

 しかし、資源基盤の悪化にもかかわらず、ルクオイルは 2012 年に西シベリアにおける減産傾向に

歯止めをかけ、若干ではあるが前年を上回る生産量を記録することに成功した。ルクオイルの上流部

門での戦略から判断して、同社は２つの措置を講じることにより西シベリアでの減産傾向に歯止め

をかけることに成功したものと推測される。ひとつは、ルクオイルが保有する商業カテゴリーの埋蔵

量の約 38％を占める開発中の鉱床において積極的に増進回収法を適用するという措置である。もう

ひとつは、ルクオイルが保有する商業カテゴリーの埋蔵量の約 35％を占める浸透率が低く、有効厚

も薄い条件の劣悪な油層での開発に着手するという措置である。しかし、翌年の 2013 年には早くも

それらの措置の効果が急激に薄れ再び減産傾向が観察され始めた。当該の減産は、生産井の掘削深度

と生産井の総数が共に増加するという状況の中で生じているのだが、これは、開発中の鉱床の生産性

の低下が不可逆性の形で確実に進行していることを意味する。ちなみに、ルクオイル西シベリアの現

在の生産量は 2000 年時点の数字を下回っており、同じ西シベリアで活動する他の大手生産企業（ロ

スネフチ傘下のユガンスクネフチェガスおよびスルグトネフチェガス）よりも早いテンポで減産が

進んでいるといえる。 

 

（表Ⅱ-７）ルクオイル・グループの石油生産量 

（単位 1,000ｔ） 

 2010 2011 2013 2014 2015 2016 2017 2018 

ルクオイル全体（ロシア） 

うち西シベリア 

うちルクオイル西シベリア 

89,767 

50,934 

46,074 

84,966 

49,102 

44,166 

85,481 

48,208 

44,094 

86,328 

46,840 

43,681 

85,612 

44,205 

41,087 

83,177 

41,037 

38,138 

81,743 

38,778 

36,115 

82,103 

n.a. 

34,851 

（出所）ルクオイル。 

 

（表Ⅱ-８） 西シベリアのルクオイルの鉱床の中で最も生産性の高いもの 

鉱床名 開発開始

年 

PRMS 基準による年初

の確認埋蔵量、100 万

ｔ 

石油生産量、1,000ｔ 

2015 2018 2015 2016 2017 2018 

テヴリンスコ・ルススキンスコエ 

ヴァチエガンスコエ 

1986 

1983 

73.7 

117.9 

n.a 

n.a. 

5,361 

4,922 

4,766 

4,422 

4,349 

4,019 

4,236 

3,778 
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ポフホフスコエ 

ユジノ・ヤグンスコエ 

コガルィムスコエ 

1978 

1982 

1985 
 

83.6 

56.4 

39.7 

n.a. 

n.a. 

n.a. 

4,951 

2,360 

2,567 

4,337 

2,455 

2,246 
 

3,824 

2,346 

2,068 

3,531 

2,266 

1,972 

（出所） ルクオイル。 

  

 ルクオイルが西シベリアに保有する主要鉱床の現状は以下の通りとなっている。 

 

テヴリンスコ・ルススキンスコエ鉱床 ルクオイル（ルクオイル西シベリア）が保有する最大規模の鉱

床のひとつだが、同時に、西シベリアにおけるルクオイルの状況を最も端的に示している鉱床だとも

いえる。同鉱床の開発は 1986 年に開始されたが、ソ連時代は本格的な開発にまでは至らなかった。

ピーク生産量の 1,140 万ｔ/年が達成されたのも、2005 年になってからであった。しかし、それ以降、

生産量は減少傾向にあり、ピーク時には 26.2ｔに達していた生産井１本当たりの日産量が現在は 10

ｔ未満にまで落ち込んでいる。含水率も急上昇しており、2002 年時点で 39.2％だったものが、現時

点では 90％に達している。 

ルクオイルの情報によれば、現在、同鉱床では水平井の掘削や多段階フラクチャリングといった措

置が積極的に講じられている。その結果、2012～2013 年になり減産幅が縮小したが、減産傾向には

まだ歯止めがかかっていない。それどころか、2014 年以降は再び減産幅が拡大している。2010 年代

半ばに発表されたハンティ・マンシ自治管区行政府の予測によれば、同鉱床の生産量は 2020 年まで

に 430 万ｔにまで減少するとされていたが、実際には、2018 年の時点で年産量が 430 万ｔを下回っ

てしまった。 

 

ヴァチエガンスコエ鉱床 1983 年に開発が開始された鉱床で、ルクオイル西シベリアが保有する鉱床

の中で生産性の点では２番目、残存埋蔵量の数字ではトップに位置する。他鉱床同様に同鉱床でも生

産井１本あたりの日産量が減少しているが、減少幅は上記のテヴリンスコ・ルススキンスコエ鉱床ほ

ど大きくなく、ピーク時が 11ｔであったのに対し現在は６ｔとなっている。同鉱床の最大の問題点

のひとつは含水率の大きさで、2013 年時点で 90％を超え、さらにその後も上昇し続けている。もっ

とも、含水率の上昇テンポも上記のテヴリンスコ・ルススキンスコエ鉱床と比較すると緩やかとなっ

ている。ヴァチエガンスコエ鉱床の 2000 年代初め時点での含水率は約 70％だったので、この 20 年

弱の間に 20 ポイント程度しか上昇していないことになる。 

同鉱床の生産の最初のピークは 1991 年で、同年には 900 万ｔ強の石油が生産された。しかし、ソ

連解体後（1991 年がまさにソ連が解体した年であった）の経済混乱の影響を受け、その後生産量は
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急激に減少し、1997 年の時点でわずか 210 万ｔにまで落ち込んだ。ただ、1990 年代の末から増進回

収法が積極的に採用されるようになり増産に転じ、２番目の生産のピークとなった 2006 年には 834

万ｔの石油が生産された。もっとも、その後再び減産に転じており、2017 年の数字は約 410 万ｔ、

2017 年は約 380 万ｔにそれぞれとどまった。ハンティ・マンシ自治管区行政府の予測によれば、同

鉱床の生産量は 2020 年までに 330 万ｔ/年にまで減少するとみられている。 

 

ポフホフスコエ鉱床 ルクオイル西シベリアが保有する鉱床の中で３番目に高い生産性を誇るが、

上記のテヴリンスコ・ルススキンスコエ鉱床同様にすでに減産傾向が観察され始めている。同鉱床は

ルクオイル西シベリアが保有する鉱床の中で最も古く（開発開始年は 1978 年）、累積生産量も最も多

いが（すでに２億 3,000 万ｔ以上に達している）、含水率は 90％未満と比較的低くなっている。恐ら

く、この事象の背景には、同鉱床のポテンシャルが、1980 年代に生産の佳境を迎えていた「同世代」

の巨大鉱床と比較すると劣っていたという事実が存在するものと考えられる。その結果、ポフホフス

コエ鉱床では、同世代の巨大鉱床ほど集中的な生産が実施されることがなく、含水率のコントロール

が可能になったのだ。ちなみに、同鉱床の生産量のピークは 1987 年で同年には 1,140 万ｔの石油が

生産されたが、その時点での含水率はわずか 22.6％であった。 

 1990 年代の後半から 2000 年代の初めにかけ、同鉱床の生産量は 490 万～530 万ｔの水準で推移し

ていたが、その頃から若干ではあるが含水率の上昇傾向が観察されはじめ、2000 年初頭の時点で 50％

弱となっていた。 

 同鉱床の直近の生産のピークは 2007 年で、同年には 620 万ｔの石油が生産された。その後、2013

年まで 570 万～600 万ｔ/年の生産水準が維持された。しかし、2014 年から減産に転じており、今後

もその傾向が続くとみられている。ハンティ・マンシ自治管区行政府の予測によれば、同鉱床の生産

量は 2020 年までに 310 万ｔ/年にまで減少するとみられている。 

 

ユジノ・ヤグンスコエ鉱床 1982 年に開発が開始された鉱床で、1990 年に最初のピークを迎え同年に

は 940 万ｔの石油が生産された。ちなみに、その時点での含水率は 44％であった。その後、生産量

は減少に転じ 2000 年時点での数字は約 420 万ｔとなっていた（その時点の含水率は 70％）。しかし、

2001 年より増産傾向が観察されるようになり、2004 年には２度目の生産のピークを迎え、年産 450

万ｔ強を達成することに成功した。2005 年以降は減産が続いたが、それまで手付かずだったエリア

で生産井を掘削するなどの措置が講じられた結果、2011 年より年産約 230 万ｔ～250 万ｔの水準で

生産を維持することに成功している。 

 同鉱床の残存埋蔵量の数字は 2017 年初頭時点で 5,640 万ｔと大きくなっているが、含水率が 94％
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と非常に高いことを勘案すると、今の生産水準を中期的に維持することは難しいと判断される。 

 

コガルィムスコエ鉱床（テヴリンスコ・ルススキンスコエ鉱床のサテライト鉱床） 同鉱床では 2016 年まで安

定した生産水準が維持されていた。公式記録によれば同鉱床の開発は 1985 年に開始されたことにな

っているが、しばらくの間、開発が本格化することはなかった。1995 年にルクオイルと外資との合

弁企業であった「ルクオイル AIK」が、同鉱床の主要鉱区のライセンスを獲得したが、やはり開発が

進展することはなかった。現時点でのルクオイル AIK の主要株主はルクオイル西シベリア（持ち株

比率は 51％）と Lukoil Israel（49％）の２社であるが、ルクオイルの子会社でそのような株主構成を

有する企業は、現時点ではルクオイル AIK だけとなっている。 

ルクオイル AIK の社史が特異であるのと同様に、コガルィムスコエ鉱床の開発の経緯も特異なも

のとなっている。ルクオイルの基準で見ると最少の数の井戸で最大限の日産量を達成するという形

で、開発が開始されてから 20 年以上経過した 2008 年にその時点でのピーク生産量の 282 万ｔが達

成されたのである。同鉱床では含水率も低くなっており、2011 年時点で 61％未満となっていた。2012

年にルクオイル西シベリアもコガルィムスコエ鉱床の自らの鉱区内で生産を開始した結果、同年の

同鉱床全体の生産量は 2008 年の数字を上回る 284 万ｔに達した。その後、同鉱床の生産量は漸減し、

2013～2015 年は年産 260 万ｔの水準が続いた。一方、含水率も 75％に達した。しかし、2016 年に入

り減産幅が大幅に拡大し、2017～2018 年にも同様の傾向が観察された。 

ここで指摘しておかなければならないのは、2012 年にルクオイル西シベリアがオークションを通

しハンティ・マンシ自治管区の北部に所在するイミロルスキー鉱区（同鉱区ではイミロルスコエ鉱床、

西イミロルスコエ鉱床、イストチノエ鉱床が発見されている）のライセンスを獲得し、資源基盤を拡

大することに成功したという事実である。ちなみに、ルクオイル西シベリアは同鉱区のライセンスを

競売開始価格の約２倍に相当する 508 億ルーブル（当時のレートで 16 億ドル以上）で落札すること

に成功している。 

イミロルスコエ鉱床は 1981 年に発見されたが、地質構造が複雑な上に浸透率も低いためソ連時代

は開発の対象とならなかった。ソ連解体後の 1993 年にシブネフチ（現ガスプロムネフチ）が同鉱床

の開発ライセンスを獲得したが、ライセンス協定で規定された義務を遂行できなかったため、1990 年

代後半にライセンスをはく奪された。その後、1999 年に TNK（現ロスネフチ）がライセンスを獲得

したが、やはり義務を遂行できずライセンスを失った。 

イミロルスキー鉱区の石油の地質学的埋蔵量（C1＋C2）は８億 5,550 万ｔ、可採埋蔵量は１億 9,370

万ｔとそれぞれ評価されている。ルクオイルは 2014 年秋にイミロルスコエ鉱床で試験生産を開始し、

2018 年２月に商業生産に移行している。同鉱床のプラトーは 500 万ｔ/年に設定されているが（2020
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年代半ばに達成される見込み）、もし計画通りにこの数字が達成されれば、イミロルスコエはルクオ

イルが西シベリアに保有する鉱床の中で最も生産規模の大きな鉱床ということになる。 

 

（３）スルグトネフチェガス 

 生産合同「スルグトネフチェガス」はザパドノ・スルグト鉱床の開発を目的として 1964 年に設立

され、1965 年より同鉱床で商業生産を開始した。その後、スルグトネフチェガスはフョードロフス

コエとリャントルスコエの２つの巨大鉱床を発見したが、それら２つの鉱床は現時点においても、ス

ルグトネフチェガスが保有する鉱床の中で最も高い生産性を示している。 

スルグトネフチェガスのソ連時代の生産のピークは 1984 年で、同年には 6,010 万ｔの石油が生産

された。しかし、その後、生産は減少に転じ、1993 年には 3,810 万ｔにまで落ち込んだ。1993 年時

点でのスルグトネフチェガスの鉱床別の生産量を見ると、全体の 25％をフョードロフスコエ鉱床が、

22％をリャントルスコエ鉱床がそれぞれ占めていた。1993 年時点のフョードロフスコエ鉱床の資源

枯渇率は 58％、リャントルスコエ鉱床のそれは 22％と比較的低い水準にあったが、含水率の方は前

者が 90％、後者が 80％と非常に高い水準に達していた。それは、不適切な増進回収法を適用し急激

な増産を達成してきたことがもたらした結果であった。 

 

（表Ⅱ-９）スルグトネフチェガスの生産量 

（単位 1,000ｔ） 

 2009 2011 2013 2014 2015 2016 2017 2018 

全体 

うち西シベリア 

59,634 

57,873 

60,781 

55,396 

61,453 

54,235 

61,425 

53,696 

61,622 

53,187 

61,849 

52,955 

60,545 

51,580 

60,866 

51,756 

（出所）ロシア連邦エネルギー省。 

 

 しかし、1990 年代の半ばにスルグトネフチェガスは、生産量を年間 3,300 万～3,400 万ｔの水準で

安定させることに成功し、1996 年からは増産傾向が観察されるようになった。ここで注目すべきな

のは、他の多くの垂直統合型石油会社において増産傾向が観察されるようになったのは、1999～2000

年になってからだったという点である。スルグトネフチェガスが他社に先んじて増産に転じること

ができた主因は、ロシアの石油会社としては珍しい同社の生産戦略にあった。当時、同社のライバル

会社の多くが企業買収により生産量を伸ばしていたのに対し、スルグトネフチェガスは既存の鉱床

に様々な種類の増進回収法を適用すること、ならびに、独力で新鉱床の開発を開始することにより増

産を達成していた。ロスネフチが TNK-BP を買収し巨大化するまで、スルグトネフチェガスは長期
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間にわたり井戸の掘削深度ならびに上流部門への投資額の点でロシアの大手石油会社中トップの座

を守り通していた。ただ、問題なのは、生産量の規模では同社はトップではないという点である。そ

の結果、同社の生産コストは、他社と比較して大幅に高いものとなっている。  

 もうひとつの同社の欠点は、資源基盤の弱さである。同社はハンティ・マンシ自治管区に多くの新

鉱床を保有しており、その中には比較的規模の大きなものも含まれているものの、それらの新鉱床の

ポテンシャルだけでは、開発中の古い巨大鉱床の減産分を補填することは不可能となっているのだ。

その結果、スルグトネフチェガスのハンティ・マンシ自治管区における生産量は 2006 年に 6,530 万

t/年というピークの値を記録した後（ここで注目しておく必要があるのは、ほぼ同じ鉱床で生産を行

っているにもかかわらず、2006 年の数字はソ連時代のピーク時の数字を上回っているという点であ

る）、一貫して減少し続けている。ただ、ここ数年減産テンポは鈍化しており、2018 年の生産量はご

くわずかではあるが前年の数字を上回った。 

ハンティ・マンシ自治管区の資源基盤の弱体化が、保守的なスルグトネフチェガスをもってして、

他のエリアへの進出を決断させた要因のひとつであることは間違いない（2004 年に同社は、サハ共

和国のタラカン鉱床を獲得し、初めて西シベリア以外の地に進出した）。 

2018 年初頭時点でスルグトネフチェガスは 74 の鉱床で生産を行っていたが、そのうちの 68 は西

シベリアに賦存する（その大半はハンティ・マンシ自治管区に所在する）。ちなみに、同社の生産量

の約半分は年産量が 200 万ｔを超える８つの鉱床により占められている。スルグトネフチェガスが

西シベリアに保有する主要鉱床の現状は以下の通りとなっている。 

 

フョードロフスコエ鉱床 1971 年にハンティ・マンシ自治管区のスルグト地区で発見された巨大鉱床

で、原始埋蔵量は 20 億ｔと評価されている。同鉱床は原始埋蔵量の点で、サマトロールに次ぐロシ

ア第２位の規模を有しているが、世界的に見ても 10 位以内に入る巨大鉱床である。商業生産は 1973

年に開始され、1978 年にピーク生産量の 3,510 万ｔが達成された。しかし、その後、生産量は減少に

転じ、1993 年には 1,000 万ｔ以下にまで落ち込んだ。また含水率も上昇し、同年時点で 90％に達し

ていた。 

 その後、約 700 万ｔ/年の生産水準が 1990 年代後半まで続いたが、生産性が比較的低いことや複雑

な生産方式（水平井の掘削）の採用が必要になることなどが原因で手付かずとなっていた鉱床の比較

的浅いところに賦存する油層の開発が開始されたこともあり 1990 年代末ごろから生産が回復に転じ

た。 

2000 年代末時点での同鉱床の生産量は 1,000 万ｔ/年強で、含水率は 93％となっていたが、その後、

再び減産傾向が観察され始めた。その時期（2000 年代末）に、スルグトネフチェガスは鉱床の最深部
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に残された最後の高生産性油層の開発に着手したが、その開発計画によれば 2020 年までに 3,500 も

の水平井が掘削される予定となっている。現時点で、フョードロフスコエ鉱床の年産量に占める当該

油層の割合はすでに 33％以上に達している。当該油層の開発開始によりフョードロフスコエ鉱床の

生産量は 830 万～850 万ｔ/年の水準で安定し、2018 年には 900 万ｔ以上の生産を記録することに成

功した。2018 年の増産は、最深部の高生産性油層の開発に加え、チュメニ層や縁辺のサテライト鉱

床の開発も開始されたためである。その他、2017 年に同鉱床の残存埋蔵量の数字が増加したという

事実にも注目する必要がある。より精密な探査を実施した結果、数字が増加したのだが、これはフョ

ードロフスコエ鉱床の油層のポテンシャルが、当初の想定よりも大きいことを意味している。ただ、

含水率の高さや累積生産量がすでに６億ｔを超えているという事実を勘案すると、増産傾向が長期

的に続く可能性は低いと判断される。 

  

リャントルスコエ鉱床 やはりスルグト地区に賦存する鉱床で、1965 年に発見され、1978 年から生産

が開始されている。発見から生産開始まで時間がかかったのは、同鉱床の地質構造が複雑なためであ

る。生産のピークは 1990 年で、同年には 1,035 万ｔの石油が生産された。しかし、その後、減産傾

向が観察され始め、1990 年代半ばには 400 万ｔ以下にまで落ち込んだ。油価の上昇を受けスルグト

ネフチェガスは 2000 年代に入り同鉱床において生産井の掘削や枝堀りを積極的に行うようになった

が、その結果、井戸の生産性が向上し 2004 年には年産 850 万ｔを達成することに成功した。その後、

再び減産に転じたが、2014 年からは 410 万～425 万ｔ/年の水準が維持されている。もっとも、残存

埋蔵量の規模の小ささや含水率の高さ（約 95％）を勘案すると、長期的に当該の生産水準を維持で

きる可能性は極めて低いと判断される。 

 

（表Ⅱ-10）スルグトネフチェガスが西シベリアに保有する主要鉱床 

鉱床名 開発開始

年 

PRMS 基準による年初

の確認埋蔵量、100 万ｔ 

石油生産量、1,000ｔ 

2015 2018 2015 2016 2017 2018 

フョードロフスコエ 

セヴェロ・ラバツィユガンスコエ 

リャントルスコエ 

ヴォストチノ・スルグト（北鉱区） 

ルススキンスコエ 

ロゴジニコフスコエ 

1973 

2004 

1978 

1985 

1987 

2006 

235.0 

53.0 

31.8 

70.4 

55.8 

90.7 

242.8 

52.6 

33.4 

69.8 

58.0 

99.9 

8,242 

6,084 

4,244 

3,570 

3,091 

3,106 

8,558 

5,823 

4,217 

3,554 

3,061 

3,101 

8,461 

5,105 

4,084 

3,468 

3,045 

3,067 

9,163 

4,942 

3,948 

3,475 

2,888 

2,878 
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ザパドノ・スルグト 

ブィストリンスコエ 

1965 

1974 

17.1 

24.5 

20.0 

30.3 
 

2,902 

2,819 

2,843 

2,757 

2,648 

2,515 

2,566 

2,150 

（出所）スルグトネフチェガス。 

 

セヴェロ・ラバツィユガンスコエ鉱床 2011 年の時点では上記のリャントルスコエ鉱床が、スルグトネ

フチェガスが西シベリアに保有する鉱床の中で２番目に高い生産性を示していたが、現在は、セヴェ

ロ・ラバツィユガンスコエ鉱床がリャントルスコエにとってかわり第２位のポジションを占めてい

る。同鉱床は、2004 年末に生産が開始された新しい鉱床で、南北の広がりが 120 ㎞もあるのに対し、

東西の広がりが１～２㎞しかないという西シベリアの鉱床としては非常に珍しい構造を有している。

スルグトネフチェガスの見解によれば、遠い昔そこには海岸線が広がっており、その海岸線に沿って

石油が堆積された、とのことである。2000 年の発見時点での可採埋蔵量は 1,210 万ｔ（A＋B＋C1）

にすぎなかったが、より精密な探査が実施された結果、2018 年初頭時点での同鉱床の残存埋蔵量は

約 5,000 万ｔと評価されていた。2015 年の同鉱床の生産量は約 610 万ｔであったが、様々な情報から

判断して、これが同鉱床のプラトーである可能性が高い。実際、同鉱床では 2016 年には生産量が減

少に転じ、それ以降減産傾向が続いている。 

 

ヴォストチノ・スルグト鉱床（北鉱区） スルグトネフチェガスは同鉱床の北鉱区で 1985 年から生産を開

始している（南鉱区ではユガンスクネフチェガスが活動している）。地質構造が複雑で、埋蔵量の 60％

以上が浸透率の低い回収が困難なチュメニ層に賦存している。2000 年代に入り増産傾向が観察され

ていたが、それは浸透率の低いチュメニ層で多数の井戸を掘削すること、ならびに、古い井戸に増進

回収法を適用することにより達成されたものである。2014 年に同鉱床では 370 万ｔ近くの石油が生

産されたが、今のところこれが同鉱床で記録された最大の年産量となっている。2015 年以降生産量

の微減傾向が続いていたが、2018 年はほぼ前年並みの生産水準を維持することに成功した。同鉱床

の場合、残存埋蔵量が 7,000 万ｔ強と非常に大きく、今後数年は年産 350 万ｔ前後の水準が維持され

る可能性が高い。 

 

ルススキンスコエ鉱床 上記のヴォストチノ・スルグト鉱床同様に、埋蔵量の過半が浸透率の低い回
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収が困難なチュメニ層に賦存している。同鉱床では 1987 年から開発が開始され、1992 年にピーク生

産量の 176 万ｔを記録した。その後、スルグトネフチェガスは油層圧を維持するための総合的な措置

を講じたが大きな効果は得られず、45％であった含水率が 1990 年代の末には 90％にまで上昇した。

2000 年の時点ではスルグトネフチェガスは他のより有望な鉱床への投資を優先するという方針を打

ち出しており、同鉱床での新しい井戸の掘削は行われなくなっていた。その結果、2002 年には生産

量が 60 万ｔ未満にまで落ち込んだ。しかし、2003 年に方針が変更されチュメニ層の開発が本格的に

行われるようになった結果、生産量も回復に転じ 2015 年には過去最高の年産 320 万ｔを達成するこ

とに成功した。同鉱床では 2016 年に新しい油層の開発が開始され、年産 300 万ｔ以上の水準が維持

されていたが、2018 年は 300 万ｔを割り込んだ。ただ、同鉱床ではより精密な探査の結果残存埋蔵

量が増加しており、減産傾向が続くにせよ、急激に生産量が減少する可能性は低いとみられている。 

 

ロゴジニコフスコエ鉱床 他の多くの鉱床と異なり、スルグト地区ではなく、オクチャブリスク地区

に賦存し、クラスノレーニンスコエ鉱床群のサテライト鉱床とみなされている。スルグトネフチェガ

スは、オークションを通し 2006 年に同鉱床のライセンスを獲得しているが、当時の評価によれば、

C1 カテゴリーの可採埋蔵量が 2,700 万ｔ、C2 カテゴリーが 6,900 万ｔとされていた。2006 年より商

業生産が開始され、2011 年にピーク生産量の 250 万ｔ/年が達成されることになっていたが、実際の

生産量はそれよりも多く、2011 年には 277 万ｔが、2012 年には 353 万ｔがそれぞれ生産された。し

かし、その後生産量は緩やかに減少し始めており、2018 年の値は約 290 万ｔにとどまった。今後同

鉱床の生産量が再び増加に転じる可能性は低いが、その残存埋蔵量が約 8,000 万ｔと非常に大きいこ

とを勘案すると、年産 300 万ｔ前後の水準を長期的に維持することは可能だと判断される。 

 

ザパドノ・スルグト鉱床 西シベリアで最古の鉱床のひとつで、1965 年から商業生産が開始されてい

る。原始埋蔵量は２億 1,500 万ｔで、1984 年にピーク生産量の 620 万ｔ/年が達成された（その時点

での含水率は 60％未満であった）。翌 1985 年から生産量は減少に転じ 1988 年には 300 万ｔ/年の水

準を割り込んでしまったが、1999 年から積極的に枝堀りが実施されるようになったこともあって、

生産量は回復に転じ 2007 年には年産 400 万ｔを達成することに成功した（その時点での含水率は

90％弱であった）。しかし、その後、生産は再び下降線を描くようになり、2013～2014 年の生産水準

は約 280 万ｔ/年にとどまった。2015 年には若干生産量が増加したが、その後、再び減産に転じてい

る。同鉱床の残存埋蔵量の規模の小ささを勘案すると、減産傾向が長期的に続く可能性も十分に考え

られる。 
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ブィストリンスコエ鉱床 1974 年に開発が開始され、1985 年にピーク生産量を達成した。メインの油

層を開発する過程で、その上下に浸透率と生産性の低さが特徴的な油層が存在することが判明した

（現時点では、ハンティ・マンシ自治管区のスルグト地区の石油鉱床の大半が同様の構造を有してい

ることが判明している）。1980 年代末より同鉱床では水平井の掘削とフラクチャリングによるそれら

の浸透圧の低い油層の開発が開始され、2007年には 400万ｔ近くの石油を生産することに成功した。

その後、生産量は減少に転じているが、急激な減産は回避できている。同鉱床の現時点での含水率が

90％未満であるという事実も加味すると、スルグトネフチェガスは同鉱床の生産性の低下をある程

度コントロールできていると評価しうる。 

 以上、現時点で年産量が 200 万ｔを超えている鉱床を列挙したが、今後、年産量が 200 万ｔを超え

ることが確実視されている鉱床としては、スルグトネフチェガスが 2012 年に 15 億ドルでそのライ

センスを獲得したセヴェロ・ロゴジニコフスコエ鉱床（シュピリマン名称鉱床）の名を挙げることが

できる。スルグトネフチェガスは、可採埋蔵量が約 9,000 万ｔと評価されている同鉱床で 2015 年秋

に商業生産を開始しており、プラトー時には年間 300 万ｔ以上の石油が生産される予定となってい

る。スルグトネフチェガスはできるだけ短期間でプラトーを達成することを目指しており、現時点の

予測では、2019～2020 年の達成が見込まれている。 

 

（４）ガスプロムネフチ 

 同社は当初シブネフチと呼ばれており、その名称で 10 年以上活動していた。シブネフチ時代の初

期段階での主要な石油生産企業は、ヤマロ・ネネツ自治管区を拠点とするナヤブリスクネフチェガス

という会社であった。その後、シブネフチ（2006 年にガスプロムネフチという名称となった）は、以

下のような形で資産を増やしていった。 

 2001 年にシブネフチは、ハンティ・マンシ自治管区のプリオブスコエ鉱床南部鉱区をはじめとす

る複数の鉱床のライセンスを保有していたシビルエナジーという会社と対等出資でシブネフチ・ユ

グラという合弁企業を設立した。そして、シビルエナジーが保有していたライセンスはすべてその合

弁企業に譲渡された。その後、2003 年に非常に不透明な形でシブネフチはシブネフチ・ユグラにお

ける持ち株比率を 99％にまで高めることに成功した。ちなみに、その１年前の 2002 年にもシブネフ

チは TNK（後に TNK-BP となり、さらにその後ロスネフチに吸収合併された）と共同で国からスラ

ヴネフチの株式の過半を購入することに成功している。 

 2005 年にガスプロムがシブネフチを買収し、その翌年の 2006 年に社名がガスプロムネフチに変更

された。 
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 2009 年にガスプロムネフチは、その時点でモスクワ製油所とサルィム・ペトロリウムの株式を保

有していたシビルエナジーを買収している。 

 2010 年にガスプロムネフチは、トムスク州の複数の中小規模の鉱床のライセンスを保有する STS

セルビスという会社を買収している。また、同年に同社と NOVATEK が対等出資で設立した合弁企

業「ヤマル・ラズヴィチエ」が、ヤマロ・ネネツ自治管区の４つの石油ガス鉱床（ガスの埋蔵量が合

計で１兆 3,000 億㎥、石油が 5,680 万ｔ、ガスコンデンセートが１億 5,500 万ｔ）のライセンスを保

有するセヴェルエネルギヤの株式の 51％をガスプロムから買収している。さらに、同年にガスプロ

ムはヤマロ・ネネツ自治管区のノヴォポルトフスコエ鉱床のライセンスをガスプロムネフチに譲渡

している。  

 2011 年にガスプロムネフチは、スラヴネフチから分離独立したメッソヤハネフチェガスの株式の

50％を取得した。それと同時に、ガスプロムネフチがメッソヤハネフチェガスが取り組む新鉱床開発

プロジェクトのオペレーターの役割を果たすことも決まった。 

 列挙した新規に獲得した資産と、プリオブスコエ鉱床南部鉱区での増産の結果、ガスプロムネフチ

は 2005 年から 2010 年ごろまで続いていた減産傾向に歯止めをかけることに成功し（2004 年時点で

のガスプロムネフチの年産量は 3,400 万ｔに達していた）、2010 年代に入ってから 2017 年に至るま

で同社の生産量は一貫して増加していた。ただ、2018 年はプリオブスコエ鉱床南部鉱区で減産が観

察されたことなどもありガスプロムネフチ全体の石油生産量もごくわずかではあるが前年の数字を

下回った。 

 

（表Ⅱ-11） ガスプロムネフチと同社の西シベリアの子会社の生産量の推移 

（単位 1,000ｔ） 

企業名 2009 2011 2013 2014 2015 2016 2017 2018 

ガスプロムネフチ 

ｶﾞｽﾌﾟﾛﾑﾈﾌﾁ･ﾊﾝﾄｽ 

ﾅﾔﾌﾞﾘｽｸﾈﾌﾁｪｶﾞｽ 

ｶﾞｽﾌﾟﾛﾑﾈﾌﾁ･ﾔﾏﾙ 

ザポリャルネフチ 

29,880 

8,539 

14,790 

0 

4,101 

30,295 

10,849 

12,336 

0 

3,965 

32,172 

13,145 

11,112 

0 

4,034 

33,635 

13,795 

10,500 

291 

4,482 

34,326 

14,358 

9,799 

342 

4,591 

37,761 

14,413 

9,281 

2,922 

4,531 

39,498 

14,283 

8,501 

5,954 

3,718 

39,491 

13,552 

7,948 

7,528 

3,166 

（出所）ガスプロムネフチ。 

 

 さらに注目する必要があるのが、ガスプロムネフチの初期の段階で同グループの石油生産の核を形

成していた子会社「ナヤブリスクネフチェガス」の減産傾向が今も続いているという事実である。ソ
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連解体後の同生産企業の生産のピークは 2003 年で、同年には 2,870 万ｔの石油が生産されたが、そ

の後は減産が続いており、現時点の生産水準は当時の３分の１未満となっている（ちなみに、同生産

企業のソ連時代の生産のピークは 1989 年で、同年には 4,120 万ｔの石油が生産された）。 

 ナヤブリスクネフチェガスの凋落の結果、2012 年以降はガスプロムネフチ・ハントスがガスプロ

ムネフチ傘下で最大の生産規模を誇る子会社となっている。ガスプロムネフチ・ハントスは、ハンテ

ィ・マンシ自治管区でガスプロムネフチが取り組んでいるすべてのプロジェクト（シブネフチ・ユグ

ラが保有する鉱区も含む）のオペレーターとなっている。   

 ガスプロムネフチが西シベリアに保有する主要な鉱床の現状は以下の通りとなっている。 

プリオブスコエ鉱床南部鉱区 同鉱区は、現在、ガスプロムネフチの主要生産拠点となっている。プ

リオブスコエ鉱床南部鉱区の地質構造は非常に複雑で、浸透率の低さが大きな特徴となっている。こ

のため、同鉱区の石油生産の採算性維持のためには、増進回収法の適用が必要不可欠となっており、

フラクチャリングが大量に実施されている他、潜水ポンプも広く採用されている。 

同鉱区の本格的な開発は 2004 年に開始されたが、その後生産量は急増し、2008 年の時点でガスプ

ロムネフチ全体の生産量に占める同鉱区の割合は 20％を超えていた。計画文書によれば、同鉱区の

プラトーは 950 万ｔ/年に設定されているが、早い段階でこの数値は達成され、2013 年時点での生産

量は 1,200 万ｔ以上に達していた。ただ、2014 年には若干ではあるが生産量が減少し、その後、2015

年から 2018 年までは年産 1,140 万～1,170 万ｔの水準が維持されている。同鉱床では回収量を上回る

テンポで石油の埋蔵量が減少しているが、この事実を鑑みると、今後２～３年の間にプリオブスコエ

鉱床南部鉱区の石油生産量が大幅に減少する可能性も十分に考えられる。 

 

ノヴォポルトフスコエ鉱床 2018 年時点でガスプロムネフチ傘下の鉱床の中で２番目に生産性が高か

った鉱床。同鉱床は、ヤマル半島で最初に発見された液体炭化水素の鉱床としても知られている。鉱

床が発見されたのは 1964 年のことだが、地質構造が複雑なことに加え、輸送インフラが全く存在し

ないという致命的な欠点を抱えていたため、発見後数十年にわたり商業生産が開始されないままと

なっていた。今のところ、トランスネフチの幹線 PL システムは同鉱床に到達しておらず、近いうち

に到達する予定もない。そのような状況の中、2010 年代の初めにガスプロムネフチは、ノヴォポル

トフスコエ鉱床の石油を北極海航路経由で輸送することを可能にするため、独力で支線 PL を建設す

ることを決定した。具体的にいうと、その目的を達成するには、貯蔵設備を装備した輸出用ターミナ

ルを建設し、さらに、そこと鉱床とを結ぶ総延長約 100km の PL を建設することが必要であった。 

 新しいルート経由での石油の出荷は、2014 年夏に開始された（その時点では、仮設の積み替え設

備が利用されていた）。ちなみに、2014 年夏に初出荷されたノヴォポルトフスコエ鉱床の石油には
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Novy Port という新しい油種名がつけられることになった。Novy Port は中質（API が 30～35°）、低硫

黄（0.1％）という特性を有している。 

 2016 年５月に石油積替えターミナル「ヴォロタ・アルクチキ（北極の門）」が稼働を開始した。同

ターミナルの核を形成するのは、沖合 3.5km のところに設置された移動式埠頭で、そこでは大型タン

カーの通年の寄港が可能となっている。ガスプロムネフチは、ヴォロタ・アルクチキ用に積載重量が

４万 2,000ｔのアイスクラス（Arc７）のタンカーを６隻（そのうちの１隻はすでに運航を開始してい

る）、Icebreaker８クラスの砕氷船を２隻発注している。ヴォロタ・アルクチキの設計処理能力は 850

万ｔ/年となっている。 

 同ターミナルが稼働を開始した結果、ノヴォポルトフスコエ鉱床の本格的な開発が可能となり、

2016 年には 300 万ｔ近くの石油が、2017 年には 600 万ｔ弱の石油が、2018 年には 700 万ｔ以上の石

油がそれぞれ生産された。プラトーの値は 800 万ｔ/年に設定されており、2020 年の達成が見込まれ

ているが、今の勢いでいくと、2019 年中に達成される可能性も考えられる。ただ、プリオブスコエ鉱

床南部鉱区のように、実際には設定されたプラトーの値を上回る量の石油が生産される、といった現

象は生じないであろう。生産量は、積替えターミナルの処理能力により制約されるからだ。この状況

を勘案すると、同鉱床では 800 万ｔ/年という生産水準が長期間にわたり維持される可能性が高いと

判断される。 

 ここで注目すべきなのは、ガスプロムネフチが保有するノヴォポルトフスコエ鉱床の開発ライセ

ンスの有効期間が 2150 年までだという点である。これは決して誤植ではなく、ライセンスはあと約

130 年も有効だということになる。これは、ガスプロムネフチが保有するライセンスの中で最も有効

期間が長いライセンスである。ちなみに、ノヴォポルトフスコエ鉱床開発プロジェクトでは、ガスプ

ロムネフチ・ヤマルという子会社がオペレーターの役割を果たしている。 

 

ヴィンガプロフスコエ鉱床 ガスプロムネフチ傘下の鉱床の中で３番目に高い生産性を誇る鉱床で、ハ

ンティ・マンシ自治管区とヤマロ・ネネツ自治管区の境界付近に位置する。同鉱床のライセンスは、

ナヤブリスクネフチェガスの一部署が独立する形で設立されたザポリャルネフチという会社が保有

している。ザポリャルネフチは 2000 年代の初めに分離独立したが、その後はガスプロムネフチ・ナ

ヤブリスクネフチェガスの 100％子会社という位置づけになっている。 

同鉱床は約 30 の貯留層で構成されているが、そのうちの４つは純粋なガス層となっている。開発

は、最も生産性の高い油層を対象に 1982 年から開始されたが、1991 年に最初のピークを迎え 320 万

ｔが生産された。しかし、その後減産に転じ、1999 年の生産量は 180 万ｔにとどまった。その時点

での資源枯渇率と含水率は共に約 40％となっていた。2000 年代に入り油価が上昇し始めたことを受
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けガスプロムネフチ（当時シブネフチ）は、同鉱床での生産を強化し始めた。具体的には、枝堀りを

実施することにより休止井を復活させるという措置や、新たな油層の開発に着手するという措置な

どが講じられた。また、フラクチャリングも積極的に行われるようになった。 

その結果、同鉱床では生産量の漸増傾向が観察されるようになり、2015 年には 410 万ｔ強に達し

た。これが、今のところ同鉱床の歴史上最大の年産量となっており、2016 年以降は減産傾向が続い

ている（表Ⅱ-12）。 

同鉱床の残存確認埋蔵量は 2018 年初頭時点で 7,030 万ｔとなっているが、これは、ガスプロムネ

フチがヤマロ・ネネツ自治管区に保有する鉱床の中ではノヴォポルトフスコエに次ぐ２番目の数字

となっている。また、含水率の数字も 60％未満と小さくなっている。これらの数字から判断して、

同鉱床はガスプロムネフチがヤマロ・ネネツ自治管区に保有する「古い」鉱床の中では最も高いポテ

ンシャルを有しているとみなしてよいであろう。 

 

（表Ⅱ-12）西シベリアのガスプロムネフチの鉱床の中で最も生産性の高いもの 

鉱床名 開発開始

年 

PRMS 基準による年初

の確認埋蔵量、100 万

ｔ 

石油生産量、1,000ｔ 

2015 2018 2015 2016 2017 2018 

プリオブスコエ（南部鉱区） 

ノヴォポルトフスコエ 

ヴィンガプロフスコエ 

2004 

1982 

1982 

275.1 

46.2 

73.9 

221.0 

73.8 

70.3 

11,790 

342 

4,106 

11,609 

2,922 

3,941 

11,658 

5,954 

3,184 

11,409 

7,148 

2,764 

（出所）ガスプロムネフチ。 

 

（５）ガスプロム 

 ガスプロム傘下のガス生産子会社はガスだけでなく、ガス鉱床で得られる副産物であるガスコン

デンセートの生産も行っている。さらに、ガス鉱床の油層では石油の生産も行っている。ガスプロム

の液体炭化水素の主要な生産地域はヤマロ・ネネツ自治管区であるが、同地では、開発中のガス鉱床

の大深部のウェットガス層の開発が本格化したことを受け 2010 年代に入りガスコンデンセートの生

産量が増加傾向にある。大深部のウェットガス層では、地表により近いところに賦存し優先的に開発

が進められており資源の枯渇傾向が顕著となりつつあるドライガス層（セノマニアン階）の数十倍も

の量のガスコンデンセートが埋蔵されている。 

 ガスプロム傘下の子会社の中で最も液体炭化水素の生産量が多いのは、ヤマロ・ネネツ自治管区の
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超巨大ガス鉱床「ウレンゴイ」の複数の鉱区の開発に取り組んでいるガスプロム・ドブィチャ・ウレンゴ

イという会社である。ウレンゴイ鉱床の開発は、まずセノマニアン階を対象として 1978 年より開始

された。その後、1985 年からは大深部のネオコム階も開発の対象となり、ガスコンデンセートの生

産量が増加し始めた。さらに、1987 年からは油層において石油の生産も開始された。ウレンゴイ鉱

床のガスの生産のピークは 1980 年代の後半で、その時期には年間 3,000 億㎥以上のガスが生産され

ていた。一方、液体炭化水素の生産のピークは 1989 年に達成され、同年には 690 万ｔが生産された。 

 1990 年代に入り、内需の減少の影響を受けロシア全体のガスの生産量が減少に転じたが、それと

歩調を合わせるような形でウレンゴイ鉱床のガス生産量も減少し始めた。その結果、ガスコンデンセ

ートの生産量も減少した。 

 2000 年代に入りウレンゴイ鉱床の主要ガス層で資源の枯渇傾向が顕著になったため、ガスプロム

は同鉱床の縁辺に位置する鉱区、ならびに、ネオコム階よりもさらに大深部に位置するアチモフ層の

開発に着手した。そして、2008 年になり、ガスプロムとドイツの BASF の子会社の Wintershall との

合弁企業であるアチムガスが、ガスプロムからライセンスを譲渡されたウレンゴイ鉱床１A 鉱区に

おいて、初めてアチモフ層での生産を開始した。また、翌年の 2009 年にはガスプロム本体も、アチ

モフ層での生産を開始した。 

 シベリア科学分析センターのデータによれば、2015 年初頭時点でのウレンゴイ鉱床の液体炭化水

素の残存可採埋蔵量は、ガスコンデンセートが６億 600 万ｔ、石油が５億 6,500 万ｔとされていた

（同鉱床の液体炭化水素の残存埋蔵量の値は、ロシアの鉱床の中で最大規模のものとなっている）。

ただ、それら液体炭化水素の埋蔵量の大半はアチモフ層に帰属する。 

 ガスプロムは 2020 年までに、ウレンゴイ鉱床のアチモフ層でのガスコンデンセートの生産量を

1,000 万ｔにまで増やすことを計画している。また、それと並行して、同鉱床の縁辺に所在する油層

の開発も進められることになっている（2018 年初頭時点で約 200 であった油井の数を 2020 年までに

300 に増やすことが計画されている）。そのような形で、ウレンゴイ鉱床では今後、液体炭化水素の

生産量が増加することが見込まれている。ただ、増加テンポは 1990 年代ほど急激なものとはならな

いであろう。さらに、増加テンポは、ガスの生産動向に大きく左右されることになるであろう。 

 また、計画されている増産テンポを達成するには、ガスコンデンセートの事前処理システムの近代

化も必要となる。ガスプロムのガスコンデンセートの事前処理システムは、ウレンゴイ・ガスコンデ

ンセート輸送用前処理工場と、スルグト・ガスコンデンセート安定化工場の２施設、ならびに、すべ

ての関連施設を繋ぐサイト内 PL により構成されている。 

 前者のウレンゴイの工場には、ウレンゴイ鉱床のみならず、ヤンブルグおよびザポリャルノエの両

鉱床からもガスコンデンセートが供給されている。同鉱床の処理能力は 1,200 万ｔ/年であるが、アチ
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モフ層のガスコンデンセートに限定すると処理能力は 490 万ｔ/年となっている。 

 ウレンゴイの工場の敷地内では 2016 年より、ナディム・プル・タズ地区のアチモフ層で産出され

るガスコンデンセートを対象とする安定化装置の建設が開始されている。計画文書によれば、同装置

の安定化前ガスコンデンセートの処理能力は 400 万ｔ/年とされており（200 万ｔ/年のトレイン２基

で構成される）、2019 年の稼働開始が予定されている。ウレンゴイの工場で得られることになる脱エ

タン・ガスコンデンセートの約 70％は、スルグト・ガスコンデンセート安定化工場に供給されるこ

とになっている（残りの 30％は、ウレンゴイの工場内の安定化装置で精製される予定）。 

 新たに生産されることになる脱エタン・ガスコンデンセートの輸送のために、ガスプロムは２つの

プロジェクトを実現することを計画している。ひとつは、輸送能力を 950 万ｔ/年から 1,200 万ｔ/年

に増強することを視野に入れた、コンデンセート輸送 PL システム「ウレンゴイ～スルグト」の近代

化措置である。このプロジェクトは、2022 年までに完成する予定となっている。もうひとつは、石油

ポンプステーション「ウレンゴイスカヤ」、ならびに、ウレンゴイ鉱床と幹線 PL「ザポリャリエ～プ

ルペ」とを結ぶ年間輸送能力 500 万ｔの石油 PL を建設するというプロジェクトである。当該の新石

油 PL には、ウレンゴイの石油と、スルグトの工場で処理しきれない余剰の安定化ガスコンデンセー

トが供給されることになっている。当初の計画では、当該の新石油 PL は 2017 年９月に稼働を開始

することになっていたが、2017 年夏にガスプロムは稼働開始時期を 2019 年末に延期する意向を表明

している。これは、2020 年以降にウレンゴイ鉱床でのガスコンデンセートの生産量が急増する可能

性があることを意味している。 

ガスプロムの子会社の中で、西シベリアにおいて液体炭化水素の生産を行っているその他の会社

を列挙すると以下の通りとなる。 

 

ガスプロム・ドブィチャ・ヤンブルグは、ヤマロ・ネネツ自治管区のザポリャルノエとヤンブルグという

２つの巨大鉱床の開発に取り組んでいる。両鉱床で生産されるガスコンデンセートは、上記のウレン

ゴイの工場に供給されている。 

 

（表Ⅱ-13）ガスプロムの液体炭化水素の生産量 

 2009 2011 2013 2014 2015 2016 2017 2018 

ガスプロム合計（100 万ｔ） 

 うちガスコンデンセート 

   石油 

11.62 

10.07 

1.55 

13.97 

12.07 

1.9 

16.34 

14.65 

1.69 

16.2 

14.47 

1.73 

17.0 

15.3 

1.74 

17.4 

15.8 

1.55 

17.4 

15.92 

1.50 

17.35 

n.a 

n.a 

ガスプロムの主要子会社別生産量、1,000t 
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ガスプロム・ドブィチャ・ウレンゴ

イ 

4,933 5,047 5,46 5,724 6,650 7,005 7,242 7,316 

ガスプロム・ドブィチャ・ヤンブ

ルグ 

1,432 2,235 4,934 4,76 4,650 4,435 4,342 4,126 

ヴォストークガスプロム 516 1,028 1,331 1,380 1,578 1,414 1,471 1,433 

（出所）ガスプロム。 

 

 ザポリャルノエ鉱床のセノマニアン階の商業生産は 2001 年より開始されたが、その下に所在する

ヴァランギニアン階でガスとガスコンデンセートの生産が開始されたのは 2011 年になってからであ

った。その後、ガスコンデンセートの生産量は増加に転じた。さらに、2013 年にヴァランギニアン階

のウェットガスを対象とする２番目のアップグレーダーが稼働を開始した結果、ザポリャルノエ鉱

床のガスコンデンセートの生産能力は 300 万ｔ/年に達することとなった。ここ数年のガスコンデン

セートの生産量は、設計生産能力にほぼ匹敵する年産 280 万～290 万ｔの水準で推移している。 

さらに、2015 年からガスプロムはザポリャルノエ鉱床の油層の開発にも着手しており、2016 年に

最初の石油が回収された。現在、同油層では試験商業生産が実施されているが、ガスプロムはピーク

時には最大年間 100 万ｔの石油を同油層から回収することを計画している。ちなみに、この石油生産

プロジェクトのオペレーターの役割を果たしているのは、ガスプロムネフチにより特別に設立され

た「ガスプロムネフチ・ザポリャリエ」という会社である。 

 

ヤンブルグ鉱床の開発が開始されたのは 1986 年のことであるが、ヴァランギニアン階での生産が開

始されたのは 1991 年になってからであった。ウレンゴイ鉱床同様にヤンブルグ鉱床でもガスの生産

量は減少傾向にあるが、減産分を縁辺のエリアの開発を実施することにより補てんするという措置

が講じられている。ヤンブルグ鉱床でも上記のザポリャルノエ同様にガスコンデンセートの生産量

が生産能力（ヤンブルグの場合は年産 200 万ｔ） 

に近い水準で推移している。さらに、ヤンブルグ鉱床では 2014 年より石油の生産が開始されている

（探鉱井での生産が行われている）。その他、同鉱床ではガスコンデンセートを多く含むアチモフ層

を対象とする探鉱作業が今も続けられているが、その点を勘案すると、同鉱床の液体炭化水素の生産

量が最悪でも現状の水準で推移する可能性が高いと判断される。 

トムスク州では、ヴォストークガスプロムというガスプロムの子会社が液体炭化水素の生産を行

っている。同州には巨大鉱床は存在しないが、2009 年に発見されたカザンスコエという鉱床は規模

が比較的大きく、そのおかげでヴォストークガスプロムは、西シベリアを拠点とする大規模生産会社
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のひとつと認識されている。当初の計画によれば、同鉱床では 2017 年に石油生産量のピーク（年産

160 万ｔ）が達成されることになっていたが、実際には、生産のピークは 2015 年で、その後は減産

に転じている。いずれにせよ、ガスプロムのスケールで見た場合、カザンスコエ鉱床が戦略的意味を

有していないのは明白である。 

なお、現在、ガスプロムは傘下の鉱床の残存埋蔵量の数字と、鉱床ごとの生産量の数字を公表して

いない。 

 

（６）ルスネフチ 

 石油会社「ルスネフチ」は、西シベリアおよびロシアのその他の地域で生産活動を行っている。同

社の生産量のピークは 2007～2008 年で、その頃には年間約 1,420 万ｔの石油が生産されていた。 

 2010 年代の半ばになりルスネフチは厳しい現実に直面することになった。最大の問題となったの

は、過剰な有利子負債であった。主要オーナーであるミハイル・グツェリエフは 2000 年代前半に借

り入れた資金で独立系の石油会社を積極的に買収し、ルスネフチという会社を作り上げたのだが、過

剰な有利子負債はそのような積極的な M&A がもたらした弊害だといえる。 

 ルスネフチが M&A を積極的に行なっていたころの主要な債権者は国際的なコモディティ商社「グ

レンコア」とロシアの政府系銀行のズベルバンクであったが、2013 年になりルスネフチの総帥のグ

ツェリエフは、2017年までに返済することを計画していたズベルバンクからの借入金（約 34億ドル）

を早急に返済する必要に迫られることになった。ルスネフチの報告書によれば、同社は 2013 年に借

入金 61 億ドルを返済したとされている。その結果、ズベルバンクに対する債務は全額解消され、グ

レンコアに対する債務もその一部（12 億ドル）が返済された。その一方でルスネフチは 2013 年に、

新たに 26 億ドルの融資を獲得している。 

 グツェリエフは、2013 年にルスネフチ傘下の複数の石油生産企業が分離独立する形で設立された

ネフチスの株式を担保にして、自らが保有する複数の銀行からその新しい融資を獲得したのである。

一部の生産企業の分離独立の結果、2013 年のルスネフチの石油生産量は大幅に減少することになっ

た。ただ、そのような資産の再編が、グレンコアの承認を受けた上で実施されたのはほぼ確実である。 

 2015 年末にグレンコアは、15 億ドルのルスネフチに対する債権を同社の株式に転換するという取

引に応じたが、その結果、ルスネフチの定款資本におけるグレンコアの持ち株比率は 46％に達する

ことになった。同時にグツェリエフが保有する複数の銀行が、ルスネフチに対する債権 15 億ドルを

放棄したので、ルスネフチの借入金負担はそれまでの 53 億ドルから 23 億ドルに一気に縮小した。 

 2016年になりグツェリエフ傘下の複数の銀行が債権 12億ドルをルスネフチの株式に転換する取引

に応じた。その結果、ルスネフチにおけるグレンコアの持ち株比率は 46％から 25％＋１株にまで減



50 
 

少した。さらに、同年にルスネフチは普通株の 20％（定款資本の 15％）を対象とする IPO を実施し

て、５億ドルの資金を調達することに成功した。ルスネフチの幹部によれば、2018 年初頭時点での

ルスネフチの借入金の総額は 15 億ドル未満だったとされている。借入金負担の問題の解決は、明ら

かに、ルスネフチの生産動向に肯定的影響を及ぼしている。2016～2018 年に同社は減産傾向に歯止

めをかけることに成功し、700 万 t 台の生産水準が維持されている（その３分の２がハンティ・マン

シ自治管区を中心とする西シベリアで生産されている）。 

 

（表Ⅱ-14） ルスネフチの石油生産量の推移 

（単位 1,000t） 

2007 2009 2011 2013１） 2014 2015 2016 2017 2018 

14,169 12,687 13,635 8,814 8,552 7,387 7,001 7,015 7,111 

１）この年に生産量が激減したのは、ネフチスという石油会社がルスネフチから分離独立したためである。 

（出所）ルスネフチ。 

 

 ルスネフチ傘下の鉱床の中で最も 2018 年の生産量が多かったのは、ハンティ・マンシ自治管区の

ニジネワルトフスク地区（タグリンスキー鉱区）とヤマロ・ネネツ自治管区のプロフスキー地区（ユ

ジノ・ヤライネルスキー鉱区）にまたがり広がるタグリンスコエ鉱床であった。同鉱床では 1978 年に

生産が開始されたが、その地質学的構造は非常に複雑なものとなっている。生産層は 122 もの炭化水

素含有層で構成されており、油層の厚さは合計で 900ｍにも達する。同鉱床の累積生産量が 100 万ｔ

を超えたのは 1980 年のことであったが、その後、生産量は増加し 1984～1987 年には年間 200 万ｔ強

のプラトーの値が記録された。しかし、プラトー期間が過ぎた後に急激な減産傾向が観察され始め、

1991 年時点での年産量はわずか 47 万 5,000ｔにすぎなかった。 

 ソ連解体後、同鉱床のライセンスは、ヴァリエガンネフチェガスと米国の無名企業が設立した合弁

企業「ベールィエ・ノーチ」に譲渡された。しかし、そのことが生産動向に影響を及ぼすことはなく、

減産傾向は一貫して続いていた。その結果、1999 年には年産量が 11 万ｔにまで落ち込んだ。そのよ

うな状況の中、1990 年代末から 2000 年代の初めにかけ、合弁企業「ベールィエ・ノーチ」の株主の

顔ぶれが何度か変わり、タグリンスコエ鉱床での生産は事実上凍結されてしまった。しかし、2003 年

にルスネフチがベールィエ・ノーチを買収した後、タグリンスコエ鉱床での生産が再開されることに

なった。その時点で、同鉱床の最も生産性の高い油層の資源はほぼ枯渇していたが（含水率は 95％

に達していた）、それまで手付かずとなっていた油層の開発に着手することによりルスネフチは同鉱

床の生産量を増加させることに成功した。そして、2012 年には 100 万ｔ以上の年産量を記録するこ
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とに成功したが、その後、生産量は再び減少に転じていた。 

 2016 年春にルスネフチはタグリンスコエ鉱床のアチモフ層の開発を開始した。そこでは、水平井

が掘削され、多段階フラクチャリングが実施された。それらの新技術は予想以上の効果を生み、2017

年の同鉱床の生産量は前年の数字を大きく上回った。そして、2018 年も増産傾向が続いた。 

 ちなみに、これまでベールィエ・ノーチがタグリンスコエ鉱床のライセンスを保有してきたが、

2017 年中盤に所有者の名義がルスネフチに書き換えられた。 

 ルスネフチが西シベリアに保有する鉱床の中で２番目に重要な意味を持つのは、シャプシンスカヤ鉱

床群である。同鉱床群は、ハンティ・マンシ自治管区に所在する巨大鉱床「プリオブスコエ」に隣接

するニジネ・シャプシンスコエ、スレドネ・シャプシンスコエ、ヴェルフネ・シャプシンスコエの３

鉱床により構成されている。３鉱床のうち、2006 年にまずニジネ・シャプシンスコエ鉱床で石油生

産が開始され、その後、2008 年にヴェルフネ・シャプシンスコエで、2009 年にスレドネ・シャプシ

ンスコエでそれぞれ生産が開始された。 

 ルスネフチはピーク時に同鉱床群で年間 200 万ｔ以上の石油を生産することを計画していたが、

2018 年時点ではまだその値に到達していなかった。鉱床群の中で最も大きな規模を有するのはヴェ

ルフネ・シャプシンスコエ鉱床であるが、同鉱床ではここ数年生産量が微増傾向にある（新しい井戸

を掘削しフラクチャリングを実施することにより、それが可能となっている）。一方、ニジネ・シャ

プシンスコエ鉱床はすでに減産フェーズに突入している。 

 スレドネ・シャプシンスコエ鉱床の開発プロジェクトは、バジェノフ層の開発を視野に入れたもの

となっている。バジェノフ層を開発する場合、採掘税が免除されることになっているし、井戸の掘削

コストも比較的安くすむので、ルスネフチは同鉱床の開発プロジェクトは自社に大きな利益をもた

らすと考えている。同社は、スレドネ・シャプシンスコエ鉱床のバジェノフ層での生産量を 2021 年

までに 90 万ｔ/年にまで増加させることを計画している。 

 当初よりシャプシンスカヤ鉱床群の開発には、アキ・オティルという生産企業が取り組んでいたが、

ルスネフチは 2005 年にアキ・オティルを買収し傘下におさめた。ちなみに、2017 年になり同鉱床群

のライセンスの名義が、アキ・オティルからルスネフチに変更されている。 

 ルスネフチがハンティ・マンシに保有する鉱床の中で最も残存埋蔵量の値が大きいのは、ヴァリエ

ガンスコエ鉱床である。同鉱床はルスネフチ傘下の鉱床の中では最も古い部類に属し（開発は 1974 年

に開始された）、ピーク時の生産量の値（1986 年に達成された 1,870 万ｔ/年という数字）と累積生産

量の値（２億ｔ以上）は、ルスネフチ傘下の鉱床の中で最も大きくなっている。しかし、ここ数年、

同鉱床では年産 100 万ｔ未満の状態が続いており、しかも生産量が下げ止まる兆候は今のところ見

受けられない。含水率も 95％以上に達しており、同鉱床にはもはや増産に転じる余力は残っていな
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いと判断される。 

 

（７）NOVATEK 

 NOVATEK は、ガスプロムに次ぐロシア第２位のガス生産者で、ヤマロ・ネネツ自治管区の複数の

鉱床の開発に取り組んでいる。同社は、ロシアの大手石油ガス関連の持ち株会社の中で唯一、ソ連解

体後に活動を開始した生産企業だけを傘下におさめている。液体炭化水素に限定すると、NOVATEK

傘下の鉱床の中で最も生産性が高いのは、ヤルジェイスコエ（ライセンス保有者は有限会社「ヤルゲ

オ」）、ユルハロフスコエ（有限会社「ユルハロフネフチェガス」）、ヴォストチノ・タルコサリンスコ

エ（有限会社「タルコサルネフチェガス」）の３つである。後者２つは NOVATEK 傘下の鉱床の中で

は最も古い部類に属し、ここ数年、石油とガスコンデンセートの生産量は 200 万ｔ/年未満の水準で

推移している。 

ヤルゲオは 2004 年初めに、ヤマロ・ネネツ自治管区に所在するヤルジェイスキー鉱区（ロシアの

主要なガス生産拠点の西方のオブスカヤ湾の沿岸に所在する）の探査ライセンスを獲得している。当

時、ヤルゲオは元ロシア・エネルギー大臣のイーゴリ・ユスホフが保有する「Nefte Petroleum」とい

うキプロス企業の傘下に入っていた。探査ライセンスの有効期限が切れた 2009 年初め時点でのヤル

ジェイスコエ鉱床の遊離ガスの埋蔵量は 262 億㎥、ガスコンデンセートのそれは 224 万ｔとそれぞ

れ評価されていた。その時点では、石油の埋蔵量は全く確認されていなかった。2009 年にヤルゲオ

は、有効期間 20 年の同鉱床の生産ライセンスを獲得したが、その時点で、同社は NOVATEK（持ち

株比率は 51％）と Nefte Petroleum（49％）の合弁企業となっていた。NOVATEK の資本参加は、鉱床

開発のための追加の資金をもたらすことになったと同時に、当時同鉱床の主要産物とみられていた

ガスの販路の確立の可能性ももたらすことになった。 

 

（表Ⅱ-15） NOVATEK と同社の主要子会社の液体炭化水素の生産量 

（単位 1,000ｔ） 

企業名 2010 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 

NOVATEK 

うちヤルゲオ 

アルクチクガス 

3,831 

0 

0 

4,204 

0 

224 

4,338 

0 

708 

4,349 

0 

1,971 

4,716 

184 

7,374 

8,040 

3,557 

8,075 

7,672 

3,599 

7,867 

8,272 

3,443 

7,886 

（出所）NOVATEK。 

 

 2009～2012 年にヤルゲオは、ヤルジェイスコエ鉱床においてすべての探査作業を完遂したが、そ
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の際に、もう１本の探鉱井の掘削が実施され、商業生産が可能な規模の油層ともうひとつのガスコン

デンセート層が発見された。その探鉱井では、200 ㎥/日の石油の噴出が確認されたが、ガスの日産量

はわずか 23 ㎥にとどまった。ソ連時代に発見された鉱床において、今になりそのような量の石油の

噴出が確認されるのは極めて稀なことである。さらに、2012 年に連邦政府が、ヤマロ・ネネツ自治管

区の北緯 65 度以上のエリアに所在する鉱床で生産される石油に関しては 10 年間採掘税を免除する

という決定を採択してから、開発対象としてのヤルジェイスコエ鉱床の魅力は一層高まることにな

った。以上のような変化が生じたため、ヤルジェイスコエはガス鉱床ではなく石油鉱床と認識され、

まず油層から開発が開始されることになった。 

 しかし、投資対象としての同鉱床の魅力の高まりは、ヤルゲオの株主間の対立という皮肉な結果を

生むことにもなった。事態は訴訟合戦にまで至ったが、2015 年夏になり両者はようやく和解し、ユ

スホフはプロジェクトから離脱することになった。ただ、2018 年初めの時点では、ヤルゲオの株主

構成には公式な変更は加えられていなかった。従来通り、NOVATEK は、「ヤルゲオの株式の 51％を

保有している」との公式見解を崩していない。ただ、それにもかかわらず、NOVATEK は、自社の報

告書の中で、100％子会社のタルコサルネフチェガスとユルハロフネフチェガス同様に、ヤルゲオの

生産量と埋蔵量の 100％が自社に帰属するとの見解を示している。実際、ヤルゲオの生産量はすべて

NOVATEK の生産量としてカウントされており、それはエネルギー省の統計にも反映されている。 

 ヤルジェイスコエ鉱床での商業生産は 2015 年末に開始されたが、その時点での同鉱床の石油の埋

蔵量（A+B+C1+C2）は 4,700 万ｔ、ガスは 280 億㎥、ガスコンデンセートは 224 万ｔとそれぞれ評

価されていた。ヤルジェイスコエ鉱床では 2016 年に早くも約 350 万ｔ/年というプラトーが達成され

たが、それを可能にしたのは 2023 年まで適用される予定となっている上記の採掘税上の特典であっ

た。NOVATEK はプラトーを 2020 年まで維持する意向を示していたが、2018 年には早くも減産傾向

が観察され始めた。ちなみに、NOVATEK のデータによれば、同鉱床の 2018 年初頭時点での残存埋

蔵量はわずか 1,720 万ｔとされている（この数字はここ数年ほとんど変化していない）。これは、年

産 350 万ｔ規模の鉱床の残存埋蔵量としては異例の小ささだといえる（それは、このままでは数年で

資源が枯渇してしまうことを意味している）。 

 

 ユルハロフスコエ鉱床でのガスとガスコンデンセートの生産は 2003 年より開始されているが、ガス

コンデンセート生産用インフラの整備がすべて完了したのは 2010 年のことであった。その結果、同

鉱床のガスコンデンセートの設計生産能力は 300 万ｔ/年に達し、2011～2014 年には年間 250 万～280

万ｔのガスコンデンセートが生産された。しかし、2015 年よりガスが減産に転じた結果、（ガスに随

伴する形で産出される）ガスコンデンセートの生産量も減少傾向にある。2012 年からは大深部に所
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在する油層の開発も試みられているが、今のところ顕著な成果は出ておらず、現時点では石油の生産

は事実上行われていない。 

 ヴォストチノ・タルコサリンスコエ鉱床は、NOVATEK の出発点となった鉱床である。同鉱床の開

発は 1994 年に開始されたが、その時点では純粋な石油鉱床と認識されていた（大深部の油層にまで

到達する井戸が掘削されていた）。同鉱床にはガス層も存在したが、当時は同鉱床と幹線ガス PL を

結ぶ支線 PL が存在しなかったため、ガス層は開発の対象になっていなかったのである。しかし、

NOVATEK は同鉱床の石油の生産と販売で得た収入で支線ガス PL を完成させ、1998 年からガスの生

産も開始した。それ以降、ガスが同鉱床の主要な産物の役割を果たしていたが、2012 年に NOVATEK

は複数の新しい油井を掘削し石油の増産に成功した。その結果、2015 年には同鉱床の液体炭化水素

の生産量が過去最高の 130 万ｔに達した（そのうちの 110 万ｔが石油だった）。さらに、2016 年には

石油の生産量だけで 110 万ｔ以上に達し、記録が塗り替えられた。2018 年は石油の生産量は前年並

みとなったが、ガスの生産量の減少に伴いガスコンデンセートの生産量が減少した。この状況から判

断して、2015～2016 年が同鉱床における液体炭化水素の生産量のピークだったものと推測される。 

 数年後に NOVATEK の液体炭化水素の主要な生産基盤になると目されているのが、ヤマロ・ネネ

ツ自治管区のセヴェロ・ルースコエ鉱床とその周辺の複数のサテライト鉱床である。それらの鉱床の

ライセンスを保有するのは、タルコサルネフチェガスという子会社である。セヴェロ・ルースコエ鉱

床とその周辺の複数のサテライト鉱床の商業生産は 2019 年に開始され、2022～2024 年にプラトー

（ガスコンデンセートが 100 万ｔ/年、石油が 400 万 t/年）が達成される予定になっている。 

 その他、NOVATEK は、2015 年に急激に生産量を伸ばしヤマロ・ネネツ自治管区最大級の液体炭化

水素の生産者となったアルクチクガスの株式の 53.3％と、ウレンゴイ鉱床のセヴェロ・ウレンゴイス

キー鉱区の複数の貯留層の開発に取り組んでいるノルトガスの株式の 50％を保有している。 

 アルクチクガスの歴史は、同社がヤマロ・ネネツ自治管区のウレンゴイ鉱床に隣接する、サムブル

グスキーをはじめとする複数の鉱区のライセンスを獲得した 1993 年から始まる。しかし、親会社の

ガスプロムは、それら鉱区のセノマニアン階のガスの埋蔵量が少ないためアルクチクガスへの関心

を失い、1990 年代半ばに同社を米国の Benton Oil & Gas に売却した。その時点では、アルクチクガス

が保有する鉱区の開発は行われていなかった。 

 2002 年になりユコスが当該の米国企業からアルクチクガスを買収した後に、ようやく事態が動き

出す。ユコスは、大量のガスの生産が可能だとみなし、アルクチクガスが保有する鉱区において積極

的な作業を開始したのである。最も有望な鉱区であるサムブルグスキー鉱区では商業生産に向けた

作業が着々と進められていたが、2004 年に勃発したいわゆる「ユコス事件」の影響で作業は中断さ

れてしまった。 
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 2007 年４月、ユコスの破産に伴い実施された同社の資産の競売を通し、エニネフチェガスという

ENI および Enel がロシアでのプロジェクトのために特別に設立した合弁企業（持ち株比率は前者が

60％、後者が 40％）がアルクチクガスを買収した。その際、複数の専門家たちが、「イタリア企業（ENI

と Enel）が、アルクチクガスが保有する鉱区の開発に単独で取り組むことはないだろう」との見解を

示していた。それらの専門家たちによれば、イタリア企業によるアルクチクガスの買収は、ユコスの

破産措置が合法的なものであることを国際社会に示すためのパフォーマンスである、とされていた。

その説の真偽はともかく、2009 年９月になり、ガスプロムが同合弁企業の株式の 51％を購入し、名

称がエニネフチェガスからセヴェルエネルギヤに変更されるという事態が生じたのは事実である。 

 2010 年６月になりガスプロムはセヴェルエネルギヤの株式 51％を、NOVATEK とガスプロムネフ

チの合弁であるヤマル・ラズヴィチエという会社に売却した。その時点で残りの 49％は、ENI と Enel

の合弁である「Artic Russia」が保有していた。2011 年秋になりセヴェルエネルギヤはガスプロムネフ

チの親会社であるガスプロムとの間でサムブルグスコエ鉱床で生産されるガスをすべてガスプロム

に売却することを規定した契約を締結した。さらに、NOVATEK との間では、同鉱床で生産されるガ

スコンデンセートを全量売却することを規定した契約を締結した。 

 2012 年４月に、サンブルグスコエ鉱床で、ガスの年間生産能力が 23 億㎥、ガスコンデンセートの

それが 30 万ｔの最初の生産コンプレクスが稼働を開始した。さらに、同年の 12 月には同じ生産能力

を有する２番目の生産コンプレクスが稼働を開始した。 

 生産が開始されたにもかかわらず、イタリアの２社は 2013 年にプロジェクトから撤退した。Enel

が保有していた合弁企業「Artic Russia」の株式の 40％はロスネフチに、ENI が保有していた同合弁企

業の株式の 60％は NOVATEK とガスプロムネフチにそれぞれ売却されることになった。しかし、ロ

スネフチのセヴェルエネルギヤへの資本参加は結果的に短期間で終わってしまう。同じ 2013 年にロ

スネフチは、シブネフチェガスの株式 100％と交換で、取得した合弁企業「Artic Russia」の株式の 40％

を NOVATEK に譲渡したのである。 

 さらに、2014 年４月になり、NOVATEK とガスプロムネフチはアルクチクガスにおける双方の持

ち株比率を同等に近いものにするということで合意に達し、アルクチクガスにおける株主と持ち株

比率の変更プロセスに終止符が打たれることになった。それ以降、セヴェルエネルギヤにおける有効

持ち株比率は、NOVATEK が 53.3％、ガスプロムネフチが 46.7％ということで変化していない。ここ

で混乱を避けるために再度言及しておくが、セヴェルエネルギヤは、鉱区のライセンスを直接保有す

るアルクチクガスの株式の 100％を保有する会社である。2014 年９月にサムブルグスコエ鉱床の３

番目の生産コンプレクスが稼働を開始し、同鉱床の生産能力はガスが 70 億㎥/年に、ガスコンデンセ

ートが 90 万ｔ/年にそれぞれ増加した。 
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 サムブルグスコエ鉱床の３番目の生産コンプレクスが稼働を開始する少し前の 2014 年４月には、

サムブルグスキー鉱区内のウレンゴイ鉱床で最初の生産コンプレクスが稼働を開始した（同鉱床で

は、アチモフ層が開発の対象になっている）。そして、2014 年 12 月に早くも年換算でガスが約 70 億

㎥、ガスコンデンセートが 250 万ｔという設計生産量を達成することに成功した。そして、その数日

後にコンデンセート脱エタン装置の第２トレインを含む２番目の生産コンプレクスが稼働を開始し

た。その結果、ウレンゴイ鉱床のサムルグスキー鉱区の総生産能力は、ガスが 130 億㎥、脱エタン・

ガスコンデンセートが 470 万ｔ以上に達した。 

 2015 年４月にアルクチクガスは、傘下３番目の鉱床であるヤロ・ヤヒンスコエにおいて商業生産

を開始した。同鉱床の設計生産量はガスが 77 億㎥/年、ガスコンデンセートが 130 万ｔ/年とそれぞ

れ評価されている。 

2015 年の通年でアルクチクガスは 700 万ｔ以上のガスコンデンセートを生産し、ロシア最大級の

ガスコンデンセート生産者となった（その生産水準は 2018 年時点でも維持されていた）。 

 アルクチクガスの今後の液体生産量の生産動向は、石油生産の動向にも左右されることになるだ

ろう。現在、同社が保有する鉱床での石油生産量は合計で年間 30 万ｔ未満にとどまっているが、ピ

ーク時には年産 200 万ｔが達成される見込みとなっている（もっとも、以前には年産 600 万ｔいう数

字が、さらにそれより以前には年産 1,000 万ｔという数字が目標として掲げられていた。すなわち、

アルクチクガスの石油生産のポテンシャルは下方修正の方向で見直されている）。   

NOVATEK の最新の戦略によれば、アルクチクガス傘下の鉱床での石油の生産量は 2019 年から増

加し始め、2020 年には同社の液体炭化水素の総生産量は 1,000 万ｔを超える、とされている。年産

1,000 万ｔ強の生産水準は 2026 年（同年を含む）まで維持される予定となっている。 

 

（表Ⅱ-16） アルクチクガス傘下の生産性が最も高い鉱床 

鉱床名 開発開始

年 

PRMS 基準による年初

の確認埋蔵量、100 万

ｔ 

石油とガスコンデンセートの生産量、1,000ｔ 

2015 2018 2015 2016 2017 2018 

ウレンゴイスコエ 2014 n.a 87.8 5,382 5,879 5,943 5,989 

（出所）NOVATEK。 

 

ノルトガスもまた、ガスプロムが興味を示さなかった鉱床において 1990 年代より活動している会

社である。もっとも、より正確に言えば、ノルトガスの活動の対象となっているのは鉱床ではなく、
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特定のガス層である。すなわち、セヴェロ・ウレンゴイスキー鉱区内のウレンゴイ鉱床のネオコム層が

同社の活動の対象となっている。ちなみに、当該の鉱床のセノマニアン階の開発にはガスプロムが取

り組んでいる。 

ノルトガスは 1993 年に、ガスプロム（持ち株比率は 51％）と米国の Bechtel Energy（44％）の合弁

企業として設立された。ノルトガスの株式の残りの５％は、ファルハド・アフメドフというロシアの

実業家が獲得した。米国の Bechtel Energy はやがてプロジェクトからの撤退を決断し、保有する株式

をアフメドフに売却した。その結果、ノルトガスにおけるアフメドフの持ち株比率は 49％に達した。

公式的にはアフメドフはノルトガスにおける少数株主という位置づけであったが、実際には主要株

主であるガスプロムの意向を無視するような形でノルトガスの経営に直接関与していた。しかし、

2001 年にガスプロムのトップが交代してから状況が一変した。ガスプロムが、旧経営陣が自分たち

と関係が深い外部企業に不透明な形で譲渡していた資産を取り戻すという作業を開始したからだ。

しかし、アフメドフはノルトガスの株式の 49％を保持し続けることに成功した。その後、2005 年に

なり、ガスプロムとアフメドフは和解に達したが、それによりノルトガス傘下の鉱床の開発が急激に

進むことはなかった。その一方で、アフメドフが自らが保有するノルトガスの株式の売却を検討して

いるとの情報が定期的に出ていた。 

2012 年に NOVATEK が、アフメドフからノルトガスの株式の 49％を取得した。翌 2013 年にはノ

ルトガスの増資が行われ、NOVATEK の持ち株比率が 50％に達した。それ以降、ガスプロムと

NOVATEK は対等の立場でノルトガスの経営に取り組んでいる。NOVATEK の資本参加は、ノルトガ

スの生産量の増加につながった。2013 年秋に、計画されていた２番目と３番目のガスのアップグレ

ーダーが稼働を開始した。その結果、ノルトガス傘下の鉱床のガスの生産能力は 100 億㎥/年に、ガ

スコンデンセートのそれは 140 万ｔ/年にそれぞれ増加した。そして、ノルトガスは 2014 年に早くも

設計生産能力を達成した。しかし、それ以降は減産が続いている（2018 年の生産量は 62 万ｔであっ

た）。 

ちなみに、2014 年にガスプロムは自らが保有するノルトガスの株式 50％の管理運営権を子会社の

ガスプロムネフチに譲渡している。ガスプロムネフチがやはりガスプロムからの委任を受け、

NOVATEK と同等の立場でガスコンデンセートの生産に取り組んでいるアルクチクガスの例を勘案

すると、ノルトガスにおけるこの措置は非常に合理的なものだといえる。 

NOVATEK の戦略によれば、同社の液体炭化水素の生産量は 2020 年までに 1,300 万ｔ以上に達す

る、とされている（合弁企業の分も含めた数字）。さらに、同戦略によれば、2025～2030 年には、そ

の数字が約 1,800 万ｔに達する、とされている。 
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（８）スラヴネフチ 

 同社の親会社はガスプロムネフチとロスネフチで、同社の株式の 50％ずつを保有している。同社

は、ハンティ・マンシ自治管区とクラスノヤルスク地方で石油の生産を行っているが、生産のピーク

は 2005 年で、同年には 2,420 万ｔが生産された。それ以降、生産量は減少傾向にあり、2017 年の数

字は 1,500 万ｔ未満にとどまった（表Ⅱ-17）。 

 

 スラヴネフチが保有する主要鉱床の概要は以下の通りとなっている。 

タイラコフスコエ鉱床 残存埋蔵量と生産量の点でスラヴネフチ傘下の鉱床の中で最大規模を誇る。オ

ビネフチェガスゲオロギヤ（地質探査を専門とする会社で、2000 年にスラヴネフチに買収された）

がライセンスを保有している。同鉱床は 1960 年代に発見されたが、①ハンティ・マンシ自治管区南

部のアクセスが困難なエリアに所在する、②西シベリアの産業の中心地から遠く離れている、③地質

構造が非常に複雑である（地下 3,000ｍ以上の大深部のジュラ紀層に油層が存在し、しかも高粘度の

石油が埋蔵されている）といった問題点が存在したため、同鉱床での探鉱作業は一時中止され、1983

年になりようやく再開されることになった。そして、ソ連が解体する 1991 年末までに合計で約 40 本

の探鉱井が掘削された。ただ、その間に、道路や PL 等のインフラが整備されることはなかった。 

ソ連解体後、同鉱床の開発をいわゆるウヴァト・プロジェクトの枠内で実施するとの決定が採択さ

れた。すなわち、チュメニ州南部のウヴァト鉱床群と一緒にタイラコフスコエ鉱床の開発が実施され

ることになった。そのような開発方式は、インフラ整備費の節約を可能にするとみられていた。しか

し、スラヴネフチはタイラコフスコ鉱床の石油を南方のウヴァト鉱床群方面に輸送するのではなく、

北方に輸送することを決定し、同鉱床と子会社のメギオンネフチェガスが保有するノヴォ・ポクルス

コエ鉱床のアップグレーダーとを結ぶ長さ 300km の支線 PL の建設を開始した。タイラコフスコエ

鉱床の本格的な開発は 2005 年より開始されたが、2010 年に同鉱床は早くもスラヴネフチが保有する

鉱床の中で最も高い生産性を示すようになった。それを可能にしたのは、水平井の掘削とフラクチャ

リングの実施であった。 

 2012 年に同鉱床では年産 430 万ｔが達成されたが、結果的にはそれがプラトーとなり、その後は

減産傾向が観察され始めている。2014 年のオビネフチェガスゲオロギヤの年次報告書には、「タイラ

コフスコエ鉱床の石油生産量の減少は、油層の含水率の上昇と井戸の日産量の減少の影響によるも

のである」と記されている。2018 年の同鉱床の生産量は約 260 万ｔであった。 

 

ヴァチンスコエ鉱床 ライセンスはスラヴネフチ・メギオンネフチェガスが保有している。開発は 1965

年に開始されたが、それ以降、スラヴネフチの主力鉱床の役割を果たしている。同鉱床の生産のピー
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クは 1980 年で、同年には 910 万ｔの石油が生産された。しかし、その後、生産量は減少に転じ、1993

～1994 年には 300 万ｔ/年の水準にまで落ち込んでいた。また、その時点での資源枯渇率は 65％、含

水率は 85％にそれぞれ達していた。その後、1990 年代半ばから同鉱床ではフラクチャリングが実施

されるようになったが、そのことは大きな効果を生み生産量が再び上昇カーブを描くようになった。

そして、2003～2009 年の時点では同鉱床はメギオンネフチェガス傘下の鉱床の中でも、スラヴネフ

チ全体の中でも最も生産性の高い鉱床となっていた。ちなみに、同鉱床では 2005 年に生産の２度目

のピークが訪れ、同年の生産量は 570 万ｔ近くに達した。その後生産は減少に転じ、ここ数年は 300

万ｔ弱の水準で推移している。ただ、生産水準は安定している。同鉱床では埋蔵量が増加傾向にある

という事実から判断して、今後も長期的にスラヴネフチの主力鉱床の座を維持するものと予測され

る。 

 

（表Ⅱ-17） スラヴネフチと主要子会社の生産量 

（単位 1,000ｔ） 

企業名 2008 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 

スラヴネフチ 

メギオンネフチェガス 

オビネフチェガスゲオ

ロギヤ 

19,571 

13,113 

1,485 

17,864 

9,698 

4,293 

16,802 

9,102 

3,806 

16,186 

8,949 

3,062 

15,475 

8,924 

3,510 

15,001 

8,714 

3,256 

14,304 

7,992 

3,003 

13,814 

7,636 

2,641 

（出所）スラヴネフチ。 

 

（表Ⅱ-18）スラヴネフチが保有する主要鉱床 

鉱床名 開発開始

年 

PRMS 基準による年初

の確認埋蔵量、100 万

ｔ 

石油生産量、1,000ｔ 

2015 2018 2015 2016 2017 2018 

タイラコフスコエ 

ヴァチンスコエ 

2005 

1965 

130.8 

123.1 

140.8 

124.0 

3,510 

2,921 

3,248 

2,940 

2,984 

2,700 

2,628 

2,717 

１）速報値。 

（出所）スラヴネフチ。 

 

 スラヴネフチが西シベリアに未開発大規模鉱床を保有していないことを勘案すると、同社の同地
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域での生産量が今後も減少し続けるのは確実であろう。 

 

（９）その他の会社 

 西シベリアで液体炭化水素の生産を行っているその他の会社の中で比較的規模が大きいものとし

ては、トムスクネフチ（ロスネフチとガスプロムネフチの合弁企業）、サルィム・ペトロリウム・デ

ヴェロップメント（以下 SPD、ガスプロムネフチとシェルの合弁企業）、メッソヤハネフチェガス（ロ

スネフチとガスプロムネフチの合弁企業）の３社の名を挙げることができる。 

 

トムスクネフチ 

 トムスクネフチは 20 年以上にわたりトムスク州およびハンティ・マンシ自治管区の複数の鉱床の

開発に取り組んでいる。同社のソ連時代の生産のピークは 1989 年で、同年には 1,480 万ｔの石油が

生産された。垂直統合の原則に従いロシアの石油分野の改編が行われていた 1994 年に、トムスクネ

フチは、トムスク州で活動する複数の主要石油生産企業を統合する「東部石油会社」という垂直統合

型石油会社の傘下に入った。1990 年代中頃の時点のトムスクネフチの石油生産量は年間 1,100 万ｔ

の水準で推移していた。 

 

（表Ⅱ-19） トムスクネフチ、SPD、メッソヤハネフチェガスの石油生産量 

（単位 1,000ｔ） 

企業名 2009 2011 2013 2014 2015 2016 2017 2018 

トムスクネフチ 

SPD 

ﾒｯｿﾔﾊﾈﾌﾁｪｶﾞｽ 

10,869 

7,650 

0 

10,349 

8,460 

0 

10,152 

6,987 

0 

9,939 

6,550 

4 

9,898 

6,109 

3 

9,558 

6,166 

707 

9,163 

6,141 

3,159 

8,612 

6,136 

4,466 

（出所）ガスプロムネフチ。 

 

 1997 年にミハイル・ホドルコフスキーと彼のパートナーたちが、民営化オークションを通し東部

石油会社の株式の 44％を取得した。そして、その直後より、トムスクネフチをはじめとする東部石

油会社傘下の石油生産企業のユコスへの統合作業が開始された。そして、その統合プロセスは 2000

年までに完了した。 

 西シベリアの多くの石油生産企業がそうであったように、トムスクネフチも 2000 年代前半に急激

な増産に成功した。そして、会社成立後最高の生産水準である 1,890 万ｔ/年が、2004 年に達成され

ることになった。しかし、2004 年末までに、いわゆるユコス事件がユコスの倒産と清算の形で終焉
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を迎えることが明らかになった。当然のことであるが、その関係で、ユコスはトムスクネフチへの投

資を止めてしまった。その結果、トムスクネフチの石油生産量は 2005 年になり激減することになる。 

 2007 年に入り破産宣告を受けたユコスの資産の競売が一斉に行われたが、その際に、ロスネフチ

がトムスクネフチを買収した。その直後、ロスネフチはトムスクネフチの株式の 50％をガスプロム

ネフチに売却した。それ以降、ロスネフチとガスプロムネフチは対等の立場でトムスクネフチを管

理・運営している。 

 現在、トムスクネフチは年産量を 1,000 万ｔの水準で安定させることを最大の目標として掲げてい

る。そして、その目標を達成するために、中小の鉱床の開発にも積極的に取り組むようになっている。 

 トムスクネフチの現在の生産量の約半分を、ソヴェツコエ、ヴァフスコエ、クラピヴィンスコエの

３鉱床が占めている。トムスクネフチが保有する鉱床の中で、年産量が 100 万ｔを超えるのは、当該

の３鉱床のみとなっている。それら３鉱床の現状は以下の通りとなっている。 

 

ソヴェツコエ鉱床 サマトロールの南東方面に位置する鉱床で、ハンティ・マンシ自治管区とトムス

ク州にまたがり所在する。トムスクネフチ傘下の鉱床の中では最大規模を誇り、石油の原始埋蔵量は

２億 5,000 万ｔ、残存埋蔵量は 4,230 万ｔとそれぞれ評価されている。発見されたのは 1962 年で、

1966 年より商業生産が開始された（同鉱床は、トムスクネフチが最初に開発をてがけた鉱床である）。

ソヴェツコエ鉱床の累積生産量は１億 8,000 万ｔを超えており、含水率も 94～95％という高い水準

に達している。生産のピークは 1970 年代の中盤で、年産 650 万ｔを記録していた。しかし、その後

減産傾向が顕著となり、2000 年代初め時点で年産量は約 260 万ｔにまで低下していた。 

 サマトロール同様に、ソヴェツコエ鉱床も多数の生産層で構成されており、生産水準安定化の鍵は、

やはり、「リャブチク」と呼ばれている油層が握っている。同鉱床では新しい井戸の掘削が積極的に

行なわれているものの、ここ数年、生産量は減少し続けている。 

 

ヴァフスコエ鉱床 その大部分がサマトロールの東方のハンティ・マンシ自治管区ニジネワルトフ

スク地区に所在するが、一部はトムスク州に所在する。発見されたのは 1965 年で、1976 年から商業

生産が開始された。1986～1987 年が生産のピークで、その頃の年産量は 260 万ｔに達していた。 

 2009 年からトムスクネフチは同鉱床の縁辺において複数の新しい井戸の掘削を開始すると同時に、

既存の井戸に関してはそれまで未開発となっていた油層へのシフトを進めた。さらに、2014 年から

同社は、同鉱床のチュメニ層をターゲットとする複数の水平井掘削プログラムに取り組み始めた。こ

の措置は当初は大きな効果を生み、2015 年に同鉱床はトムスクネフチ傘下の鉱床の中で最も高い生

産性を示した。しかし、2016 年に再び減産傾向が観察され始め、2018 年もその傾向が続いた。 
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クラピヴィンスコエ鉱床 オムスク州とトムスク州の境界線付近に位置する鉱床で、1969 年に発見さ

れた（同鉱床の南東部、すなわちオムスク州部分は切り離され、現在、そのエリアのライセンスはガ

スプロムネフチが保有している）。 

インフラが未整備であったことと、西シベリアの巨大鉱床と比較すると生産ポテンシャルが小さ

いことがネックとなり、同鉱床の開発は遅れ、生産が開始されたのは 1998 年になってからであった。

トムスクネフチが発表している情報によれば、同鉱床の商業生産可能埋蔵量は 2001 年から 2010 年

にかけ５度にわたり上方修正され、最終的に当初の 1.5 倍に増加した、とされている。2000 年代末か

ら 2010 年代初めにかけ、トムスクネフチが新たに掘削する生産井の約 80％が同鉱床に集中するとい

う状況が続いていた。生産のピークは 2012 年で、同年には 220 万ｔ以上の石油が生産された。しか

し、その後、一貫して減産が続いている。確認埋蔵量も減少傾向にあり、同鉱床の減産は今後も長期

的に続くものと予測される。 

 

サルィム・ペトロリウム・デヴェロップメント（SPD） 

 1996 年にシェルとロシアの石油会社「エヴィホン」（当時はシビルエナジーの子会社だったが、現

在はガスプロムネフチの傘下に入っている）の対等出資で設立された合弁企業。SPD は、ハンティ・

マンシ自治管区のサルィム鉱床群の開発ライセンスを保有しているが、同鉱床群はヴェルフネ・サル

ィムスコエ、ザパドノ・サルィムスコエ、ヴァジェルィプスコエの３鉱床で構成されている。 

 ヴェルフネ・サルィムスコエ鉱床で石油ガス層が発見されたのは 1966 年のことであった。他の２

つの鉱床でも地質探査が実施されていたが、1980 年代半ばまでは成果がでなかった。しかし、1987

年に探鉱井の掘削を通しザパドノ・サルィムスコエ鉱床で石油ガス含有層が発見された。また、1989

年にはヴァジェルィプスコエ鉱床が発見された。サルィム鉱床群に属する鉱床の中で最も規模が大

きいのはザパドノ・サルィムスコエ鉱床で、その原始可採埋蔵量（C1＋C2）は 1980 年代末時点で１

億 1,330 万ｔと評価されていた。他の２つの鉱床の埋蔵量は、合計で約 4,000 万ｔと評価されている

（各 2,000 万ｔ）。 

 エヴィホンは民間企業であったが、1992 年にサルィム鉱床群の探査・開発ライセンスを獲得する

ことに成功した。ライセンス協定の条件に従い、同社はプロジェクトのパートナーとなる外資を選定

するテンダーを実施し、その結果、シェルがパートナーとなった。その後、エヴィホンとシェルは合

弁企業「SPD」を設立し、同合弁企業にエヴィホンが保有していたライセンスを譲渡した。その時点

では、サルィム鉱床群の開発は PSA 方式で実施される予定となっていた。しかし、なかなか PSA 契

約を締結することができず、そうこうしているうちに、2003 年にロシア連邦法の改訂が実施され、
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PSA 契約を締結することが事実上不可能となった。そのような状況を受け SPD の株主たちは 2003 年

末に、通常の税制下でプロジェクトの実現に取り組むことを決定した。 

 SPD は 2005 年 11 月にまずザパドノ・サルィムスコエ鉱床の商業生産を開始し、翌 2006 年にはヴ

ェルフネ・サルィムスコエ鉱床とヴァジェルィプスコエ鉱床の商業生産を開始した。その結果、2006

年夏の時点で SPD の累積生産量が早くも 100 万ｔを超えた。そして、2011 年にサルィム鉱床群の生

産量は、プラトーの 850 万ｔ/年に達した。しかし、翌年の 2012 年から生産は減少に転じ、その後、

減産テンポは加速していった。SPD は 2016 年になりようやく減産に歯止めをかけ生産水準を安定さ

せることに成功したが、その時点で年産量は 610 万ｔにまで落ち込んでいた。SPD によれば、水平井

を掘削し多段階フラクチャリングを実施したことが生産の安定化に結び付いた、とされている。SPD

は、そのような措置を実施することにより 2020 年までに年産量を 700 万ｔにまで回復させることを

目標として掲げている。 

 

メッソヤハネフチェガス  

同社は、ヤマロ・ネネツ自治管区北部のギダン半島に所在するヴォストチノ・メッソヤハとザパド

ノ・メッソヤハという２つの鉱床で構成されるメッソヤハ鉱床群の地下資源利用ライセンスを保有

している。鉱床群は 1980 年代に発見されたが、長期間にわたり未分配ファンドに残されたままにな

っていた。1980～1990 年代にどの石油会社も同鉱床群に興味を示さなかったが、それは、同鉱床群

がトランスネフチの幹線 PL に代表される輸送インフラから遠く離れた場所に所在しているからであ

った。 

 ある独立系の石油会社が 1998 年にメッソヤハ鉱床群の開発ライセンスを取得したが、その会社は

1999 年にスラヴネフチに買収され、会社名を「メッソヤハネフチェガス」に変更した。2002 年にス

ラヴネフチの株式の過半が、シブネフチ（現ガスプロムネフチ）と TNK（後に TNK-BP となり、さ

らにその後ロスネフチに買収された）が対等出資で設立した合弁企業に買収された。2011 年になり

ガスプロムネフチと TNK-BP（当時）は、メッソヤハネフチェガスをスラヴネフチから分離独立させ、

同社の株式をそれぞれ 50％ずつ取得した。それと同時に、ガスプロムネフチをメッソヤハ鉱床群開

発プロジェクトのオペレーターにすることが決定された。先にも述べた通り、TNK-BP は 2013 年に

ロスネフチに買収されたので、現時点では、ガスプロムネフチとロスネフチがメッソヤハ鉱床群開発

プロジェクトの権益保有者となっている。 

 新しい幹線 PL「ザポリャリエ～プルペ」経由での石油輸送を念頭に置き、ヴォストチノ・メッソ

ヤハ鉱床で生産インフラの整備が開始されたのは 2014 年のことであった。積極的な地質探査が実施

された結果、その時までに、メッソヤハ鉱床群の石油の可採埋蔵量は４億 5,000 万ｔ近くにまで増加
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していた。ただ、その全量が回収困難カテゴリーに属する埋蔵量となっている。 

 2016 年にヴォストチノ・メッソヤハ鉱床では商業生産が開始された。オペレーターであるガスプ

ロムネフチの評価によれば、同鉱床の石油とガスコンデンセートの可採埋蔵量は３億 4,000 万ｔ以上

に達する、とされている。初年度の 2016 年の同鉱床の生産量は 70 万ｔ強であったが、2017 年には

その４倍以上の年産 320 万ｔを達成することに成功した。ヴォストチノ・メッソヤハ鉱床のプラトー

は 650 万ｔ/年に設定されており、2020 年に達成される見込みとなっている。 

 メッソヤハネフチェガスが保有する２番目の鉱床「ザパドノ・メッソヤハ」の開発開始時期は未定

で、近いうちに開始される予定はない（現在、同鉱床では探査が続けられている）。メッソヤハネフ

チェガスが保有する２鉱床と幹線 PL「ザポリャリエ～プルペ」を結ぶ支線 PL の輸送能力が 700 万

ｔ/年であることを勘案すると、ピーク時でも２鉱床の生産量の合計値が 700 万ｔ/年を超えることは

ないと考えられる。 

 

 

第Ⅲ章. ロシアのガス分野の現状 

 

１.生産 

表Ⅲ-１からもわかる通り、ロシアのガス生産量（随伴ガスを含む）は 2003 年以降増加に転じ、2005

年から 2013 年までは 2009 年を除き毎年 6,500 億～6,700 億㎥/年という高い水準を維持していたが、

これは主として 2000 年以降の石油の急激な増産に伴い随伴ガス（石油に随伴する形で産出されるガ

ス）の生産量が増加したことによるもので、非随伴ガス（遊離ガス）の生産量は、2009 年を除き 6,000

億㎥/年前後の水準でほとんど変化していなかった。さらに、2014 年以降 2016 年までは、国内需要と

輸出の停滞の影響を受けガスプロムが生産量を意識的に減少させた関係で非随伴ガスの生産量が

6,000 億㎥を大きく下回るようになったため、随伴ガスの生産量の漸増傾向は続いているものの、全

体の数字は 6,400 億㎥前後の水準で推移することになった。しかし、2017 年は気象条件の影響で国内

需要が伸びた他、輸出が非常に好調であったため非随伴ガスの生産量が増加し、全体の数字も前年比

8.0％増の 6,911 億㎥に達した。2018 年も前年に引き続き輸出が好調であったことや、ヤマル LNG プ

ロジェクトの資源基盤であるユジノ・タンベイスコエ鉱床でガスの生産が開始されたこともあり、通

年の生産量は好調であった前年をさらに約５％上回る 7,252 億㎥に達した。 
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（表Ⅲ-１） ロシアのガス生産量１） 

（単位 10 億㎥） 

 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 

ロシア全体 

ガスプロム 

653 

556 

653 

549 

665 

550 

582 

462 

650 

509 

671 

513 

655 

487 

668 

487 

642 

444 

636 

418 

640 

419 

691 

471 

725 

498 

１）随伴ガスを含んだ数字。 

（出所）各種資料より当会作成。 

 

ロシア最大の生産量を誇る生産者はガスプロムだが、同社のプレゼンスは低下傾向にあり、2007 年

時点では 80％を超えていたロシア全体のガス生産量に占めるシェアが、2018 年時点では 69％にまで

落ち込んでいた。実数ベースの数字も減少傾向にあり、2007 年時点で約 5,500 億㎥に達していた年産

量が、2014 年から 2016 年までは 4,500 億㎥前後の水準で停滞していた。2017 年以降はガスの輸出量

の伸びに伴い生産量も増加に転じており、2018 年は 4,980 億㎥に達したが、全盛期と比較するとかな

り見劣りする数字だといえる。 

 ロシアで２番目にガス生産量が多い会社は NOVATEK で、2018 年の生産量は前年比 8.5％増の 688

億㎥であった（ガスプロムネフチとの合弁企業「セヴェルエネルギヤ」、ガスプロムとの合弁の「ノ

ルトガス」、トタル等との合弁の「ヤマル LNG」の分を含む）。NOVATEK の場合、100％子会社のユ

ルハロフネフチェガスとタルコサルネフチェガスの生産量は資源枯渇の影響で急激に減少している

が、2018 年は合弁企業のヤマル LNG（ユジノ・タンベイスコエ鉱床）で生産量が増加したので、全

体の数字も増加した。なお、NOVATEK は長期契約に基づく納入義務を遂行するため外部企業から少

量ではあるがガスを購入しており、2018 年のガスの販売量は生産量を上回る 721 億㎥に達した。 

ロシアで３番目にガス生産量が多い会社はロスネフチで、2018 年の生産量は 673 億㎥に達した。

ただ、ロスネフチが生産するガスの過半はマネタイゼーションが困難な随伴ガスで占められており

（随伴ガスを商品として販売するには精製が必須となるが、ロスネフチのガス精製部門は未発達と

なっている）、単独では需要家との間で締結した契約に伴う義務を遂行することが困難になっており、

同社はガスプロムからガスを購入することを余儀なくされている。 

以下、2018 年のガス（随伴ガスを含む）生産量が多かった会社を列挙すると、ガスプロムネフチ：

372 億㎥（合弁企業分を含めた数字）、ルクオイル：178 億㎥等となる。なお、ルクオイルはウズベキ

スタンでもガス生産を行っており、2018 年には 134 億㎥を生産した（合弁企業におけるルクオイル

の取り分）。 
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２. 輸出 

2014 年までロシアの生ガス（PL ガス）の輸出量は停滞傾向にあったが（ロシアの生ガスの輸出は

ガスプロムが独占的に行っている）、2015 年以降は一貫して増加しており、2018 年の輸出量は前年比

4.9％増の 2,206 億㎥に達した。また、輸出価格が上昇した関係で金額ベースの伸び幅は数量ベースの

それを大きく上回り、前年比 28.8％増の 491 億ドルに達した。2015 年以降の輸出の伸びを牽引した

のは、欧州をはじめとする遠い外国への輸出の好調さであった。たとえば、2015 年と 2016 年は、遠

い外国への輸出量がそれぞれ前年比で 10％以上増加した（ロシア連邦関税局発表の数字）。ガスプロ

ム発表の数字によれば、2018 年も遠い外国への輸出量は前年比で 3.8％増加し、過去最高の 2,018 億

㎥に達したとされている（ガスプロム発表の数字には外国産ガスの転売分や地下貯蔵設備からの抽

出分も含まれるので関税局発表の数字よりも大きくなる）。 

2015 年以降の遠い外国への輸出量の増加の主因は、ガスプロムの長期契約に基づく輸出価格が６

～９か月前の油価水準を基準として変動することになっているため、2015 年下半期に入ったころか

ら急激に下落し始め、スポット市場で取引される LNG をはじめとする他国のガスに対する価格競争

力が強化されたことにある。油価が 2017 年から上昇に転じたこともありガスプロムの輸出価格も上

昇しているが、依然として LNG や他国のガスに対する価格競争力を維持することに成功している。

さらに、欧州域内の鉱床（たとえば、オランダのフローニンゲン鉱床）の生産量が減少傾向にあるこ

とや、国内需要が伸びている関係でアルジェリアのガスの輸出余力が限界に達しつつあることも、ガ

スプロムの遠い外国への輸出量の増加に貢献したとみられている。2018 年の主要相手国別のガスプ

ロムの輸出状況を見ると最も輸出量が多かったのは従来通りドイツで、585 億㎥が輸出された。以下、

トルコ：239 億㎥、イタリア：228 億㎥、ベラルーシ：203 億㎥、英国：143 億㎥、フランス：129 億

㎥、オーストリア：123 億㎥、ポーランド：98 億㎥、オランダ：79 億㎥、ハンガリー：74 億㎥、チ

ェコ：65 億㎥と続いている（ガスプロム発表の数字）。なお、ロシア産生ガスの欧州（トルコを除く）

向けの主要な輸出ルートは、ウクライナ経由のルートとノルドストリーム経由のルートの２つであ

るが、2018 年のそれぞれのルート経由の輸出量は前者が約７％減の 868 億㎥（ちなみに、ウクライ

ナ経由のトラジット輸送量が最も少なかったのは 2014 年で約 600 億㎥であった）、後者が約 15％増

の 588 億㎥であった（ウクライナのトランジット・ルートの設計輸送能力は 1,200 億㎥/年、ノルドス

トリームのそれは 550 億㎥/年となっている）。 

 2018 年時点でロシアでは、ガスプロムが権益の 50％プラス１株を保有するサハリン２のプラント

と、NOVATEK が主要株主になっているヤマル LNG（2017 年 12 月から第１トレインが稼動を開始し

た）で LNG の生産が行われていたが、同年の出荷量は順に約 1,000 万ｔと 830 万ｔであった（前年

の数字は順に約 1,030 万ｔと約 30 万ｔ：Vygon Consulting 発表の数字）。ちなみに、ロシア連邦関税
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局によれば、2018 年のロシアの LNG の輸出額は前年比 66.6％増の 53 億ドルだったとされている。 

 

３. 2018 年のガス分野での目立った動き 

 石油分野同様にガス分野でも 2018 年に様々な注目すべき動きが観察されたが、以下では、それら

のうち、我々が最も重要と考えるものをいくつか紹介する。 

 

揺らぐ資源基盤 

ガスプロムの資源基盤の現状は決して楽観を許すものではなく、たとえば、同社の生産量の６～７

割程度を占めるといわれるヤマロ・ネネツ自治管区のナディム・プル・タズ地区のメドヴェジエ、ウ

レンゴイ、ヤンブルグ、ザポリャルノエの４つの大規模鉱床の状況（正確に言えば、それらの鉱床の

セノマニアン１）と呼ばれているドライガス層の状況）は年々悪化している。主要４鉱床のうち最も

古い鉱床は 1972 年に生産を開始したメドヴェジエで、セノマニアン階の原始埋蔵量（C2 を含む）は

２兆 2,000 億㎥と評価されている。ピーク時の 1978～1991 年には、毎年 700 億㎥前後のガスが生産

されていたが、現在は 100 億㎥/年を割り込んでいる。ナディム・プル・タズのガス鉱床の場合、資

源枯渇率（累積生産量を原始埋蔵量の数字で除算して導き出される数字）が 80～85％を超えると商

業生産が不可能になるといわれているが、メドヴェジエの資源枯渇率はすでに当該の数字に達して

おり、いつ商業生産が停止されても不思議ではない。ちなみに、地層圧が低くなりすぎた関係で、同

鉱床で現在生産されているガスは長距離輸送が困難となっており（200km 以上の距離の輸送は困難

だといわれている）、そのほとんどすべてが自家用として利用されているものと推測される。 

ウレンゴイは 1978 年に生産を開始した鉱床で、原始埋蔵量は周辺の鉱床も含めると９兆 9,000 億

㎥に達すると評価されている（C2 カテゴリーを含む数字）。同鉱床では 1980 年代の半ばから 1990 年

代の半ばまで年産 3,000 億㎥前後の生産水準が維持されていたが、その後、資源の枯渇に伴い年産量

は減少しており、現在は 1,000 億㎥前後となっている。なお、同鉱床のセノマニアンのガスの資源枯

渇率は 75％に達するといわれており、あと 10 年強で同鉱床でも上記のメドヴェジエと同じような状

況が生じる可能性がある。 

ヤンブルグは原始埋蔵量が５兆㎥と評価されている鉱床で、1986 年から商業生産が開始されてい

る。生産のピークは 1996 年で年産 1,740 億㎥を達成した。その後、周辺のサテライト鉱床の開発も

開始されたが、生産量は減少傾向にあり、現時点での年産量は 1,000 億㎥未満と推定される。なお、

同鉱床のセノマニアンのガスの資源枯渇率は 65％に達するといわれており、現在の生産水準が続け

ば、やはりあと 10 年程度でメドヴェジエと同じような状況が生じる可能性がある。 

ザポリャルノエは原始埋蔵量が３兆 3,000 億㎥（うち、セノマニアンのガスが２兆 6,000 億㎥を占
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める）と評価されている鉱床で、2001 年に商業生産が開始されている（すなわち、４鉱床の中で最も

新しい鉱床である）。同鉱床では今も年産 1,300 億㎥の水準が維持されているが、看過できないのは、

同鉱床では 2017 年より最初の昇圧用のコンプレッサーステーションが導入され、2018 年には２基目

のステーションが導入されたという事実である。これは、資源の枯渇に伴い地層圧が低下しており、

コンプレッサーステーションを導入しないと生産水準の維持が困難になっていることを意味する（言

うまでもないが、コンプレッサーステーションの導入はガスの生産コストの上昇を意味する）。ナデ

ィム・プル・タズ地区の鉱床の場合、概ね資源枯渇率が 50％を超えるとコンプレッサーステーショ

ンの導入が必要になるといわれているが、ザポリャルノエの場合も資源枯渇率がすでに 50％を超え

たと考えてよいであろう。ザポリャルノエの原始埋蔵量はウレンゴイやヤンブルグより小さいので、

今の生産水準を維持できるのはせいぜいあと数年ではなかろうか。 

このようにこれまでガスプロムの屋台骨を支えてきたナディム・プル・タズの大規模鉱床はいずれ

も開発後期に入りつつあり、今後、さらに急激に生産量が減少する危険性があるので、ガスプロムは

現在、生産拠点をヤマル半島に移す作業に取り組んでいる２）。ヤマル半島における代表的な鉱床は原

始可採埋蔵量が４兆 9,000 億㎥と評価されているボヴァネンコヴォで、2012 年秋から最初の生産コ

ンプレクスの稼動が開始された。その後、第２生産コンプレクスと第３コンプレクスも建設され、

2018 年末時点での生産能力は 1,150 億㎥/年に達していた（2018 年の同鉱床の年産量は公表されてい

ないが、2017 年の数字は 828 億㎥であった）。今後、同鉱床では 2020 年代半ばにはウェットガス層

の開発も開始され生産能力が 1,400 億㎥/年に達すると見込まれている。さらに、2023 年ごろには、

ヤマル半島に所在するハラサベイという鉱床でも生産が開始されることになっているが、その生産

能力はピーク時でも 320 億㎥/年にすぎず、大勢に影響を及ぼすことはできないであろう。ヤマル半

島のその他の鉱床（クルゼンシュテルンスコエ、タンベイスコエ等。いずれも、規模はボヴァネンコ

ヴォよりはるかに小さい）の開発は遅れ気味となっており、ある時期を境にナディム・プル・タズの

主要鉱床の減産分をヤマル半島の新鉱床の増産分で補填することが難しくなる可能性も十分に考え

られる。 

 

LNG プロジェクトをめぐる動き 

 ロシアでは現在、複数の LNG プラント建設プロジェクトが検討されているが、本稿では、それら

のうち 2018 年中に大きな進展が見られた NOVATEK のヤマル LNG プロジェクトとすでに具体的な

検討が開始されている NOVATEK の次のプロジェクト「アルクチク LNG２」の現状の他、サハリン

２の第３トレイン、バルト LNG といったプロジェクトの概要をご紹介する。 
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ヤマル LNG ヤマル半島東部に所在するユジノ・タンベイスコエ鉱床（2017 年末時点での SEC 基

準の埋蔵量の数字は 6,830 億㎥）を開発すると同時に、同鉱床付近に年間生産能力 1,650 万ｔ（第４

トレインの分も含めると約 1,740 万ｔ）の LNG プラントを建設することを念頭に置いたプロジェク

トで、ロシアの NOVATEK、フランスのトタル、中国の CNPC とシルクロード基金が出資しているプ

ロジェクトカンパニー「ヤマル LNG」がその実現に取り組んでいる。 

工事は予定を大きく上回るテンポで進められており、第１トレインが 2017 年 12 月に稼働を開始

したのを皮切りに、第２トレインが 2018 年夏に、第３トレインが 2018 年 11 月末にそれぞれ当初の

計画よりも数か月から１年早く稼働を開始している。その他、一部には、2018 年９月から国産の技

術を採用した年間生産能力 90 万～95 万ｔの第４トレインの建設が開始され、2019 年第４四半期に

は稼働を開始するという情報も存在する（Vygon Consulting 資料）。 

 ヤマル LNG は、壮大かつ挑戦的な事業を実現する力がロシアにあることを内外に示すという政治

的使命も帯びていると筆者は認識しているが、その関係もあり、同プロジェクトは、①資源基盤であ

るユジノ・タンベイスコエ鉱床を対象とする 12 年間＜もしくは、累積生産量が 2,500 億㎥に達する

まで＞採掘税を免除するという措置、②ヤマル LNG にガスプロムを通さず直接 LNG を輸出する権

利を供与するという措置、③連邦予算の資金でサベッタ港を建設するという措置（そのために連邦予

算から 700 億ルーブル以上が拠出された）、④サベッタ港付近の海域の浚渫工事を連邦予算の資金で

実施するという措置（北極海での浚渫工事には数十億ルーブルの資金が必要になるし、実施できる期

間も限定されている）、⑤国民福祉基金を通しヤマル LNG が発行するボンドを 1,500 億ルーブル分購

入するという措置、⑥政府系銀行であるズベルバンクとガスプロムバンクを通し 36 億ユーロを融資

するという措置、といった破格ともいえる支援を連邦政府から享受している。これが、ヤマル LNG

の最大の特徴のひとつだといえよう。ただ、このプロジェクトには不透明な点がいくつか残されてい

る。まず気になるのは、東廻りルートの通年利用の可能性である。東廻りルートを利用すれば、１年

間を通し西廻りよりも遥かに短い日数で LNG をアジア市場に届けることができる、というのがこの

プロジェクトの最大のセールスポイントのひとつであるはずだが、①冬場（所与の年の 12 月から翌

年の６月末ごろまで）に一定以上でのスピードでの航行を可能にする強力な原子力砕氷船が存在し

ない（リジェルという出力 120MW の強力な原子力砕氷船を建造する計画は存在するが、資金面・技

術面での問題が存在し完成時期は未定となっている）、②サベッタ以東カムチャッカ付近まで非常時

にタンカーが寄港できる港が存在しない、③計画はあるものの LNG の積み替え基地がまだ建設され

ていない（一般海域で耐氷性の高いタンカーを航行させるのは経済的に見て不合理なのでルートの

途中で通常海域用のタンカーに LNG を積み替える必要がある）といった阻害要因が存在し、2018 年

にサベッタから出荷された約 830 万ｔの LNG のうち直接アジア太平洋諸国（中国）の港に届けられ
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たのは４タンカー分（合計で約 30 万ｔ。いずれも７～10 月に輸送された）にとどまった３）。また、

さかんに喧伝されている「液化コストの安さ」というこのプロジェクトのもうひとつのセールスポイ

ントについても疑念が残る。外気温度が低いので液化コストが安くなるのは事実だが、その一方で、

北極圏に数千人（工事の最盛期にはその数が万単位になった可能性も考えられる）にも及ぶ労働者用

の快適な居住空間を人工的に構築しそれを維持するための莫大なコストがかかるのも否定し難い事

実で、総合的に見た場合にコストが安いといえるのかどうか微妙のような気がする。なお、ヤマル

LNG の資源基盤であるユジノ・タンベイスコエ鉱床のプラトー時のガス生産量は 270 億㎥に設定さ

れているが（『石油と資本』社資料）、LNG 生産そのものに必要になるのは 200 億㎥強で、残りは

自家用（居住空間の維持等）に使用されるのではないかと推測される。さらに、「ヤマル LNG の資

源基盤は盤石で、しかも、原料となる天然ガスの調達コストも安い」と NOVATEK 側は喧伝してい

るが、この点についても若干疑念が残る。プラントと鉱床が隣接しているので天然ガスの調達コスト

が安いのは事実だと思うが、資源基盤が万全と言えるかどうかは微妙のような気がするのだ。ヤマル

半島のガス鉱床の場合も、ガス層は地表から近い順にトゥロン、セノマニアン、ヴァランギニアン、

アチモフの４つに大別できるのだが、トゥロンとアチモフは難しいガス層で、事実上開発の対象には

なり難い。先にも述べた通り、ユジノ・タンベイスコエ鉱床の埋蔵量は SEC 基準では 6,830 億㎥と評

価されているが、もし SEC 基準の数字がすべてセノマニアンのガスで、しかもその回収率が 100％

に達すると仮定しても（その可能性は低いと思うが）、可採年数は 25 年程度ということになる（埋蔵

量の数字にヴァランギニアン、アチモフ、トゥロンの数字が含まれていれば、可採年数がもっと短く

なる可能性がある）。今後、同鉱床で探査が続けられ埋蔵量が大幅に増加すれば話は別だが、今出て

いる数字から判断する限りでは、資源基盤が盤石だとは言い切れないような気もする。 

アルクチク LNG２ NOVATEK は、ヤマル半島に隣接するギダン半島にヤマル LNG よりも若干規模

の大きい LNG プラント「アルクチク LNG２」（年間生産能力 660 万ｔのトレイン３基で構成される

予定）を建設することも計画しており、2016 年夏ごろからその実現に向けた準備作業を開始してい

る。資源基盤になるのはギダン半島に所在するウトレンネエ（サルマノフスコエ）鉱床であるが、そ

の埋蔵量はロシアの基準で約２兆㎥とされている。ただ、これは予想埋蔵量に相当する C2 カテゴリ

ーを含めた数字なので参考にすべきではないだろう。より評価基準が厳しい SEC 準拠の数字を知り

たいところだが、今のところ 2014 年時点の数字（約 2,400 億㎥）しか公表されていない。 

 NOVATEK は同プロジェクトへの外部投資家の誘致作業に積極的に取り組んでおり、2019 年３月

には自社の大株主であるフランスのトタルに権益の 10％を 25 億 5,000 万ドルで売却することに成功

している。ただ、本稿を執筆している 2019 年３月下旬時点ではこの 25 億 5,000 万ドルの内容は明ら

かにされていない。すなわち、それが権益 10％だけを念頭に置いた額なのか、プロジェクトカンパ
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ニーの株主に課せられる投資義務の一部も含まれているのかという点は不明となっている。より具

体的に言えば、アルクチク LNG２のプロジェクト総額は 210 億ドルと評価されており、仮にその７

割を株主が拠出する資金で賄い、残り３割を融資で賄うとすれば、権益の 10％を保有するトタルは

約 15 億ドルの投資義務を負うことになるわけだが、その分（もしくはその一部）が 25 億 5,000 万ド

ルの中に含まれているかどうかが現時点ではわからないのである。NOVATEK はさらに権益の 30％

を外部企業に売却することを計画しており（つまり、手元に権益の 60％を残す意向を示している）、

2019 年３月時点で中国の CNPC、サウジアラムコ、日本の三井と三菱、韓国の Kogas 等と交渉を行

っていたが、NOVATEK のミヘリソン社長はこれまで何度も「他のパートナーのプロジェクトへの参

入コストは、トタルのそれよりも高くなる」との発言を繰り返している（『コメルサント』紙、2019.3.6）。

したがって、トタルが支払った 25 億 5,000 万ドルの中に投資義務分が含まれていないとすれば、ト

タル以外の外部投資家のプロジェクトへの参入コスト（権益の 10％を獲得することを想定した場合）

が、投資義務分を含めると 50 億ドル近くに達する可能性も考えられる。 

 現在の NOVATEK の計画では、2019 年中に投資決定が採択され、第１トレインが 2023 年末に、第

２トレインが 2024 年末に、第３トレインが 2025 年末にそれぞれ稼働を開始する予定となっている

が（Vygon Consulting の資料より）、制裁の影響で上記のヤマル LNG 同様に資金調達が難航するのは

ほぼ確実なので、トレインの稼働開始時期が遅れる可能性も考えられる。また、技術面での問題が原

因で工期が遅れる可能性（同プロジェクトでは人工のプラットフォームの上にプラントを建設する

という斬新な工法が採用されることになっている）、ならびに、設備投資額が当初の見積もり（210 億

ドル）を上回る可能性も考えられる。その他、同プロジェクトも上記のヤマル LNG 同様に、液化コ

ストの安さとアジア市場へのアクセスの良さをセールスポイントとしているが、やはり、その評価に

は慎重を期する必要があるのではなかろうか（その理由は、上記のヤマル LNG の項で説明した通り

である）。 

 

サハリン２の第３トレイン サハリン２は石油を主体とするピルトゥン・アストフスコエ鉱床、および、

非随伴ガスを主体とするルンスコエ鉱床を対象とするPSAプロジェクトで、ガスプロム、シェル、三

井物産、三菱商事が出資するサハリンエナジーが開発に取り組んでいる（出資比率は、順に50％+１

株、27.5％－１株、12.5％、10％）。 

サハリンエナジーは、ピルトゥン・アストフスコエ鉱床で1999年より夏季限定での石油生産を開始

し、2008年12月に通年の生産・輸出に移行していたが、2009年からはルンスコエ鉱床での非随伴ガス

の商業生産とサハリン島南部のプリゴロドノエに建設された２トレインで構成されるLNGプラント

の操業も開始した。同プラントの設計生産能力は960万ｔ/年であるが、2018年には1,000万ｔ強が生産
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され、990万ｔが出荷された（日本が610万ｔ４）、台湾が190万ｔ、韓国が140万ｔなどとなっている）。 

ガスプロムとシェルはプラントの第３トレインの建設を視野にいれており、2014年２月には第３

トレインのFEED（基本設計）作業の実施を規定したメモランダムを取り交わしている。その時点の

計画では、2015年末に第３トレイン建設に関する投資決定が採択され、2020年に稼動を開始する予定

となっていた（『石油ガス垂直統合』誌、2014.17-18）。ただ、このプロジェクトは資源基盤の問題を

抱えており、そのことが第３トレイン建設プロジェクトのタイムスケジュールに否定的影響を及ぼ

している。業界内では、「サハリン２の既存の資源基盤だけでは第３トレインの需要は満たせず、サ

ハリン１、もしくは、ガスプロムがライセンスを保有するサハリン３からガスを調達する必要がある

（第３トレインの需要を満たすには年間約80億㎥のガスが必要となる）」との説が有力となっている

のだが、サハリン１側との交渉は停滞しているし、対ロ制裁の影響でサハリン３（ユジノ・キリンス

コエ鉱床）の開発の見通しも全くついていない５）。その関係もあり、2018年夏ごろにFEEDは完了し

たものの、投資決定の採択時期は未定となっている。サハリン１のガスの調達の目処がたつか、ある

いは、サハリン３（ユジノ・キリンスコ鉱床）に対する制裁が解除され開発の目処がたつかしない限

り、すなわち、資源基盤確保の見通しがたつまでは第３トレインの建設が開始されることはないので

はなかろうか。 

 

バルトLNG ガスプロムが取り組んでいるプロジェクトで、ヤマロ・ネネツ自治管区北部の鉱床を

資源基盤とする生産能力1,000万ｔ/年のプラントをレニングラード州のウスチルガ港周辺に建設する

ことを想定している。2015年春にガスプロムはシェルとの間で、共同でプロジェクトの実現に取り組

む旨を記したメモランダムを取り交わしたが、具体的な進展は見受けられなかった。その後、2016年

秋になり両社は新たな協力協定を締結し、今度こそ進展があるかと期待されたが、やはり具体的な動

きはなく、2017年３月にガスプロムは、「当初、プラントは2021年末に稼働を開始する予定であった

が、現在の見通しでは、2022～2023年になる見込みである。さらに、計画文書完成後にその時期が再

度（延期の方向で）見直される可能性もある」というトーンダウン気味の発表を行った（『ヴェード

モスチ』紙、2017.3.13）。このガスプロムの慎重な発言の背景には、①資源基盤として想定されてい

るヤマロ・ネネツ自治管区の鉱床から建設予定地のウスチルガまでのガスの輸送距離は3,000㎞にも

達しコストがかかる、②ノルドストリーム２がフル稼働を開始すると十分な量のガスが確保できな

くなる可能性がある（ノルドストリーム２と同じ資源基盤を想定している可能性が高いため）、③バ

ルト海には狭い海峡が複数存在し大型タンカーの利用が困難であるが、そのこともコスト高につな

がる可能性がある、④LNG市場での競争が激化しており販路を確立するのが困難、⑤資金調達を担当

することになっていたガスプロムバンクが事業性の確保が困難との判断に基づき2016年２月にプロ
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ジェクトから撤退した関係で資金調達スキームがほぼ白紙の状態となっている、といった複数の問

題が存在した。ガスプロムとシェルは粘り強くプロジェクトの実現に取り組んでいるようだが、上に

列挙した問題が未解決のままとなっていることや、ヤマルLNGやアルクチクLNG２といったライバ

ルプロジェクト（現状では、両プロジェクトのLNGの大半が欧州市場に供給される可能性が高い。そ

の他、上で述べた通り、資源基盤をめぐりノルドストリーム２と競合する可能性もある）の存在を勘

案すると、その先行きには不透明感が漂う。 

 

シベリアの力をめぐる動き 

 このプロジェクトではシベリアの力という中国向けガス PL の建設の他、アムール州でのガス精製

工場とガス化学工場の建設等が実施されることになっているが、それらの進捗状況は以下の通りと

なっている。 

 

シベリアの力の建設 シベリアの力とは、2014 年５月にガスプロムと中国の CNPC が締結した最大

で年間 380 億㎥のロシア産ガス（メタン）を中国に輸出することを規定した長期（30 年）契約を遂

行するために建設されている、サハ共和国のチャヤンダ鉱床を起点にアムール州の中国国境付近の

ブラゴヴェシチェンスクに至る総延長約 2,200km のガス PL の名称である。工事は 2015 年ごろから

開始されており、本稿を執筆している 2019 年３月下旬時点では鋼管の敷設がほぼ完了していた。今

後、コンプレッサーステーションの建設が行われ 2019 年 12 月 20 日より中国へのガスの供給が開始

されることになっている。2020 年時点での中国へのガスの供給量は 46 億㎥、2021 年には 100 億㎥に

とどまる予定だが、その後供給量は段階的に増加し、2025 年には 380 億㎥に達する見込みとなって

いる。ただ、１番目の資源基盤と位置付けられているサハ共和国のチャヤンダ鉱床だけでは当該の量

を供給できないので、2025 年までに、２番目の資源基盤と位置付けられているイルクーツク州のコ

ビクタ鉱床の開発と同鉱床とチャヤンダ鉱床とを結ぶ 800km のガス PL の建設が行われることにな

っている。 

 このプロジェクトは政治的に非常に重要なプロジェクトなので強引に実現される可能性が高いが、

経済的合理性の観点からみると非常に問題の多いプロジェクトだといえる。最大の問題点は、資源基

盤となるチャヤンダ鉱床の構造が非常に複雑で地層圧も異常に低いという事実である。構造が非常

に複雑であるため生産量が限定される見込みで、ロシアの評価基準では埋蔵量が１兆 4,000 億㎥に達

するといわれているのに、ピーク時の年産量は 250 億㎥にとどまるとみられている。また、地層圧が

異常に低い関係で生産コストが高くなるのは避けられず、ヤマロ・ネネツ自治管区の同様の規模の鉱

床の数倍に達するともいわれている。さらに、地層圧の低さがガス資源の回収率の低さ（資源が早期
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に枯渇する可能性）に直結する危険性も考えられる。なお、２番目の資源基盤と位置付けられている

コビクタも構造が複雑といわれており、生産量が伸び悩む可能性が考えられる（埋蔵量はチャヤンダ

の倍近い２兆 7,000 億㎥に達するのに、ピーク時の生産量はチャヤンダとほぼ同じ水準にとどまると

みられている）。また、チャヤンダのガスにもコビクタのガスにもヘリウムが含有されており（含有

率は前者が 0.5％、後者が 0.3％。これはヘリウムの含有率としては非常に高い数字である）、ロシア

政府がその回収をガスプロムに対し義務付けていることも厄介な問題だといえる。両鉱床のガスか

らは莫大な量のヘリウムが回収される見込みなので、当面はそれに見合った需要を確保するのは不

可能とみられている。このため、ガスプロムはチャヤンダとコビクタの井戸元に巨大な膜分離装置を

建設しヘリウムを回収し、当面需要が見込める分だけをシベリアの力経由で輸送し残りは地下に再

圧入することを計画している。巨大な膜分離装置のランニングコストが莫大なものとなるのは必至

であるし、当面は回収するヘリウムの大半を売却できないのであるから、ヘリウム事業が巨額の赤字

を生むのはほぼ確実である。 

 資源基盤と目されているチャヤンダとコビクタの両鉱床の特性、ならびに、ヘリウム・ファクター

の存在を勘案すると、シベリアの力プロジェクトの事業性の確保は非常に難しいと判断され、将来ガ

スプロムにとって大きな重荷となる可能性も十分に考えられる。 

 

ガス精製工場とガス化学工場の建設 チャヤンダのガスもコビクタのガスもヘリウムの他に、エタン

や NGL を多く含むいわゆるウェットガスであるため、エタンおよび NGL をロシア国内で回収した

後、メタン中心のガスを中国に供給することになっている。貴重なヘリウム、エタン、NGL を無料

で中国にプレゼントする必要はない、という発想がそこにはある。ただ、それらの成分を回収するに

は、巨大なガス精製工場と、そこで抽出された成分を原料として化学製品を生産するガス化学工場を

建設する必要がある。２工場ともアムール州の先行社会経済発展地域「スヴァボドヌィ」に建設され

る予定だが、精製工場の方はすでに建設が開始されており、第１期工事分は 2021 年に稼働を開始す

る予定となっている。その後２期工事も実施され、2025 年に設計生産量が達成される見込みとなっ

ている。同ガス精製工場では（２期工事完成後）年間最大で 420 億㎥のガスが精製され、エタンが

260 万ｔ、LPG が 160 万ｔ、ヘリウムが 6,000 ㎥、商品ガス（メタン）が 380 億㎥生産されることに

なっている。内陸部のアムール州に巨大なガス精製工場を建設するという作業は様々な困難を伴う

と予測されており、総工費は「シベリアの力」の総工費（１兆 1,000 億ルーブル）に匹敵する１兆ル

ーブル弱に達すると見込まれている（『石油と資本』社資料）。ガス精製工場の生産物のうち、メタン

は中国に、エタンはガス化学工場にそれぞれ供給される予定となっているが、LPG とヘリウムの販

路は確定しておらず（特に LPG の場合は、輸出関税率次第では販路の確立に苦慮する可能性がある）、
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プロジェクトの事業性に否定的影響を及ぼす可能性もある。また、そもそも、チャヤンダとコビクタ

から事業性の確保を可能とする量のガスが供給されない可能性も存在する。 

 ガス化学工場（アムール・ガス化学工場）はシブール（NOVATEK のミヘリソンとチムチェンコが

大株主となっている）により建設されることになっている。同工場では、エタンを原料としてエチレ

ンが生産され、さらにそれを原料とする各種ポリマーが生産されることになっている（2019 年３月

時点では、精製工場から供給される LPG も原料として利用することが検討されていた）。2018 年５

月のペテルブルグ国際経済フォーラムの際にガスプロムとシブールのそれぞれの経営陣がエタンの

長期（20 年間）売買契約に署名しているが、当該の文書によれば、アムール・ガス精製工場からガス

化学コンプレクスに毎年 200 万ｔのエタンが供給される予定となっている。ただ、既述の通り、チャ

ヤンダもコビクタも非常に難しい鉱床なので、年間 200 万ｔものエタンが長期的に安定して供給さ

れる保証はどこにもない。また、仮にエタンに加ええて LPG も原料にするとしても、同様の懸念が

残る。しかも、LPG を原料とした場合にはエタンと比較してエチレンの得率が低下するという問題

が生じる可能性がある。経済的観点からみると非常に難しいプロジェクトであるが、国家の威信をか

けた「シベリアの力」プロジェクトと直接的な関係を有するプロジェクトなので、シブールには計画

を破棄するという選択肢は残されていないのかもしれない。シブール側の発表によれば、ガス化学コ

ンプレクスの投資決定は 2019 年中に採択される予定となっている。 

 

ウクライナ迂回 PL 

 ガスプロムはウクライナ経由で年間 800 億～900 億㎥のガスを欧州に輸出しているが（2017～2018

年の実績。既述の通り、ウクライナのトランジット・ルートの輸送能力は約 1,200 億㎥といわれてい

る）、ウクライナとの現行のトラジット契約は 2019 年 12 月に切れることになっている。このため、

ガスプロムはウクライナとの間で契約延長に関する交渉を行っているが、それと並行して、ウクライ

ナを経由しないで欧州市場に至るノルドストリーム２とトルコストリームという２つの新ガス PL

（いわゆるウクライナ迂回 PL）の建設を進めている。以下では、それら２つの新 PL の建設の進捗状

況を紹介する。 

 

ノルドストリーム２ ノルドストリームはサンクトペテルブルグの北方のヴィボルグを起点にバレン

ツ海を経由してドイツのグラフスバルドまで至る総延長約 1,200 ㎞の海底 PL で、ガスプロム、

Wintershall、エーオン、ガスニー、GDF スエズが出資するプロジェクトカンパニー「ノルドストリー

ム」が事業主体となり、2011 年秋に輸送能力 275 億㎥/年の１列目を、2012 年秋に２列目をそれぞれ

完成させている（この１列目と２列目がノルドストリーム１に相当する）。ガスプロムの公式見解に
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よれば、ノルドストリームの建設の目的は、欧州市場において将来予想されるロシア産ガスに対する

需要の伸びに対応することにある、とされているが、同プロジェクトが浮上した背景には、ソ連解体

後に定期的に生じているガスプロム（ロシア）と欧州に供給されるロシア産ガスの主要トランジット

国であるウクライナとの間の「紛争」が絡んでいるとの見方が優勢となっている。紛争は時として欧

州へのガスの供給にも支障をもたらしていたため、ウクライナを迂回して欧州に向かう PL の建設が

必要との認識が、ガスプロムのみならず欧州諸国の間でも強まり、それがノルドストリームの建設に

つながったというのである。このため、ノルドストリームは後述のトルコストリームなどと共に「ウ

クライナ迂回 PL」と呼ばれることが多くなっている。 

 ノルドストリームの２列目が完成した直後から、ガスプロムはウクライナへの依存度をさらに低

減させることを目的として同 PL の３列目と４列目を建設することを検討し始めた。これがノルドス

トリーム２と呼ばれているプロジェクトで、１列目と２列目と並行して同じ輸送能力の３列目と４

列目が建設されることになっている（ただし、１列目と２列目とは異なり、ロシア側の起点はウスチ

ルガになる）。ガスプロムの 100％子会社のノルドストリーム２というプロジェクトカンパニー６）の

手で工事（海中部分の鋼管敷設工事）はすでに開始されており、2018 年秋時点で 200 ㎞分以上の鋼

管の敷設が完了していた。このプロジェクトには米国が強い難色を示しており制裁発動の可能性も

示唆しているが、ロシアのノヴァク・エネルギー大臣は、仮にプロジェクトが制裁の対象になったと

しても予定通りに 2019 年末までに工事を完了させる、と明言している（『RIA ノーヴォスチ』、

2018.10.9）７）。ただ、計画通りに建設が完了しても、ノルドストリーム２の操業に制限が加わる可能

性は残っている。現在、欧州委員会ではノルドストリーム２への事実上の管理強化を念頭に置いたガ

ス指令の改正法案の採択に向けた協議が続けられているが、もしノルドストリーム２の稼働開始前

に同改正案が採択されれば、同 PL の稼働率が 50％に制限される可能性があるとされているからだ

（『ヴェードモスチ』紙、2019.2.18）。改正案採択時期に関しては EU 内のノルドストリーム賛成派（ド

イツがその中心となっている）と反対派の間で駆け引きが行われており、本稿を執筆している 2019

年３月下旬時点では事態は流動的となっていた。 

 

トルコストリーム このプロジェクトは、サウスストリーム・プロジェクトの後継プロジェクトと位置

付けられている。サウスストリームは、ウクライナを迂回する新たな欧州向け天然ガス輸出ルートを

構築することを切望するガスプロムが中心になり取り組んでいた総額 235 億ユーロの巨大プロジェ

クトで、ロシアのガス鉱床を起点に黒海経由でバルカン諸国とハンガリーを通過しアルプス山麓の

イタリアのタルビジオ近くのガス輸送システムに到達する総延長約 2,400 ㎞、輸送能力 630 億㎥のガ

ス PL を建設することが想定されていた。工事は 2011 年末から開始され、ガスプロムは 2014 年 11 月
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までにロシア部分の PL 整備のために 46 億 6,000 万ドルを投下していた。また、黒海横断部分用の鋼

管の発注も済ませており、2014 年 11 月時点で１列目用の鋼管 30 万ｔ近くがすでに納入されていた。

対ロ制裁などの影響もありサウスストリームの建設作業に若干の支障が生じていたのは事実である

が、2014 年 11 月時点では同プロジェクトの中止を予測する者は誰もいなかった。ところが、12 月１

日になり、トルコ訪問中のプーチン大統領が、サウスストリームの実現を阻害しようとしているとし

て欧州委員会を激しく非難した上で、サウスストリームの建設を中止する意向を突然表明した。この

プーチン大統領の発言を受け、プロジェクトを推進してきたガスプロムのミレル社長は、「わが社は

現在、黒海を横断する PL を建設し、想定されていた 630 億㎥をトルコ方面に振り向けることを計画

している」と述べ、サウスストリームの代替と位置付けられるトルコストリームという名称の PL を

建設する意向を表明した。 

トルコストリームもウクライナ迂回 PL のひとつと位置付けられており、黒海を横断してトルコ方

面に向かう長さ 900km 強、輸送能力 157 億 5,000 万㎥の PL が２列建設されることになっている（ガ

スプロムは３列目、４列目を建設することも視野に入れているようだが、まだ具体的な動きはない）。

１列目は、トルコ国内にガスを供給することを想定している。そして、２列目は複数のトラジット国

を経由して欧州の南部と南東部の国々にガスを供給することを想定している。欧州に至るルートと

しては、①ブルガリア、セルビア、ハンガリーそしてスロバキアを経由してオーストリアのバウムガ

ルテン・ハブに至るルート、②ギリシャ経由でイタリアに至るルートの２つが検討されていたが、

2019 年１月にガスプロムは①のルートを選択し、2019 年中に約 600 億ルーブルを投下して同ルート

のセルビア区間（長さ 400km 強、ブルガリアからセルビアの入口の輸送能力は 110 億㎥/年で、セル

ビアからハンガリーへの出口の輸送能力は 90 億㎥/年となる）の拡張工事を実施することを正式に発

表している（『コメルサント』紙、2019.1.25）。 

なお、トルコストリームの海中部分での鋼管の敷設作業は 2017 年５月に開始され、2018 年 11 月

下旬にほぼ完了している。ガスプロムの見通しでは、今後、トルコの陸上区間での建設作業が行われ、

2019 年末より同 PL 経由での欧州へのガス供給が開始されることになっている。 

 

第Ⅲ章注釈 

１）ヤマロ・ネネツ自治管区（ヤマル半島も含む）のガス鉱床の主要ガス層を地表から近いところから順に列挙する

と、トゥロン、セノマニアン、ヴァランギニアン、アチモフとなる。また、2016 年時点の残存埋蔵量（ロシア基準の

A+B+C1 カテゴリー）は順に１兆 1,930 億㎥、９兆 5,960 億㎥、４兆 5,610 億㎥、２兆 5,650 億㎥となっている（ガス

プロム傘下の VNIIGAZ<全連邦天然ガス科学調査研究所>発表の数字）。列挙したガス層のうちトゥロンは地層圧が異

常に高く、これまで商業生産の対象となったことがない（ただし、ユジノ・ルースコエ鉱床で試験生産が行われてい



78 
 

る模様）。ヴァランギニアンもアチモフもウェットガスを埋蔵しているが、アチモフのガスにはパラフィン分が多く含

まれており、その生産コストはセノマニアンの数倍に達するといわれている。したがって、現時点で本格的な商業開

発の対象になるのは事実上セノマニアンとヴァランギニアンだけで、現在の生産水準が続けば 20 年強でヤマロ・ネ

ネツのガス資源が枯渇してしまう可能性も考えられる。 

２）ガスプロムはそれと同時に、ナディム・プル・タズ地区の開発中のガス鉱床の大深部に所在するガス層（ヴァラ

ンギニアン階、アチモフ層等）の開発にも積極的に取り組んでいる。ヴァランギニアンは地下 1,700～3,200m のとこ

ろに賦存するガス層で、ウェット成分を多く含むウェットガスが埋蔵されている。アチモフ階は地下 3,300m 以上の

ところに賦存するガス層で、ヴァランギニアンよりもさらにウェット成分の多いガスが埋蔵されている（ちなみに、

セノマニアン階のガスはメタン成分の割合が非常に大きいいわゆるドライガスである）。最近、セノマニアン階のガス

の枯渇に伴いヴァランギニアン階のガスの割合が増加しているが、特にその傾向は NOVATEK において顕著となって

おり、同社が生産するガスの約 70％がヴァランギニアンのウェットガスで占められている（以下、セノマニアンが

20％、アチモフが 10％となっている）。ガスプロムもヴァランギニアンとアチモフの開発に積極的に取り組んでいる

が、まだセノマニアン階への依存度が NOVATEK などと比べると圧倒的に大きくなっている。すなわち、現時点では、

ガスプロムのウェットガス層へのシフトは順調に進んでいるとは言い難い。 

３）2018 年にヤマル LNG の LNG を積載しサベッタから出航したタンカーの総数は 113 に達したが、そのうちの４隻

のみが直接東方（中国）に向かい、残りの 109 隻は欧州方面に向かった（『石油ガス垂直統合』誌、2019.3-4）。欧州方

面への LNG の輸送は 11 月下旬までは、サベッタを出航したタンカーが直接欧州の港まで LNG を輸送することが基

本となっていた。しかし、11 月下旬にノルウェーのホニングスヴォーグ港の近海で Ship to Ship 方式での積替え（Arc

７クラスのタンカーから一般海域用タンカーもしくは Arc２クラス程度のタンカーへの積替え）が開始されてからは

ノルウェーで積替えてから欧州方面に向かうケースが急増し、2018 年末までに約 160 万ｔの LNG がこの方式で欧州

方面に届けられた（換言すれば、11 月下旬以降はサベッタを出航したタンカーがそのまま欧州の港に向かうケースは

希となった）。なお、サベッタから出荷された LNG は中国に向かった４隻分を除きすべて欧州の港に届けられたが、

それらのうちの一部はスワップ契約の対象となっており、契約上の最終仕向け地がアジア諸国になっている可能性も

考えられる。さらに、ノルウェーでの Ship to Ship での積替えが成功してから、Arc７のタンカーが欧州の港に直接向

かうケースが激減しているが、この事実は、Arc７クラスのタンカーを一般海域で航行させることの経済的不合理性を

間接的に証明しているとの解釈も可能であろう。高い耐氷性は諸刃の剣のようなもので、一般海域では、（経済的合理

性の観点から見ると）致命的な欠点になることもあるのではなかろうか。 

４）JERA、東京ガス、九州電力、東邦ガス、東北電力、広島ガス、大阪ガス、西部ガスなどがサハリン２のガスを購

入している。 

５）同鉱床は 2015 年夏に米国の対ロ制裁の対象となった。同鉱床の開発は米国企業が生産する海中掘削装置を利用

して実施されることになっており、対ロ制裁が解除されなければ開発を開始するのは不可能とみられている。 
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６）当初の計画では、「ノルドストリーム２」社には Engie、OMV、シェル、Uniper、Wintershall が出資することにな

っていたが、ポーランドが反対したためまだ出資は認められていない。ただ、列挙した欧州企業５社は予定出資比率

に応じノルドストリーム２の建設費用を負担することに同意しており、たとえば、Uniper のプロジェクトへの累積投

資額は 2018 年秋時点で５億ユーロに達していた（oilcapital.ru、2018.11.14）。 

７）ロシア側は、ノルドストリーム２は純粋なビジネス・プロジェクトであると主張しているが、ウクライナとの間

の現行のガスのトランジット契約はちょうど 2019 年末で失効することになっているという事実を勘案すると、その

主張に素直に首肯するのは憚られる。 

 
 

第Ⅳ章. ロシアにおける石油ガス化学産業の現状 

   

概要 輸入代替の促進、あるいは、原材料の生産から高付加価値製品の生産へのシフトを標榜する

ロシアにとって石油ガス化学分野は非常に重要な意味を持つ。そのような事情もあり、ロシアの石油

ガス化学分野では今、複数の大規模プロジェクトが動き始めているが、全般的に苦戦を強いられてい

るとの印象が強い。いずれも極東地方のプロジェクトであるが、アムール州で進められているガス精

製工場建設プロジェクトとガス化学工場建設プロジェクト、沿海地方でロスネフチが取り組んでい

る東部石油化学会社建設プロジェクトなどがその典型であろう。 

それらのプロジェクトに共通する問題点としては、資源基盤の弱さ、マーケティングならびに細部

の詰めの甘さ、拙速気味に出される強気の声明と現実の乖離の大きさ等を挙げることができる。３つ

とも話題性が先行したプロジェクトで、事業性確保の道筋が明らかになるまでには相応の時間が必

要になるであろう。その他、ガスプロムがヤマロ・ネネツ自治管区で取り組んでいるポリエチレンプ

ラント建設プロジェクトのように始動してから 20 年以上も経過しているのに、いまだに完成の見通

しがたっていないものも存在する。ここでもやはり、マーケティングの甘さ（もっと厳しい言い方を

すればマーケティングという概念の欠如）という弱点が露呈される格好となっている。 

 

１．合成樹皮の生産・輸出入動向 

 

 合成樹脂は石油ガス化学分野における主力製品のひとつで、その需給動向を見ると当該国の同分

野のレベルをある程度把握することが可能になると筆者は考えている。そのような認識に基づき、以

下で、主要な合成樹脂（ポリエチレン、ポリ塩化ビニール（PVC）、ポリプロピレン、ポリスチレン、

PET、ポリウレタン）を取り上げそれぞれの生産と輸出入の動向を紹介する。 
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(１)ポリエチレン 

 ポリエチレンは低圧ポリエチレン（高密度ポリエチレン）、高圧ポリエチレン（低密度ポリエチレ

ン）、リニアポリエチレンの３つに大別することが可能だが、それぞれの生産と輸出入の動向は以下

の通りとなっている。 

 

低圧ポリエチレン パイプやフィルム生産用に使用されるポリエチレンで、ロシアでは、TAIF 傘下

のカザンオルグシンテズ（2015 年に同社は低圧ポリエチレンの生産能力を 20％増強し、現在の生産

能力は 54 万ｔ/年となっている）とニジネカムスクネフチェヒム、ルクオイル傘下のスタヴロレン、

および、ガスプロム傘下のガスプロム・ネフチェヒム・サラヴァトで生産されているが、2017 年のそ

れら４社の生産の合計値は前年比 10％減の 89 万 8,000ｔにとどまった。その主因は、主要生産者の

１つであるニジネカムスクネフチェヒムがリニアポリエチレンの生産量を増やすために、通常の低

圧ポリエチレンの生産量を大幅に減少させたことにある。同様の理由で 2018 年に入ってからも生産

の停滞傾向は続いており、上半期のロシア全体の数字は前年同期比２％減の 49 万 1,900ｔにとどま

った。 

列挙したメーカーの中で最も生産規模が大きいのはカザンオルグシンテズで、2017 年の生産量は

前年比４％増の 50 万 7,700ｔに達した。以下、スタヴロレン：前年比 12％減の 23 万 2,600ｔ（減産

の主因は修理点検のために８～９月に操業を一時停止したことにある）、ガスプロム・ネフチェヒム・

サラヴァト：前年比 15％減の９万 2,100ｔ（やはり、７～８月にかけ修理点検のために操業を停止し

たことが減産の主因だとみられている）、ニジネカムスクネフチェヒム：前年比 51.6％減の６万 5,600

ｔとなっている。 

 国内消費量が停滞しているにもかかわらず国内生産量が増加していた関係で、低圧ポリエチレン

の輸入量はつい最近まで減少傾向にあり、2012 年時点で 43 万ｔ以上に達していたものが 2016 年時

点では 15 万 3,600ｔにまで落ち込んでいた（主要な輸入相手国はウクライナや中東諸国）。しかし、

既述の通り、2017 年は国内の複数のメーカーが生産量を減少させたため輸入量は増加に転じ、前年

比 70.1％増の 26 万 1,300ｔに達した。さらに、2018 年に入ってからも、ブロー成形用ならびにフィ

ルム用の外国製低圧ポリエチレンへの需要が高まった関係で引き続き輸入量が増加しており、１～

４月期の数字は前年同期比 31.3％増の８万ｔに達した。 

 

高圧ポリエチレン 多層フィルム、ラミネートフィルム、ケーブル被覆等の生産に用いられるポリエ

チレンで、ロシアではシブール傘下のトムスク・ネフチェヒム、TAIF 傘下のカザンオルグシンテズ、

バシネフチ傘下のウファオルグシンテズ、ロスネフチ傘下のアンガルスクポリマー、ガスプロム・ネ
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フチェヒム・サラヴァトで生産されている。それらのー国内メーカーの生産能力の合計値は国内需要

を上回っており、2017 年に生産された 66 万 1,000ｔの高圧ポリマーのうち 20 万ｔ強が旧ソ連諸国や

中国等に輸出された。列挙したメーカーの中で輸出志向が最も強いのはトムスク・ネフチェヒムとカ

ザンオルグシンテズで、それぞれ生産する高圧ポリエチレンの 25～30％程度を輸出に供している。

一方、ロシアではラミネートフィルムや多層フィルムに用いられる高圧ポリエチレンはほとんど生

産されていないため輸入量の方も多くなっており、2017 年には欧州（Borealis 社、INEOS 社）、米国

（DOW 社）、ベラルーシ（ポリミル社）等から合計で約 10 万ｔの高圧ポリエチレンが輸入された。 

 現時点でも高圧ポリエチレンは一部の種類を除き全般的に生産過剰気味であるが、現在ガスプロ

ムが建設中のノヴォウレンゴイ・ガス化学コンプレクス（生産能力 40 万ｔ強/年）が稼働を開始する

ようなことになれば、その傾向がさらに強まるとみられている。 

 

リニアポリエチレン ストレッチフィルムなどの生産に用いられるポリエチレン。ロシアではカザン

オルグシンテズとニジネカムスクネフチェヒムが生産を行っていたが、前者が採算性の確保が困難

との理由から 2008 年に生産を中止してからは、後者がロシア唯一のリニアポリエチレンの生産者と

なっている。 

ストレッチフィルムの国内生産量の増加などに伴いリニアポリエチレンの国内需要は年々増加し

ており 2010 年時点で 17 万ｔであったものが、2017 年時点では 20 万ｔを大きく上回っていた。2017

年に国内唯一のリニアポリエチレンの生産者であるニジネカムスクネフチェヒムの生産量は前年の

約２倍の 14 万 1,200ｔにまで伸びたが、同社では共重合モノマーとしてブテンを使用したものしか

生産されていないこともあり（リニアポリエチレンには、その他、オクテンを使用したものやヘキセ

ンを使用したものがある）、輸入量はそれほど極端には減少せず、前年比約 20％減の 17 万 5,800ｔ

という比較的高い水準を維持した。ロシアにリニアポリエチレンを納入している主要メーカーとし

ては、Sabic（サウジアラビア）、Dow Chemical（米国）、Honam（韓国）、エクソンモービル（米国）、

Daelim（韓国）、Borealis（オーストリア）等の名を挙げることができる。 

ニジネカムスクネフチェヒムは最大で年間 20 万ｔのリニアポリエチレンを生産できると豪語して

いるが、20 万ｔ/年というのは通常の低圧ポリエチレンの生産能力も含めた数字であること（すなわ

ち、リニアポリエチレンの生産量を増やすには低圧ポリエチレンの生産量を減らす必要がでてくる）、

ならびに、ブテン系の（ブテンと共重合させた）リニアポリエチレンしか生産できないことを勘案す

ると、当該の数字を達成することはほぼ不可能だと判断される。2020 年以降にシブール傘下のザプ

シブネフチェヒムにおいてロシア市場で最も需要の高いオクテン系のリニアポリエチレンの生産が

開始されることになっているが、少なくともそれまでは、輸入への依存度が高い状態が続くことにな
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るであろう。ちなみに、ロシア政府も当面は輸入依存体質からの脱却は困難と判断しており、2010 年

から現在（2018 年 10 月）に至るまでリニアポリエチレンにはゼロ輸入関税率が適用されている。た

だ、ロシア唯一の生産者であるニジネカムスクネフチェヒムが 2016 年ごろから他のポリエチレンと

同じ 6.5％の関税率を適用することを政府に対し強く要求し始めているので、今後、リニアポリエチ

レンの輸入関税率免除措置が撤廃される可能性も十分に考えられる。 

なお、ロシアではゴミの分別がきちんと行われていないこともあり、再利用されるポリエチレンの量

は微量にとどまっており、2017 年時点で 3,100ｔにすぎなかった（しかも、その大半が輸入再生原料

だったといわれている）。 

 

(２)ポリ塩化ビニール 

 2000 年代半ばごろからロシアではポリ塩化ビニール（PVC）を原料としてサイディング（板状外壁

材）、フィルム、パイプ等を生産するメーカーの数が増えたことに伴って PVC の国内消費量も急増

し、2005 年時点で約 57 万ｔだったものが 2012 年には 111 万ｔに達した。ただ、その後国内需要は

停滞しており、2017 年は 100 万ｔ強にとどまった。一方、PVC の国内生産量はつい最近まで 60 万ｔ

/年前後の水準で推移してきたが、2014 年９月にルスビニルという新工場が稼働を開始してから増加

の傾向にあり、2017 年の数字は前年比 15％増の 90 万 6,200ｔに達した（そのうちの 97％が懸濁重合

PVC、３％が乳化重合 PVC であった）。 

 2017 年のロシアの主要工場別の PVC 生産量は、ルスビニル：前年比２％増の 31 万 2,700ｔ、サヤ

ンスクヒムプラスト：84.5％増の 26 万 3,500ｔ、バシキール・ソーダ会社：2.3％減の 24 万 3,000ｔ、

ヴォルグゴラード・カウスチク：1.7％減の８万 7,000ｔ、となっている。 

ロシア最大の生産量を誇るルスビニル（生産能力は 33 万ｔ/年）はロシアのシブールと欧州の Solvin

社（Solvay と BASF の合弁企業）の合弁工場で、ニジェゴロド州のクストヴォに所在する。既述の通

り、同合弁工場は 2014 年９月から PVC の生産を開始しているが（その他、苛性ソーダの生産も行っ

ている）、原料のエチレンはシブール傘下のシブール・クストヴォから調達している。ルスビニルは

ロシアで唯一の乳化重合 PVC の生産者としても知られており（ただし、2014 年秋まではサヤンスク

ヒムプラストでも生産が行われていた）、2017 年には約２万 7,000ｔの当該 PVC を生産した（ルス

ビニルの乳化重合 PVC 生産施設の能力は３万ｔ/年）。 

ロシアで２番目の生産規模を有するサヤンスクヒムプラストでは 2017 年に生産量が急増したこと

になっているが、これは、2016 年３月から７月にかけ、エチレンが調達できないため PVC の生産を

中止することを余儀なくされたことの影響を受け（エチレンの供給源であるアンガルスクポリマー

で事故が生じたため）2016 年通年の数字が例年になく悪かったため生じた数字のマジックで、特に
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2017 年の状況が良かったというわけではない。 

輸出入に関しては懸濁重合 PVC の情報しか入手できなかったが（mrcplast.ru、2018.1.16）、それに

よれば 2017 年の輸入量は前年比 60％減の約５万ｔだったとされている。輸入量が大幅に減少した背

景には、ルーブル安という要因の他に、原料不足の影響で前年に極端な不振に陥っていたサヤンスク

ヒムプラストの生産量が急激に回復したという要因が潜んでいるものと推測される。さらに、同様の

理由で 2018 年に入ってからも輸入の不振は続いており、上半期の数字は前年同期比 63％減の１万

1,900ｔにとどまった。輸入相手国の状況を見ると、数年前から中国が最大の相手国となっており、

2017 年も全体の９割以上に相当する４万 5,800ｔが同国から供給された。その一方で、ルーブル安や

国内生産の回復といった状況を背景にロシア製の懸濁重合 PVC の輸出競争力は強化されており、

2017 年には約 11 万ｔの懸濁重合 PVC がインド、セルビア、ウクライナ等に輸出された。なお、2018

年に入ってからも輸出量の増加傾向は続いており、上半期の数字は前年比 36.9％増の６万 1,600ｔに

達した。 

乳化重合 PVC に関しては正確な数字を入手できなかったが、2017 年時点での国内需要が約 12 万

ｔであったのに対し国内生産量は２万 7,000ｔにすぎなかったので、同年には９万ｔ強が輸入された

ものと推測される（正確な情報は入手できなかったが、国内生産量が少ない関係で、乳化重合 PVC

の輸入関税率もリニアポリエチレンなどと同様にゼロに設定されている可能性がある）。ロシアに乳

化重合 PVC を供給しているメーカーとしては Vinnolit や Vestolit の名を挙げることができるが、前

者はドイツと英国に、後者はドイツにそれぞれ工場を保有している模様である。 

なお、最新の情報によれば（mrcplast.ru、2018. 7.18）、ロシアの TAU ヒミヤという企業グループが

中国の TCC グループと共同で、バシコルトスタン共和国に所在するイシムバイスキー石灰工場の敷

地内に苛性ソーダ、PVC、合成ゴムの生産設備を建設することを検討しているようであるが、まだ FS

も実施されておらず、その実現の可能性は現時点では未知数となっている。 

 

(３)ポリプロピレン 

 ポリプロピレンはレジ袋、玩具、家具、台所用品、フィルム、フィルムヤーン、パイプ等の生産に

使用される樹脂で、ここ数年間の生産量は、2012 年：66 万ｔ、2013 年：86 万 1,000ｔ、2014 年：103

万 5,000ｔ、2015 年：127 万 4,000ｔ、2016 年：137 万 8,000ｔ、2017 年：約 140 万ｔと、順調に増加

している。増産の主因は、2013 年に相次いで２つの大規模生産施設が稼働を開始したことにある。

ひとつは、オムスク州のオムスク・ポリプロピレン工場“ポリオム”（以下、ポリオム）という年間生

産能力 21 万ｔの新工場で、2013 年２月より稼働を開始している。もうひとつは、トボリスク・ポリ

マーという年間生産能力 50 万ｔ強を持つ工場で（シブール・トボリスクの敷地内に所在する）、2013
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年夏に操業を開始している。2013 年以降のロシアのポリプロピレンの生産量の急激な増進を牽引し

たのは主としてこの２工場であると考えて差し支えないだろう。 

 2017 年の主要工場別のポリプロピレンの生産量は（mrcplast.ru、2018.1.29）、トボリスク・ポリマ

ー：51 万 500ｔ（前年比 10％増）、ニジネカムスクネフチェヒム：21 万 200ｔ（３％減）、ポリオ

ム：20 万 5,300ｔ（１％増）、トムスク・ネフチェヒム：14 万 1,500ｔ（15％増）、モスクワ製油所

とシブールの合弁企業であるネフチェヒミヤ（モスクワ市）：10 万 9,400ｔ（17％減）、ウファオル

グシンテズ：10 万 7,100ｔ（17％減：大幅な減産の主因は､2017 年３～４月に保守点検のために操業

を停止したことにある）、スタヴロレン：10 万 100ｔ（10％減）となっているが、列挙した工場の稼

働率は、一部の例外を除き 90％を大きく超えており（中にはトボリスク・ポリマーやポリオムのよ

うにほぼ 100％になっている工場もある）、このままいくと、ロシアのポリプロピレンの増産フェー

ズは間もなく終焉を迎える可能性が高い。 

国内生産量の急増やルーブル安の進行といった状況を背景に 2015 年のロシアのポリプロピレンの

輸入量は前年比で約 20％も減少したが、2016 年は欧州からの輸入量が目立って増加した要因なども

あって前年比 11.0％増の 16 万 7,200ｔに達した。2017 年も堅調さは続き、前年の数字を２％上回る

17 万 1,200ｔに達した。 

2017 年のポリプロピレンの種類別の輸入状況を見ると、前年に大幅に数字が伸びたホモポリマー

（100％プロピレンで構成されるポリプロピレン）の輸入は不振で、前年比 24％減の５万 5,100ｔと

なった。また、パイプやフィルムの生産に用いられることが多いランダムコポリマー（少量のエチレ

ンを共重合させたポリプロピレン）の輸入量も、スタヴロレンやトムスク・ネフチェヒムで同種のポ

リプロピレンの生産量が増加したこともあって減少に転じ、前年比４％減の３万 3,600ｔにとどまっ

た。一方、自動車部品、家電、冷凍食用トレーなどに使用されることが多いブロックコポリマー（ゴ

ム成分をホモ・ ランダムコポリマーに均一微細に分散した耐衝撃性が高いポリプロピレン） の輸入

量は前年に引き続き大幅に増加し、40％増の５万 5,100ｔに達した。その他 2017 年には、列挙した３

つのタイプの範疇に入らないポリプロピレンが合計で３万 9,300ｔ輸入された（mrcplast.ru、2018.2.7）。 

なお、2018 年に入ってからもポリプロピレンの輸入量の増加傾向は続いており、１～９月期の数字

は前年同期比 17％増の 14 万 4,600ｔに達した。種類別の内訳は、ホモポリマーが５万 1,600ｔ、ラン

ダムコポリマーが２万 7,100ｔ、ブロックコポリマーが３万 5,900ｔ等となっている（rupec.ru、

2018.10.12）。 

 2013 年以降の生産量の急増に伴いポリプロピレンの輸出量も一時急増し、2015 年には前年のほぼ

倍の 36 万 8,000ｔという数字を記録した。ただ、その後は、国内生産量の伸びの鈍化や国内消費量の

漸増といった状況を背景に横ばい状態が続いており、2017 年の数字は前年比５％減の 30 万ｔ強にと
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どまった。ロシア産のポリプロピレンの主要な輸出先としては、ベラルーシ、中国、トルコ、ウクラ

イナ、ベルギー、ポーランド、カザフスタン等の名を挙げることができる。 

 

(４)ポリスチレン(ＡＢＳ樹皮を含む) 

 

 本節ではポリスチレンを、汎用・耐衝撃性ポリスチレン、発泡スチロール、ABS 樹脂の３つに大別

し、それぞれの需給動向を見ていきたい。 

 

汎用・耐衝撃性 家電・OA 機器のハウジングや部品、ボールペンの軸、食品の包装等に使用される

ポリスチレンで、ロシアではニジネカムスクネフチェヒム（生産能力は ABS 樹脂の分を含めて 30 万

ｔ/年）、サンクトペテルブルグのペノプレクス（５万ｔ/年）、ガスプロム・ネフチェヒム・サラヴ

ァト（５万 6,000ｔ/年）の３社で生産されているが（その他、かつては、オムスクのプラスチクでも

生産されていたが、2010 年に生産が中止されている）、2017 年の生産量は３社合計で約 40 万ｔに達

していた。 

その一方で、2017 年には４万 6,000ｔ（前年比４％増）の汎用・耐衝撃性ポリスチレンが輸入され

たが、そのうちの２万 4,600ｔが汎用ポリスチレンであった（さらに、そのうちの 6,800ｔが XPS 断

熱材生産用の汎用ポリスチレンであった）。ロシアに汎用ポリスチレンを輸出している外国企業の中

で最もプレゼンスが高いのはドイツの Styrolution（INEOS と BASF のスチレン系事業を統合する形で

設立された合弁企業）で、ロシア当該のポリスチレンの総輸入量に占める同社のシェアは 2017 年時

点で約 50％に達していた。 

一方、耐衝撃性ポリスチレンの輸入量は前年の数字を 4.4％上回る２万 1,400ｔに達した（そのうち

の１万 7,600ｔが商社を通さず直接ロシアの加工工場に供給された）。耐衝撃性ポリスチレンに関し

ても Styrolution のプレゼンスが高くなっており、2017 年には 8,350ｔをロシアに輸出した。また、イ

タリアの Versalis（ENI の子会社。旧名は Polimeri Europa）の存在感も強く、2017 年には 5,860ｔの耐

衝撃性ポリスチレンをロシア市場に供給した。その他、ロシアに汎用・耐衝撃性ポリスチレンを供給

している主な外国メーカーとしては、韓国の LG Chem と Kumho、シンガポールの Denka Styrol 等の

名を挙げることができる。 

 

発泡スチロール 建材ボードや食品トレー用に使用されるポリスチレンで、ロシアではプラスチク

（トゥーラ州のウズロヴァヤに所在する工場：生産能力は１万 1,300ｔ/年）、アンガルスクポリマー

（１万 5,000ｔ/年）、シブール・ヒムプロム（ペルミ地方：10 万ｔ/年）の３社が生産しており、2017
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年の生産量は３社合計で約 12 万ｔであった。発泡スチロールの内需はここ数年伸び悩んでおり、国

内生産量を若干上回る 13 万ｔ弱と評価されているが、ロシアで生産される発泡スチロールの一部が

旧ソ連諸国に供給されていることもあり、2017 年には２万ｔ弱の発泡スチロールが輸入された。 

 

ＡＢＳ樹脂 自動車部品、家具、楽器等の生産に用いられることが多い樹脂であるが、数年前までロ

シアでは、トゥーラ州ウズロヴァヤのプラスチク（年間生産能力２万 3,000ｔ。同社では日本の技術

が採用されている）でしか生産が行われていなかった。2013 年になり、ニジネカムスクネフチェヒ

ムがポリスチレン生産プラント内にイタリアの Polimeri Europa（当時）の技術を採用した ABS 樹脂

生産施設（年間生産能力６万ｔ）を完成させ生産を開始したため、ロシアの ABS 樹脂の生産能力は

８万ｔ強/年に達した。しかし、国内市場の規模が小さいことに加え（４万～６万ｔ/年）、輸入関税

率が低く（6.5％）輸入品の競争力が強いこともあって（ロシア製の ABS 樹脂は品質面で難があると

の指摘もある）、ロシアの ABS 樹脂の年産量は生産能力を大きく下回る２万ｔ弱 で推移している。

一方、輸入量は 2017 年時点で国内生産量を上回る３万ｔ弱に達していた。ロシアに ABS 樹脂を供給

している主要な外国メーカーとしては、韓国の LG Chem、Samsung Cheil Industries、Kumho 等の名を

挙げることができる。 

 

(５)ＰＥＴ 

 PET はエチレングリコールとテレフタル酸の脱水縮合により作られ、ペットボトルの他、フィル

ム・磁気テープの基材、衣料用の繊維などの材料として用いられる。世界的に見た場合は繊維素材用

の需要が最も多く全体の約７割を占めるが、ロシアでは繊維素材用の PET を生産できる工場の数が

限定されていることや、そもそも、ポリエステル系繊維市場の規模がそれほど大きくないこともあり、

生産される PET の９割以上がペットボトル用となっている。 

 2017 年のロシアの PET の生産量は前年比８％増の 57 万 7,000ｔ、輸入量は前年比 14％減の９万

3,000ｔ（PET の輸入関税率は４％に設定されている）、輸出量は 36％増の４万 9,000ｔであった。な

お、国内生産量が増加していることや国内市場の伸びが鈍化していることもあり輸入量は 2014 年を

ピークに減少しており既述の通り 2017 年も前年の数字を大幅に下回ったが、2018 年に関しては、米

国、カナダ、日本が AD 措置の適用を決定したことを受け行き場を失った安価な中国製 PET が関税

率の低いロシア市場に大量流入し、輸入量が久々に増加に転じる可能性もあるとみられている（2018

年第１四半期の輸入量は前年同期比で 13％増加した）。 

 ロシアでは現在４つの PET 工場が稼働しているが、その中で最も生産量が多いのはバシコルトス

タン共和国のブラゴヴェシチェンスクに所在するシブール傘下のポリエフで、2017 年の生産量は 21
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万 9,400ｔに達した（生産能力は約 22 万ｔ/年）。上述の通り、PET はエチレングリコールとテレフ

タル酸を原料として生産されるが、ポリエフはロシアで唯一のテレフタル酸の生産者としても知ら

れており（テレフタル酸の原料である p -キシレンは長期契約に基づきバシネフチ傘下のウファネフ

チェヒムから供給されている）、2017 年には 26 万 8,200ｔのテレフタル酸を生産した（生産能力は

27 万ｔ/年）。 

２番目の生産量を誇るのはカリーニングラード州に所在する生産能力約 22 万ｔ/年のエコポリメ

ルィ（旧アルコ・ナフタ）で、2017 年には 17 万ｔ弱の生産を記録した（同工場は、原料を全量輸入

し PET の生産を行っている）。３番目は、2006 年にモスクワ郊外で稼働を開始したセネジという工

場で（同工場はテレフタル酸を輸入している）、2017 年には約 10 万ｔの生産を記録した（生産能力

は約 14 万ｔ/年）。最も生産規模が小さいのはトヴェリに所在するシブール傘下のシブール PET と

いう生産能力８万ｔ/年の工場で、2017 年の生産量は生産能力を若干上回る８万ｔ強であった。 

列挙した４工場のうちシブール傘下の２工場は、国産のテレフタル酸を原料として利用しているが、

エコポリメルィとセネジはテレフタル酸を全量輸入している。その関係もあって、テレフタル酸の輸

入関税率は 2016 年１月１日よりそれまでの５％からゼロに引き下げられた。当初の予定では、ゼロ

関税率の適用期間は 2017 年末までに設定されていたが、2018 年２月にロシア政府は当該の措置を

2019 年末まで延長することを決定している（rupec.ru、2018.2.22）。 

既存の４工場だけでも繊維用以外の PET の国内需要をほぼ満たすことが可能であるが、ロシアで

は現在、複数の PET 生産設備の新規建設プロジェクトが検討されている。それらの中で最も注目さ

れているのは、イヴァノヴォ・ポリエフィール・コンプレクスというプロジェクトカンパニーが取り

組んでいる、輸入依存度の高い繊維素材用 PET の生産に特化した年間生産能力 20 万ｔ強の工場をロ

シアの繊維産業の中心地として知られるイヴァノヴォ州に建設するという計画で、2018 年春時点で

は対外経済銀行との間で融資条件に関する交渉が行われていた。ただ、交渉は難航しており、建設開

始時期は未定となっている。ちなみに、このプロジェクトでは、設備機器は Uhde Investa-Fischer か

ら、原料のうちエチレングリコールはロシアのニジネカムスクネフチェヒムとシブールから、テレフ

タル酸は韓国の Posco Daewoo からそれぞれ調達することが想定されている。また、オムスク州を拠

点とするチタン社が取り組んでいるプスコフ州に PET 工場を建設するという計画も、注目されてい

る。 

なお、最近ロシアでも PET ボトルの回収・再利用への関心が強まりつつあり、2017 年に回収ペッ

トボトルを原料として生産された再生 PET 原料（フレーク）の量は、13 万 6,000ｔに達した（そのう

ちの９万ｔ弱が輸出された）。その他、１万 6,000ｔ強の再生 PET 原料がウクライナ、ベラルーシ等

から輸入された。再生 PET 原料の用途（輸出分を除く）を見ると最もシェアが大きいのは繊維製造
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用で全体の 65.4％を占めた（輸入再生 PET 原料はすべて繊維の原料として利用された）。その他、

成形品製造用が約 18％、シート生産用が約 13％などとなっている。 

 

(６)ポリウレタン 

 ポリオールと芳香族ジイソシアネート（MDI、TDI 等）を合成して作られる樹脂で、塗料、接着剤、

ウレタンフォーム（スポンジ、断熱材、シーリング材等）、繊維製品、靴製品（人工皮革、靴底等）、

自動車部品（インシュレーター、クッション等）の原料として利用されている。 

ロシアのポリウレタン市場の規模は 2017 年時点で 30 万ｔ程度だったと推定されているが（Creon 

Energy 社資料より）、用途別に見た場合最もシェアが大きいのは靴製造用で、市場全体の４割程度を

占める。 

ロシアでは、米国の Dow Chemical とロシアの Izolan の合弁工場「Dow Izolan」（ウラジーミル州

に所在する生産能力 10 万ｔ/年の工場で、2009 年末に稼動を開始している）、ドイツの BASF の子会

社の Elastogran とロシアのニジネカムスクネフチェヒムの合弁企業である「エラストカム」、RT-エ

パフレクス（ロストフ州に所在するロステフノロギヤの子会社で 2016 年夏に稼動を開始している。

設計生産能力は２万ｔ強/年で、2019 年ごろに達成される見込みとなっている）、ウラジーミル州に

所在する純国産メーカー「ブロクフォルマ」、フォムライン等がポリウレタンを生産しているが、主

要原料のひとつである芳香族ジイソシアネートはロシア国内では全く生産されておらず 2017 年には

前年比 10％増の 16 万 8,500ｔが輸入された。ちなみに、その種類別内訳は、MDI（芳香族ジイソシ

アネートの一種であるジフェニルメタンジイソシアネートの略称）が 13 万 400ｔ、TDI（芳香族ジイ

ソシアネートの一種であるトルエンジイソシアネートの略称）が３万 8,000ｔ、その他が 100ｔとな

っている。芳香族ジイソシアネートをロシアに輸出している主要企業としては、Dow Chemical 、BASF、

Covestro、Borsodchem、Huntsman、中国の Wanhua 等の名を挙げることができる（列挙した メーカ

ーのうち 2017 年のロシア市場への芳香族ジイソシアネートの供給量が最も多かったのは Dow 

Chemical で、その総量は４万 5,000ｔに達した）。 

輸入への依存体質からの脱却を目指し、現在ロシアでは、プロムシンテズ（サマラ州）、チュヴァ

シ共和国のヒムプロム、ニジネカムスクネフチェヒム、エヴロヒム傘下の工場などで芳香族ジイソシ

アネートの生産設備を建設する計画が検討されているが、巨額の投資が必要になることもあり、いず

れのプロジェクトも動きが鈍くなっている。たとえば、ニジネカムスクネフチェヒムでは年間生産能

力 15 万ｔの MDI 生産設備を建設することが検討されているが、今のところ具体的な進展は見受け

られない（一部にはドイツの Evonik との間で協業に関する交渉が水面下で続けられているという未

確認情報も存在するが、その真偽は確認できなかった）。また、傘下のノヴォモスコフスキー・アゾ
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トという工場の敷地内に MDI と TDI の工場を中国の ChemChina と共同で建設するというエヴロヒ

ム（ロシア最大の化学肥料メーカー）の計画も、メモランダム締結の段階でストップしたままとなっ

ている。さらに、サマラ州とチャヴァシ共和国のプロジェクトも今のところ紙の上の存在にとどまっ

ている。 

ちなみに、もうひとつの主要原料であるポリオールもロシアではニジネカムスクネフチェヒムで

しか生産されておらず不足気味となっており（ニジネカムスクネフチェヒムは 2017 年に８万ｔ強の

ポリオールを生産した）、2017 年には前年比 25％増の約７万 9,000ｔが輸入された。ポリオールをロ

シアに輸出している主要企業としては、Dow Chemical、Covestro、Huntsman、中国の Wanhua 等の名

を挙げることができる。 

２．合成樹皮の国内需要(産業別) 

(１)パイプ用  

ロシアの調査会社「Creon Energy」によれば、2017年時点のロシアのプラスチック（PVC、ポリエ

チレン、ポリプロピレン）管の市場規模は、前年比４％増の44万2,000ｔだった、とされている。素材

種類別の状況を見ると、ポリエチレン管のシェアが最も大きくなっており2017年時点で全体の約６

割を占めていた。もっとも、数年前からポリエチレン管の国内消費量は減少の一途を辿っており、

2013年時点では38万ｔに達していたものが、2017年の数字はそれを10万ｔ以上も下回る26万8,000ｔ

にとどまった。ポリエチレン管の用途別の内訳をみると、水道用が最も多く全体の68％を占めた。以

下、下水・通信用が18％（ロシアでは下水管の大半が金属製でプラスチック管は今のところあまり普

及していない）、ガス用が14％となっている。 

ロシアで生産されるポリエチレン管の原料に関する詳細な情報は入手できなかったが、パイプ製

造用に使用されるカーボンブラックを配合したPE100と呼ばれる高密度ポリエチレンを供給できる

ロシア企業は今のところシブール１社だけとなっており（その他、カザンオルグシンテズでもパイプ

生産用の高密度ポリエチレンが生産されているが、そのほとんどすべてが自社で生産しているパイ

プの原料になっている模様である）、ロシアで使用されるPE100の約20％が輸入品となっている。た

だ、輸入されるポリエチレンの中には価格は安いものの品質が劣悪なものが少なからず含まれてお

り、それらを原料とした粗悪品が消費者のポリエチレン管への信頼感を喪失させるケースが多い。 

 粗悪品の多さが原因で最近需要が伸び悩んでいるポリエチレン管とは対照的にポリプロピレン管

の国内消費量は2011年ごろから波を描きながらも右肩上がりの曲線を示し始めており、2017年の数

字は2011年の数字を56％、前年の数字を９％それぞれ上回る12万3,000ｔに達した。原料となるパイ

プ用ポリプロピレンは約８割が国産品、約２割が輸入品となっている。 
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国産のパイプ用ポリプロピレンの主要な供給源はトムスク・ネフチェヒムとスタヴロレンで、パイ

プ用ポリプロピレンの国内総生産量（2017年時点で８万8,500ｔであった）に占めるシェアは２社合

計で８割以上に達している。一方、2017年には約２万7,000ｔのパイプ用ポリプロピレンが輸入され

たが、最も供給量が多かった外国メーカーはBorealisで全体の31％を占めた。以下、Hyosung：20％、

Lyondell Basel：18％、Sabic：14％、INEOS：７％などとなっている。2017年には、それらの原料を使

用して合計約11万5,000ｔのポリプロピレン管がロシア国内で生産されたほか（そのうちの約6,500ｔ

が輸出された）、１万5,000ｔ弱のポリプロピレン管が、チェコ、ポーランド、ドイツ等から輸入され

た。 

 PVC管の2017年の市場規模は前年比４％増の５万2,000ｔであった（2011年以降、PVC管の市場規模

は５万ｔ/年前後で推移している）。かつて、ロシアのPVC管市場は輸入品により席巻されていたが、

最近は国産品の割合が急増しており、2017年時点でその市場シェアは約79％に達していた。原料に関

しても国産品のシェアが年々増加するという傾向が見受けられる。2016年こそ原料の主要供給源で

あるサヤンスクヒムプラストの生産量が大幅に減少した関係で、需要の約80％を輸入に頼るという

異常事態が生じたが（大半が中国から輸入された）、2017年は通常の状態に戻り輸入原料への依存度

は大幅に低減された。 

 ちなみに、プラスチック管を生産している主要なロシア・メーカーとしては、カザンオルグシンテ

ズ（社内で生産されるポリエチレンを原料として管を生産している）、Valfルス（ウラジーミル州に

所在するトルコ系のポリプロピレン管製造工場）、PRO Akva（モスクワ州に所在するポリプロピレ

ン管製造工場）、ポリテクPTK（トゥーラ州に所在する工場でポリエチレン管等を生産している）、

ポリプラスチック（企業グループでロシアに９工場、ベラルーシとカザフスタンに各１工場を保有し

ている）、ヘムコル（ニジェゴロド州に所在する工場で、PVC管を生産している）、コントゥル・ル

ス（スヴェルドロフスク州に所在するプラスチック管製造工場）、ルストゥルプラスト（モスクワ州

に所在するプラスチック管製造工場）等の名を挙げることができる。 

 なお、ロシアではプラスチック管製造用の押出成形機は生産されていないので、輸入品に完全に依

存している。 

 

(２)包装用 

ロシアの包装材料の金額ベースの市場規模は2017年時点で160億～180億ドルと評価されているが、

種類別の状況を見ると最もプレゼンスが高いのはプラスチックと紙・段ボールで各32％を占める。以

下、フレキシブルパッケージ：14％、ガラス：９％、金属：８％、木：４％、その他：１％となって

いる。さらに、プラスチックの包装材料はその素材の違いにより、ポリエチレン製、ポリプロピレン
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製、PVC製、BOPETフィルム製等に細分化することが可能となる。ロシアの包装用ポリエチレンフィ

ルムの国内市場の規模は2017年時点で105万4,000ｔと評価されていたが、国内生産量は98万ｔであっ

た。さらに、そのうちの２万7,000ｔが輸出されたので、不足分を補填するために約10万ｔのフィル

ムが輸入された。 

ポリプロピレンフィルムの生産量はここ数年間増加傾向にあり、2017年の数字は前年比4.5％増の

23万ｔに達した。ただ、そのうちの６万1,000ｔが旧ソ連諸国に輸出されたため、国内消費量（21万

6,000ｔ）を完全には満たせず、５万ｔ弱のフィルムが輸入された。 

PVCフィルムの国内消費量はここ数年減少の一途を辿っており、2017年の数字は前年比1.6％減の

12万ｔにとどまった。ただ、国内生産量が３万4,000ｔにすぎないため、不足分（９万ｔ弱）は輸入品

により賄われた。 

BOPETフィルムの国内消費量はここ数年４万ｔ前後の水準で推移しているが、国内生産量が１万

ｔ強程度しかないため（現在ロシアではビアクスプリョン、ポリメルコンティネル等がBOPETフィ

ルムの生産を行っている）、2017年には約３万3,000ｔが輸入された。 

 

(３)自動車産業用 

 自動車産業では汎用ポリマーの他に、高耐熱性・高強度のエンジニアリングポリマーもよく使用さ

れるが、ロシアでは特にナイロン６の生産量が多くなっている。自動車の国内生産量が停滞傾向にあ

るにもかかわらず、輸出が好調であるため（インド、中国、ドイツなどに毎年８～９万ｔ弱が輸出さ

れている）、その生産量は増加傾向にあり、2017年の数字は前年比２％増の15万ｔ弱に達した。ナイ

ロン６は、クイビシェフアゾトやケメロヴスキー・アゾトで生産されているが、両社とも生産能力の

増強を計画しており、事態が順調に推移すれば、現時点で15万ｔ強/年であるロシアのナイロン６の

生産能力が2020年には22万ｔ/年に達するとみられている。 

ナイロン６の国内消費量は2017年時点で６～７万ｔ程度であったが、タイヤ生産部門と自動車生

産部門での需要が高く全体の８割以上を占める。その他、ロシアでは2017年に3,000ｔ弱のナイロン

66が消費されたが、その９割以上を自動車生産部門が占めた。なお、既述の通り、ナイロン６はロシ

ア国内で生産されているが、ナイロン66の方は国内生産が行われておらず、生産設備の建設計画も存

在しない。 

 

 

 

 



92 
 

３．ロシアの主要な石油ガス化学プラント 

 

ニジネカムスクネフチェヒム タタルスタン共和国ニジネカムスクに所在するロシア最大の石油ガス化学メ

ーカーで、①ジビニル（DV）および炭化水素原料製造プラント、②ブチルゴム（BK）製造プラント、③

イソプレンゴム（SKI）製造プラント、④エチレンプラント、⑤エチレンオキシド（EO）の製造プラント、

⑥スチレンおよびSPS樹脂製造プラント、⑦ポリウレタン用ポリオール製造プラント（ニジネカムスクネ

フチェヒムはロシア唯一のポリウレタン用ポリオールの生産者である）、⑧ポリスチレン（PS）製造プラ

ント（同プラントでは2013年春からABS樹脂の生産も開始された）、⑨ポリオレフィン製造プラント（ポ

リプロピレンとポリエチレンの生産が行われている）、⑩MTBE（アンチノック剤）生産プラント等で構

成されている。 

 ニジネカムスクネフチェヒムの主力製品は合成ゴムで、2017年の同社の売上高（1,620億ルーブル）の

44％を占めた。同社の合成ゴムは全般的に国際競争力が強いが（長期契約に基づき生産される合成ゴムの

８割が欧州やアジア地域などに輸出されている）、最も国際市場でプレゼンスが高いのはイソプレンゴム

（天然ゴムと構造が似ており天然ゴムの代用品として幅広く使用されている）で、その市場シェアは2017

年時点で42％に達していた。また、ブチルゴムとブタジエンゴムも国際市場で相応のシェアを獲得してお

り、2017年時点での数字は順に18％と６％となっていた。さらに、同工場のハロブチルゴム（ハロゲン化

ブチルゴム）も国際市場で一定の評価を受けており、ミシュラン、ピレリ、コンチネンタル等の大手タイ

ヤメーカーに納入されている。その他、ニジネカムスクネフチェヒムは、タイヤ用のスチレン・ブタジエ

ンゴムの生産を年産６万ｔ規模で2020年から開始することを計画している。 

 ニジネカムスクネフチェヒムはロシア有数のポリスチレン、ポリプロピレン、ポリエチレンの生産者と

しても知られているが、国際競争力は合成ゴムほど高くなく、2017年の輸出比率は２割程度にすぎなかっ

た。主要な輸出先は旧ソ連諸国で総輸出量の７割前後を占める。 

 なお、ニジネカムスクネフチェヒムは現在エチレンを年間約60万ｔ生産しているが（その一部は外部企

業にも供給されている）、年間生産能力60万ｔの新しいエチレンプラントを２基建設すると同時にポリエ

チレンとポリプロピレンの生産能力も増強するという計画に取り組んでおり、資金調達の目処が完全にた

てば（必要な投資額は１基につき40億～50億ドルと見積もられている）、2018年から設計作業が開始され

１基目は2021年ごろに、２基目は2025年ごろにそれぞれ完成する見込みとなっている。原料はナフサを想

定しており、ドイツのLinde の技術が採用される予定になっている。ちなみに、ニジネカムスクネフチェ

ヒムは当該のプロジェクト実現のために８億ユーロ強のクレジットラインをドイツの銀行団から獲得す

ることにすでに成功している。その他、このプロジェクトには中国のSinomachも何らかの形で関与するの

ではないかとみられている。なお、ニジネカムスクネフチェヒムは当初、エチレンプラントの原料として
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エタンもしくはNGL（プロパン以上の重質炭化水素で構成される液体）を想定していたが、後述のシブー

ルのザプシブネフチェヒム・プロジェクトとの競争に敗れそれらの原料を調達することが困難になったの

でナフサに切り替えたという経緯がある。ただ、十分な量のナフサを適正な価格で調達できる見通しは完

全にはたっておらず、このプロジェクトの最大の不安要素のひとつとなっている。 

ニジネカムスクネフチェヒムは既存の設備の刷新もしくは増強工事にも積極的に取り組んでおり、2017

年秋にはイソプレンゴムの増産を視野に入れ高濃度ホルムアルデヒドの新しい生産設備（Johnson Matthey 

Formoxの技術を採用）の稼動を開始している。また、2018年夏には、年間生産能力16万ｔの新しいイソブ

チレン生産装置が稼働を開始し、ブチルゴム生産プラントの年間生産能力が28万ｔ/年から34万ｔ/年に増

強された。同プラントでは今後も増強工事が続けられ、生産能力は最終的に42万ｔ/年に達すると見込まれ

ている。さらに、既存のエチレンプラントに米国のGTC Technologyの技術を採用したベンゼン回収装置を

導入し、ベンゼンの生産量を増やすことも計画している。その他、ニジネカムスクネフチェヒムは約３億

8,000万ユーロを投下してオフガスの利用が可能な出力500MWの新しい自家発電設備を建設することや

（2017年末にドイツのシーメンスとの間でターンキー契約を締結している。早ければ2019年にも工事が開

始される見込みとなっている）、年間生産能力50万ｔのメタノール生産プラントを建設する計画なども検

討している（rupec.ru、2018.10.19）。ちなみに、メタノール生産プラント建設プロジェクトには日本企業

が関与する可能性があるといわれている。 

 

カザンオルグシンテズ タタルスタン共和国のカザンに所在するロシア最大のポリエチレン・メーカーで

あると同時にロシア唯一のポリカーボネートの生産者として知られており、①エチレンプラント（生産能

力は2017年時点で約60万ｔ/年であった）、②有機製品プラント、③窒素・酸素・冷媒（AKH）プラント、

④ビスフェノールA（BFA）プラント（カザンオルグシンテズはロシアで唯一のビスフェノールAの生産者

で、2017年には７万ｔ弱が生産された）、⑤低圧ポリエチレン製造・加工（PPPND）プラント（同社の低

圧ポリエチレンの生産能力は現時点では54万ｔ/年であるが、それを66万ｔ/年に増強することが検討され

ている）、⑥高圧ポリエチレンプラント（生産能力は23万ｔ/年）、⑦ポリカーボネートプラント（既述の

通り、同社はロシアで唯一のポリカーボネートの生産者で、2017年の生産量は６万7,000ｔであった）、⑧

ポリエチレン管製造プラント等で構成されている。 

 同社はガスプロム傘下のオレンブルグ・ヘリウム工場とタトネフチ傘下のミンニバエフスキー・ガス精

製工場からエタンの供給を受けてエチレンの生産を行っているが、エチレンの生産規模に見合った量のエ

タンは確保できておらず１）、収率の悪いプロパンも原料として使用することを余儀なくされている（エタ

ンのエチレンの収率は約75％であるのに対し、プロパンの収率は約35％とされている）。そうした関係で、

同社のエチレンの生産原価は年々上昇する傾向にある。この問題を解決するために様々なプランが検討さ
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れているが、まだ方向性は定まっておらず、エチレン生産用の安価な原料が不足するという状況は当面続

くものと予測される。 

 

ガスプロム・ネフチェヒム・サラヴァト かつてはバシネフチの管理下に入っていたが、現在はガスプロムの子

会社のガスプロム・ペレラボトカとその関連会社が株式の約90％を保有している。同社は製油所、モノマ

ー工場、ガス化学工場等で構成され、軽油、ガソリン、灯油、エチレン、ベンゼン、エチルベンゼン、ス

チレン、ポリエチレン、ポリスチレン、宇宙ロケット用特殊燃料、ゼオライト、尿素（2017年の生産量は

約64万ｔで、その７割以上が欧州、インド、米国、トルコ等に輸出された）、ブタノール等が生産されて

いる。その他、モノマー工場では、2017年秋頃から日本の技術を採用したアクリル酸生産設備２）が稼働を

開始している（開所式は2017年12月に執り行われた）。なお、ロシアではそれまで、アクリル・モノマー

３）はシブール傘下のアクリラトという年間生産能力４万ｔ強の工場でしか生産されておらず輸入への依

存度が高くなっていたが、ガスプロム･ネフチェヒム・サラヴァトのアクリル酸生産設備が稼動を開始し

たことにより、当該の状況が大幅に改善されるとみられている。なお、アクリル酸生産設備の完成を受け、

ガスプロム・ネフチェヒム・サラヴァトはアクリル酸を原料とする高吸水性ポリマー生産プラント（紙お

むつなどに使用されるポリマーだが、現時点ではロシア国内では生産されていない）を建設することも計

画しており、2018年夏には高吸水性ポリマーの生産技術を保有する中国のYixing Danson との間でメモラ

ンダムを締結している。事態が順調に推移すれば2023年ごろまでに稼働が開始される予定となっている。

その他、ガスプロム・ネフチェヒム・サラヴァトでは2018年秋より、年間生産能力３万8,000ｔの硫黄生産

装置の建設が開始されている。 

 なお、ガスプロム・ネフチェヒム・サラヴァトはこれまで、エタン、LPG、ナフサを原料に化学製品を

生産していたが、ナフサの物品税率が事実上引き下げられたことを受け、2018年からエタンやLNGの買い

付け量を大幅に縮小し（たとえば、同社は2018年初頭よりガスプロム・ドブィチャ・オレンブルグからの

エタンの買い付けを中止している）、ナフサを主原料と位置付けるようになっている。その結果、それを

原料とするベンゼンの生産量が増加傾向にあり、2018年には前年の1.5倍に相当する約15万ｔが生産され

る見込みとなっている。なお、外部からの買い付け量を減らす一方で、同社はエタンやLPGの内製化を進

めることも視野にいれており、現在、ガス精製工場の建設プロジェクトの実現に取り組んでいる。事態が

順調に推移すれば、精製工場の建設は2019年に開始され、2022～2024年に完成するとみられている。 

 

バシキール・ソーダ会社 バシコルトスタン共和国のステルリタマクを拠点とするステルリタマク・ソー

ダとステルリタマク・カウスチクが合併し2013年に誕生した会社で、ロシア最大のソーダ灰生産者として

知られている。主要株主はバシヒムという民間持ち株会社で、持ち株比率は57％に達する。その他、バシ
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コルトスタン共和国行政府も株式の約37％を保有している。なお、バシヒムはやはりソーダ灰を主力とす

るベレズニキ・ソーダ灰工場（ペルミ地方）も傘下におさめており、ロシアのソーダ灰市場における同社

傘下の工場のシェアは合計で約65％に達する。 

バシキール・ソーダ会社はソーダ灰（2017年の生産量は約170万ｔ）の他に、苛性ソーダ（19万9,000ｔ）、

PVC（2017年の生産量は24万ｔ強）、PVC化合物等を生産しているが、PVCの原料のエチレンは全量外部

企業から購入している。主要な調達源は上記のガスプロム・ネフチェヒム･サラヴァトで、長期契約に基

づきエチレンの供給を受けている。 

同社はソーダ灰およびPVCの生産能力の増強計画に取り組んでいるが、ソーダ灰については原料の確保

の見通しがたっておらず、増強計画が破棄される可能性も出てきている（『コメルサント』紙、2018.7.31）。

一方、PVCに関しては、すでに数年前から増強工事が開始されており、2014年時点で23万ｔ/年であった生

産能力が2017年には24万5,000ｔ/年に達した。増強工事は2020年まで続けられることになっており、生産

能力は最終的に26万5,000ｔ/年にまで向上すると見込まれている（rupec.ru、2018. 8.14）。 

 

シブール・トボリスク チュメニ州のトボリスクに所在するシブール傘下の工場（旧トボリスク・ネフチェ

ヒム）。西シベリアのシブール傘下の随伴ガス精製工場から供給されるNGLを原料として、合成ゴムの原

料として利用されるブタジエン（生産能力約21万ｔ/年）、イソブチレン（生産能力約８万ｔ/年）、LPG、

MTBE等を生産している。さらに、既述の通り、同工場の敷地内では2013年より、「トボリスク・ポリマ

ー」という年間生産能力50万ｔのポリプロピレン生産設備が稼働を開始している。その他、同工場の敷地

内に無水マレイン酸（農薬、塗料、食品添加物等の原料として利用される）の生産設備を建設する計画が

2016年秋より浮上しているが、2018年秋時点ではまだ建設は開始されていなかった。なお、現在、ロシア

では無水マレイン酸は生産されておらず、年間5,000ｔと評価されている国内需要はすべて中国、韓国、日

本などからの輸入品により賄われている。 

2017年にはシブール・トボリスク工場に780万ｔのNGLが供給され（同工場のNGLの処理能力は800万ｔ

/年）、LPGが630万ｔ、MTBEが15万5,600ｔ、ポリプロピレンが51万400ｔ生産された。 

同工場で生産されるブタジエンとイソブチレンは主として、ニジネカムスク、ヴォロネジ、ヤロスラヴ

リ、トリヤッチ、オムスク、ステルリタマク等の合成ゴム工場に供給されている。また、LPGとMTBEの

大半は鉄道を利用して、欧州、ウクライナ、中国等に輸出されている。 

 

トムスク・ネフチェヒム やはりシブール傘下の企業で、①メタノール生産プラント、②フォルマリン・尿

素樹脂生産プラント、③プロピレン・エチレン生産プラント（プロピレンの生産能力は13万9,000ｔ/年、

エチレンの生産能力は30万ｔ/年）、④高圧ポリエチレン生産プラント（生産能力は27万ｔ/年）、⑤ポリ
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プロピレン生産プラント（生産能力は14万ｔ/年）等で構成されており、2017年には27万3,000ｔの高圧ポ

リエチレンと14万1,500ｔのポリプロピレンが生産された（同社はロシアで唯一の紙おむつ表面材用のポ

リプロピレンの生産者として知られている）。同工場では2014年より高圧ポリエチレン生産プラントの生

産能力を25万ｔ/年から27万ｔ/年に増強することを視野に入れた近代化工事が行なわれていたが、工事は

2016年夏に完成している。また、２つあるポリプロピレンの生産ラインのうちの１つを改修する工事が

2017年中に完成し、紙おむつ用等の特殊ポリプロピレンの生産能力が強化された。 

なお、トムスク・ネフチェヒムの敷地内には、ビアクスプリョン４）というシブールの別の子会社が所有

するポリエチレンを原料とするBOPPフィルム生産プラント（年間生産能力３万8,000ｔ）も存在し、2013

年より生産を行っている。 

 

シブール傘下のその他の工場 ニジェゴロド州のクストヴォに所在するシブール・クストヴォではエチレ

ン（原料はナフサとNGL）、プロピレン、ベンゼンが生産されており2017年の生産量は順に37万6,600ｔ、

17万2,900ｔ、７万8,000ｔとなっている。同社で生産されるエチレン等はシブール・ネフチェヒムに供給

される他、同じクストヴォに所在するルスビニル（シブールと欧州のSolvin社の合弁工場）にも供給され

ている。なお、シブール・クストヴォでは2017年にエチレンの生産設備の増強工事が実施され、生産能力

がそれまでの37万2,000ｔ/年から38万4,000ｔ/年に強化されている。 

シブール･ネフチェヒムはニジェゴロド州のジェルジンスクに所在する工場で、エチレングリコール、

エチレンオキシド、アクリル酸エステルを生産しているが、2017年の生産量は順に、26万6,900ｔ、７万

6,200ｔ、７万8,700ｔとなっている。 

シブール・トリヤッチ（前トリヤッチカウチュク）はサマラ州に所在する工場で、イソプレンゴム、ブ

チルゴムなどを生産している他、2018年に入りプロパン・プロピレン留分の生産も開始している。なお、

詳細は不明であるが、同工場では2014年よりイソプレンの生産設備の近代化工事が実施されており、2018

年末までに完了予定となっている。同工場で生産される製品は高い競争力を有しており、製品の約70％が

東南アジア、旧ソ連諸国、中国、米国、インド、トルコ等に輸出されている。 

ヴォロネジ・シンテズカウチュクは道路工事等に用いられるスチレン・ブタジエン樹脂と合成ゴム（ブ

タジエンゴム、スチレン・ブタジエンゴム）を主力製品としており、2017年の生産量は順に７万7,800ｔと

18万6,000ｔであった。同工場で生産される合成ゴムは国内外のタイヤ工場に供給されている。 

クラスノヤルスク合成ゴム工場の主力製品は、耐油性に優れることで知られるニトリルブタジエンゴム

で、2017年には３万8,500ｔが生産された。 

シブール・ヒムプロムはペルミ地方に所在する工場で、スチレン、ポリスチレン、エチルベンゼン、MTBE

等を生産しているが、現在、年間生産能力10万ｔのDOTP（テレフタル酸ジ-2-エチルヘキシル：壁紙や床
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材に使用される樹脂）生産設備の建設計画に取り組んでおり、2019年の操業開始が見込まれている（韓国

のAekyung社の技術が採用されることになっている）。 

 

チタン オムスクを拠点とする持ち株会社で、2013年より稼動を開始した年間生産能力21万ｔのオムス

ク・ポリプロピレン工場「ポリオム」の他に、オムスク合成ゴム工場、ノヴォチェルカッスク潤滑剤工場

（2017年秋に生産を開始した年間生産能力１万8,000ｔの工場）、バイオ燃料生産プロジェクトに取り組ん

でいるチタン・アグロ、トラック輸送会社、GS網運営会社等を傘下に収めている。列挙した傘下企業のう

ちポリオムはチタン、ガスプロムネフチ、シブールの３社により設立された年間生産能力約21万ｔの合弁

工場で（LyondellBasellの技術を採用）、2013年２月より生産を開始している。同工場では約20種類のポリ

プロピレンの生産が可能となっているが、2017年には合計で20万5,300ｔが生産された。同工場の製品の国

内およびCIS諸国での販売はシブールが担当しているが、輸出の方はポリオム自身が手がけており、ベル

ギー、ドイツ、フランス、イスラエル、トルコ等に製品を供給している。 

 オムスク合成ゴム工場は1960年代に稼動を開始した工場で、2007年にチタンの傘下に入っている。ブタ

ジエンゴム等の合成ゴムの他にMTBE、合成乳液、オレフィン、アセトンなども生産している。ノヴォチ

ェルカッスク潤滑剤工場はロストフ州に所在する比較的新しい工場だが、経営不振で2016年に一度倒産し

ている。チタンは倒産した工場を買い取り設備の刷新を行った上で、2017年秋より生産を再開している。

ちなみに、同工場の潤滑剤の生産能力は１万2,000ｔ/年となっている。また、チタンはオムスク合成ゴム

工場の敷地内にエポキシ樹脂とその原料となるビスフェノールAの生産設備を建設すること（より正確に

言えば、オムスク合成ゴム工場のフェノール/アセトン生産設備を改修すると同時にビスフェノールAとエ

ポキシ樹脂の生産工場を建設すること）を計画しており、その実現を視野に入れたメモランダムを2018年

２月に対外経済銀行およびオムスク州行政府との間で取り交わしている。すでにフェノール/アセトン生

産設備の改修工事は開始されており、2018年中に完了予定となっている。その後、フェノールとアセトン

の加工設備、年間生産能力11万8,000ｔのビスフェノールAの生産設備、年間生産能力11万5,000ｔのエポキ

シ樹脂生産設備が建設されることになっているが、すべての設備が完成するのは、事態が順調に推移した

としても、2022年以降になるとみられている。なお、先に述べた通りロシアでは現在、ビスフェノールA

はカザンオルグシンテズでしか生産されておらず、国内需要の約95％を輸入に依存している。その他、オ

ムスク合成ゴム工場では2018年秋から水素製造プラントの建設作業が開始された模様であるが、その詳細

に関しては情報を入手することができなかった。 

さらに、チタンはプスコフ州の経済特区「モグリノ」にPETとBOPETフィルムの生産工場を建設するこ

とも検討している。2018年夏時点での計画によれば、年間生産能力16万8,000ｔのPET生産工場と年間生産

能力３万5,000ｔのBOPETフィルム生産工場の建設を想定する第１期工事は2020年までに完成する予定と
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なっていた。プロジェクトの総額は190億ルーブルで、そのうちの20％が自己資金で、残り80％が外部か

ら調達される資金で賄われることになっている。ちなみに、同工場の主要な設備機器に関しては、ドイツ

のドルニエ社から調達する方向で話が進んでいるようである（その他、ドイツのKampf Schneid- und 

Wickeltechnik 社からフィルム裁断装置を購入する予定となっている）。 

 

サヤンスクヒムプラスト イルクーツク州に所在するロシア最大級の苛性ソーダとPVCのメーカーで、その

生産能力は苛性ソーダが20万ｔ強/年、PVCが30万ｔ/年となっている。同社の株式の過半は、ヴェクセリ

ベルグ率いるロシア有数の投資会社「RENOVA」がキプロス企業経由で保有している。その他、サヤンス

クヒムプラストの会長であるヴィクトル・クルグロフも主要株主の一人だといわれている。PVCは、苛性

ソーダ生産の際に生じる塩素とロスネフチ傘下のアンガルスクポリマーから供給されるエチレンを主要

原料として生産されている。既述の通り、2016年はそのアンガルスクポリマーで事故が生じエチレンの調

達に支障が生じた関係でPVCの生産量は大幅に減少したが（その結果、サヤンスクヒムプロムは2016年に

８億8,000万ルーブルの純損失を出した）、2017年に入りエチレンをめぐる状況が改善され、同年の生産量

はほぼ例年並みの26万ｔ強に達した。 

 2016年の教訓からサヤンスクヒムプラストは原料を外部企業に依存することのリスクを痛感するよう

になっており、2018年春ごろから、自社の敷地内に年間生産能力20万ｔのエチレン生産施設を建設するこ

と視野に入れた具体的交渉を英国のTechnipFMCとの間で開始している。なお、サヤンスクは2018年３月に

先行発展地域に指定され、今後、サヤンスクヒムプラストを核とする石油ガス化学コンプレクスが同地に

構築される可能性が出てきたが、2018年秋時点では当該コンプレクスの具体像はまだ明らかになっていな

かった。 

 

スタヴロレン 1980年に操業を開始したスタヴロポリ地方のブデョンノフスク市に所在する工場で、1998

年よりロシアの民間最大手の石油会社「ルクオイル」の傘下に入っている。同じルクオイル傘下の製油所

や随伴ガス精製工場から供給されるナフサやNGLを主要原料として、エチレン、プロピレン、低圧ポリエ

チレン（生産能力は30万ｔ/年）、ポリプロピレン（12万ｔ/年）、ベンゼン（８万ｔ/年）、ビニールアセ

トン（５万ｔ/年）等を生産している。 

 スタヴロレンの親会社のルクオイルは、開発が本格化しつつある傘下のカスピ海大陸棚の鉱床（コルチ

ャギン名称鉱床、フィラノフスキー名称鉱床等）で生産されるウェットガスを主要原料とする新しいガス

化学プラントを向上敷地内に建設する計画に数年前から取り組んでいたが、2018年２月に投資決定を採択

している。ただ、プロジェクトの内容はまだ具体化しておらず、カスピ海大陸棚からブデョンノフスクに

至るPLが敷設されること、コンプレクスのガス精製工場の処理能力が年間10億㎥に設定されること、最終
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製品の生産量が合計で200万ｔ/年に達すること、国際市場での需要の伸びが期待できる尿素が主力製品と

して想定されていること（その他、ポリエチレンとポリプロピレンの生産も視野に入っている模様）、な

らびに、投資総額が約20億ドルに達する、といった大まかな概要しか今のところ明らかにされていない。

建設開始時期も流動的となっているが、事態が順調に推移すれば、2019年中にも建設を開始し、2023～2024

年には完成させたいというのがルクオイル側の希望のようである。 

 

４．新プロジェクトの展望 

 

 ロシアの石油ガス化学分野では多くの新プロジェクトが検討されているが、本節ではそれらのうちのい

くつかを取り上げ地域別に分類した上でご紹介する。 

 

(１)西シベリア 

 西シベリアではシブールの動きの活発さが目を引く。たとえば、同社は、年間生産能力150万ｔのエチ

レン工場、年間生産能力50万ｔのプロピレン工場、年間生産能力10万ｔのブタン・ブチレン留分生産工場、

年間生産能力150万ｔのポリエチレン工場（リニアポリエチレンも生産される予定）、年間生産能力50万

ｔのポリプロピレン工場（紙おむつ用表面材用のポリプロピレンも生産される予定）、MTBE生産工場等

で構成されるザプシブネフチェヒムという巨大な石油ガス化学コンプレクスを2020年までにトボリスク

に建設するというプロジェクトに取り組んでいる。シブールは同プロジェクト実現のための具体的な作業

をすでに数年前より開始しており、2012年６月にはエチレン工場の基本設計業務をドイツのLindeに発注

している。また、翌月の７月には、ポリプロピレン製造プロセスにオランダのLyondellBasellの技術を採用

することを発表した（ポリエチレン製造プロセスには英国のINEOSの技術が採用されることになってい

る）。そして、2015年２月よりシブールはコンプレクスの建設作業を開始しており、2017年末時点で工事

の71％が完了していた（シブール発表の数字）５）。 

トボリスクにおけるこの壮大なプロジェクトを完遂させるには、大量のNGLが必要になるが、シブール

はその一部をハンティ・マンシ自治管区に所在する傘下の精製工場での随伴ガスの処理量を増加させるこ

とにより調達することを計画している。しかし、それだけでは需要をすべて満たすことができないので、

主要株主（ミヘリソンとチムチェンコ）が同一である姉妹会社「NOVATEK」に対しNGLとエタンの供給

を要請した。NOVATEKは、その要請を受け、ヤマロ・ネネツ自治管区のプロフスキー・コンデンセート

処理工場の能力を600万ｔ/年から1,100万ｔ/年に増強する工事を2014年に完了させている。一方、シブール

の方は、プロフスキー・コンデンセート処理工場を起点に傘下のユジノバルィクスキー随伴ガス精製工場

（ハンティ・マンシ自治管区）等を経由してトボリスクに至るNGL+エタンの輸送用PLを2014年に完成さ
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せている。さらに、資源基盤をより強固なものとするために、2011年にシブールはガスプロムとの間で、

重質NGL（ガス鉱床系の主にペンタン以上の重質炭化水素で構成されるNGL）の購入に関する長期契約を

締結している。契約期間は当初は2021年までに設定されていたが、2018年春になり2033年までに延長され

ている。なお、この契約に基づく重質NGLの供給はガスプロム傘下のスルグト・ガスコンデンセート処理

工場経由で履行されることになっている。 

ザプシブネフチェヒム建設プロジェクトは巨額の資金を必要とするが、資金調達の方も比較的順調に進

んでおり、たとえば、2014年末にシブールは15億7,500万ユーロの融資枠を欧州の12行で構成される銀行団

から獲得することに成功している（2015年秋に融資枠が16億7,600万ユーロに拡大されている）。また、2015

年10月には、ロシア国民福祉基金が同プロジェクトのために17億5,000万ドルを供与することが明らかに

なった。さらに、2015年12月になり、ロシア直接投資基金、中東諸国の政府系ファンド、および、複数の

民間金融機関が合計で最大29億ドルをプロジェクトに投資することが明らかとなった。その他、2018年に

入ってから、BRICS開発銀行が約３億ドルをプロジェクトに融資することを決定した他、ロシアの対外経

済銀行も同プロジェクトのために４億ドルのクレジットラインを開設することを決定している。 

シブールによれば、プロジェクトの総額は95億ドルに達するが（そのうちの約45億ドルがシブールの自

己資金により賄われる予定）、すでに50億ドル以上を投下しており、2017年末時点で必要な投資額はあと

42億ドルだとされていた（rupec.ru、2018.2.28）。 

シブールの他、ガスプロムも西シベリアのヤマロ・ネネツ自治管区のノーヴィ・ウレンゴイにおいて、

同自治管区のガス鉱床（ウレンゴイ鉱床）の大深部に賦存するエタンを大量に含むガスを原料とする年間

生産能力約40万ｔの高圧ポリエチレン生産工場（ノヴォウレンゴイ・ガス化学コンプレクス）の建設に取

り組んでいるが、その進捗状況は芳しくない。工場の建設計画が採択されたのは1993年のことだが（ポリ

エチレン製造用機器の調達はソ連時代に終了しており、約30年間倉庫に保管されたままになっているとの

情報も存在する）、ソ連解体後の経済混乱の影響を受けその直後に事実上の凍結状態に陥り、建設が実際

に開始されたのは2008年になってからであった。当初の計画では2011年に完成予定だったが、建設作業は

一向に進まず、2009年には元請業者の変更が行われた。しかし、その後も作業は遅々として進んでおらず、

現時点では、完成時期は2018年末以降にずれ込むものとみられている（一部には2021年以降という情報も

出始めている）。工事の遅れの影響からか、プロジェクト総額も加速度的に膨張しており、2007年時点で

は８億ドルと評価されていたものが、現時点では30億ドル以上と評価されている。それと同時に、プロジ

ェクトカンパニーの借入金負担も増大しており、2017年春には、銀行からの借入金返済のために親会社の

ガスプロムから100億ルーブルの支援を受けている。資金面の問題の他、このプロジェクトは、①工場が

消費市場から遠く離れた僻地に存在し製品の輸送コストが高くなるのは避けられない、②約30年も前の旧

式の技術を採用している（そもそも30年も倉庫に眠っていた設備機器をそのまま使用できるのかという疑
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問も生じる）、③設備の納入メーカーが30年も前の技術と設備をベースとした工場が稼動を開始すると自

社のイメージが損なわれる可能性があるとしてプロジェクトに対し強い拒否反応を示している（当然なが

ら設備の保証期間はすでに終了している）、などといった深刻な問題を抱えており、その先行きには不穏

な気配が漂っている。 

それでもこのプロジェクトが現在まで生きながらえてきたのは、生産量が増加しているウェットガスに

含まれるエタンに早急に対応する必要が生じているからである。現時点では、エタンを含むガスをメタン

中心のガスで希釈してPLに流すという措置が講じられているが、そのような対応策も限界に近づきつつあ

る。より具体的に言えば、これ以上エタンが増えるとガスの燃焼カロリーが高くなりすぎ、低カロリーガ

ス（メタン中心のガス）を採用しているロシアおよび欧州の需要家からクレームが出始める可能性がある

のだ。低カロリーガスの埋蔵量が枯渇しつつあるという現実なども勘案すると、エタンを処理できる設備

の建設は、ガスプロムにとって避けて通ることができない重要な課題だといえよう。ただ、既述の通り、

ノーヴィ・ウレンゴイでのポリエチレン工場の建設プロジェクトの実現は非常に難しくなりつつある。そ

の点はガスプロムも認識しているようで、2018年春になり、同社がルスガズドブィチャという民間企業（ア

ルカディ・ロテンベルグとの関係が深いことで有名な会社）と共同で、ウスチ・ルガにガス精製工場やポ

リエチレン生産工場を建設することを検討していることが明らかとなった（『ヴェードモスチ』紙、

2018.4.23）。 

 

(２)東シベリア 

東シベリアではイルクーツク州を拠点とする独立系石油会社「イルクーツク石油会社」が、傘下の石油

鉱床で産出する随伴ガス（ウェットガス）を原料とするガス精製工場と年間生産能力50万～60万ｔのポリ

エチレン生産工場をウスチ・クトに建設することを検討している。一部には早ければ2018年中に建設が開

始されるのではないかとの憶測も出ていたが、作業はやや遅れ気味となっており、2018年夏時点では、プ

ロジェクトの第１、第２フェーズと位置付けられている、ヤラクチンスコエ鉱床でのガスのアップグレー

ダーの建設工事と同鉱床とウスチ・クトを繋ぐPLの建設が行われていた。第３フェーズと位置付けられて

いるガス精製工場とポリエチレン生産工場に関しては、2018年夏時点ではFS実施に向けた準備作業の段階

にとどまっていた。ちなみに、イルクーツク石油会社は、中国のChina Pingmei Shenma Energy & Chemical 

Groupと共同で第３フェーズの実現に取り組むことを検討しているようだが、2018年夏の時点ではまだ最

終的な結論は出ていなかった（『コメルサント』紙、2018.7.18）。ウスチ・クトはロシア内陸部に位置し

輸送コストが高くなるので、最終製品となるポリエチレンの価格競争力を疑問視する声も多く、このプロ

ジェクトの実現までの道程は決して平坦なものではないと予測される。 

さらに、このプロジェクトに関し最も気になるのは、総工費の見直しが何度か行われているという点で
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ある。たとえば、2018年７月になりそれまで1,200億ルーブルとされていた総工費の見積額が一挙に3,610

億ルーブルにまで引き上げられた。さらに、10月にはイルクーツク石油会社の社長顧問に就任したドンス

コイ前天然資源・環境大臣が、「総工費は4,560億ルーブルに達するだろう」との発言を行っている（rupec.ru、

2018.10.４）。このようにプロジェクト総額が頻繁に、しかも大幅に見直されるのは異例のことであり、イ

ルクーツク石油会社側の当初の見通しが極めて杜撰なものであった可能性も否定しきれない。 

その他、気になるのは2018年に入りイルクーツク石油会社の石油生産量が減少に転じているという事実

である（2018年１～８月期の生産量は前年同期比７％減の422万ｔにとどまった）。同社の場合、メインの

鉱床であるヤラクチンスコエで資源の枯渇がかなりの程度進行している可能性が高く、代替となる新鉱床

の開発を急がなければ今後、石油（および随伴ガス）の生産量が急激に減少することも十分に考えられる。

この状況を勘案すると、イルクーツク石油会社にとってガス化学プロジェクトは最優先課題であるとは言

い難い（専門外のガス化学プロジェクトに取り組む余裕などないはず）との見方も可能な気がする。 

 

(３)極東地方 

 極東地方では、沿海地方とアムール州で大規模な石油化学工場およびガス化学工場の建設が計画されて

いるが、それらの計画の概要は以下の通りとなっている。 

 

東部石油化学会社 ロスネフチが取り組んでいるプロジェクトで、製油所と石油化学工場で構成される

東部石油化学会社という名称のコンビナートを沿海地方に建設することが想定されている。2018年夏時点

の情報によれば、プロジェクトは２段階に分け実現されることになっており、第１フェーズでは年間処理

能力1,200万ｔの製油所が、第２フェーズではナフサの処理能力が500万ｔ/年の石油化学工場がそれぞれ建

設される予定となっている。その他、年間処理能力1,200万ｔの製油所と原料の処理能力が340万ｔ/年の石

油化学工場の建設を想定した第３フェーズも検討されているが、第１、第２フェーズの輪郭すら見えてこ

ない現状では、第３フェーズが現実のものとなる可能性は極めて低いと考えられている。第１、第２フェ

ーズの輪郭すら見えないというのは、より具体的に言えば、プロジェクトの事業性確保の道筋が見え難い

ことを意味する。たとえば、第１フェーズでは年間180万ｔのガソリンと630万ｔの軽油が生産されること

になっているが、極東地方にはコムソモリスク製油所とハバロフスク製油所という２つの比較的規模の大

きな製油所がすでに存在することを勘案すると、それらの製品の販路を確保するのは非常に難しいと判断

される。また、十分な量の原料（原油）を調達できるかどうかも微妙となっている（極東の製油所用の原

油の供給源となっている西シベリアと東シベリアの鉱床の資源が枯渇傾向にあることに加え、コムソモリ

スクおよびハバロフスク製油所との間で原油の奪い合いが生じる可能性があるため）。 

さらに、第２フェーズの枠内で建設される化学工場は原料のナフサを近隣の製油所（コムソモリスク、
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ハバロフスク、アチンスク、アンガルスク）から調達することになっているが、鉄道輸送コストを考慮す

ると、原料の調達コストが高くなり最終製品の価格競争力に否定的影響を及ぼす可能性が高い。その他、

このプロジェクトの場合、最終製品のラインナップがまだ決定しておらず、そもそも、現時点ではその事

業性を評価することすら不可能となっている。恐らく、製品のマーケティングも全くの白紙の状態だと推

測される。ロスネフチは、第１フェーズを2026年以降に、第２フェーズを2029年以降にそれぞれ完成させ

たいとしているが、計画の杜撰さを勘案すると、完成時期が大幅に遅れる可能性やプロジェクトそのもの

が破棄される可能性も十分に考えられる。 

なお、東部石油化学会社に関連するインフラ（鉄道引込み線、ガスPL、送電線、道路、上下水道等）は、

ロシア鉄道、ガスプロム、沿海地方行政府などが建設することになっているが、どの組織も非常に動きが

鈍くインフラの整備はほとんど進んでいない模様である。2016年末にプーチン大統領が、東部石油化学会

社建設プロジェクト実現のための協力を積極的に行うことを、ロシア鉄道、ガスプロム、関係する電力会

社等に命じる大統領令に署名したが、各社の反応は鈍く、周辺インフラの整備は進まなかった。そのこと

に業を煮やしたロスネフチのセーチンCEOは2017年秋に、ロシア鉄道やガスプロムの動きの鈍さを非難し

善処を求める書簡をメドヴェージェフ首相に提出したが、そのことを受け急激に状況が改善されたという

情報は2018年秋時点では出ていなかった。先の見通せないプロジェクトには協力できない、というのが、

ロシア鉄道やガスプロムの本音ではなかろうか。 

 

アムール州のプロジェクト すでに建設が開始されている中国向けガス輸出用PL「シベリアの力」の通過点

であるアムール州に巨大なガス化学プラントを建設することを想定している。シブールが事業主体となっ

ているが、同社の株主でもある中国のSinopecもプロジェクトへの参加を検討している（最終的な結論は

2018年秋時点では出ていなかった）。 

なお、同化学プラントの近辺（スヴァボドヌィ市付近）には、シベリアの力の起点となるチャヤンダ鉱

床から供給されるウェットガスを精製する巨大なガス精製工場がガスプロムにより建設される予定とな

っており（Lindeの技術が採用される模様。すでに最初の熱交換器<長さ16m、重さ42ｔ、直径約２m>はパ

ワーマシンの工場で組み立てられ、2018年秋に納品されている）、原料（エタン、LPG）はその精製工場

から供給されることになっている６）。2017年夏に同ガス精製工場の定礎式が行なわれ、2018年秋時点で全

工程の２割程度が完了していた。精製工場は６つのトレインで構成されるが、ガスプロムの計画によれば、

最初の２トレインが2021年春に稼働を開始し、2024年末には６番目のトレインが稼働を開始して設計生産

能力が達成される予定となっている。 

 このようにガス精製工場に関してはある程度輪郭が見えてきているが、ガス化学プラントに関しては不

透明な点が非常に多く、今のところ明らかになっているのは、ガスプロムのガス精製工場から供給される
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エタンを原料とする年間生産能力約150万ｔのポリエチレン生産施設が建設されるということだけで、そ

の他の成分がどのように加工されどのような形で販売されることになるのかという点に関してはほとん

ど情報が出ていない。また、シブールとガスプロムは2018年２月に一応、前者がアムール・ガス化学プラ

ント用に後者から年間200万ｔのエタンを購入することを規定した事前契約を締結しているが、当該の文

書はメモランダム程度の意味合いしか有しておらず、ガスプロムによるエタンの供給開始時期や供給量は

事実上未定となっている。シブールはこの点を問題視しており、事前契約締結直後の2018年３月に、当初

は2018年上半期中とされていたガス化学プラント建設プロジェクトの投資決定の採択時期を2019年５月

以降に延期することを発表している。ガスプロムから供給されるエタンの量と価格に関する具体的見通し

がたたないとシブールが投資決定を採択することはないと判断されるので、投資決定の時期がさらに大幅

に遅れる可能性も十分に考えられる。 

シブールの見通しによれば、ガス化学プラントの建設には60億～70億ドルの資金と、約４年の年月が必

要になるとされているので、仮に2019年中に投資決定が採択されたとしてもプラントが稼働を開始するの

は2024年以降になる公算が高い（資金調達が難航すれば、完成時期はさらに遅くなるであろう）。既述の

通り、ガスプロムはガス精製工場の稼働を2021年に開始することを計画しているが、このままいけば、稼

働開始後最低３年間は精製工場で生産するエタン、プロパン、ブタン、ペンタン等の処理に苦慮する可能

性がある。いずれにせよ、ガスプロムとシブールの間にはかなり大きな温度差があるので、アムール州の

プロジェクトを評価する際にはその点に十分注意する必要があろう。 

 

 ロシアの石油ガス化学分野の新プロジェクトは、大別して２つのタイプに分類することができる。ひと

つは、ロシア国内でほとんど生産されていない製品を対象とする生産プロジェクトである。「ロシア国内

でほとんど生産されていない製品」としては、芳香族ジイソシアネート、ポリオール、リニアポリエチレ

ン、ABS樹脂、高吸水性ポリマー、ナイロン66、エポキシ樹脂、炭素繊維強化プラスチック、石油ガス化

学用触媒、有機染料、ビスフェノールA等の名を挙げることができる。このタイプのプロジェクトは地味

ではあるが、輸入品に対する競争力を確保できれば一定の販売量が確実に見込めるという優位性をもって

いる。もちろん、輸入品に対する競争力を確保するのは簡単なことではないが（輸入関税率が全般的に低

く設定されているため）、その部分さえクリアできれば事業性確保の可能性が見えてくる堅実なプロジェ

クトが多いといえよう。シブールがチュメニ州で取り組んでいるリニアポリエチレン生産工場ならびに紙

おむつ表面材用ポリプロピレン生産工場建設プロジェクトなどはその典型だといえる。 

 もうひとつのタイプは、「そこに原料があるのだから高付加価値製品の生産をしないのは国にとって大

きな損失である」といった政治家的あるいは官僚的発想をベースとしたプロジェクトで、規模の大きなも

のが目立つ。アムール州のガス関連プロジェクト、沿海地方の東部石油化学会社建設プロジェクト、ガス



105 
 

プロムのポリエチレン生産工場建設プロジェクトなどがその典型である。これらのプロジェクトは「マー

ケティングの甘さ」という共通の欠点を有している。たとえば、アムール州のガス化学工場の場合も沿海

地方の東部石油化学会社の場合も、生産される商品のラインナップが決まっておらず、マーケティング以

前の段階でとどまっている。また、両プロジェクトの場合、肝心の資源基盤についても不透明感が残る（資

源量がいくら大きくとも、回収可能な埋蔵量の規模が小さければ、それを資源基盤と呼ぶことはできない）。

一方、ガスプロムのポリエチレン工場建設プロジェクトの場合は資源基盤はある程度しっかりしているが、

その立地条件から判断して製品の輸送コストが高くなるのは確実で、価格競争力を確保するのは非常に難

しいであろう。また、同プロジェクトでは約30年も前の技術に基づいた高圧ポリエチレンの生産が行われ

ることになっており、品質面での競争力の確保も困難であろう。 

 後者のタイプのプロジェクトの方が、話題性が高く目立つが、事業性の観点から見て問題があるケース

や、肝心の資源基盤に問題があるケースも少なくないので、（あのロシアを代表する大手企業が本気で取

り組もうとしているのであるから・・・といった類の）先入観に惑わされることなくその経済的合理性を

冷静に見極める必要があるといえよう。 

 

第Ⅳ章注釈 

１）カザンオルグシンテズの需要を完全に満たすには年間76万ｔのエタンが必要になるが、今のところ、年間50万～

60万ｔ程度しか調達できていない。その他、同社は同じグループに属するニジネカムスクネフチェヒムから年間

20万ｔ弱のエチレンの供給を受けている。 

２）同生産設備では、アクリル酸の精製により得られる精製アクリル酸を3万5,000ｔ/年、アクリル酸とブタノールの

化合物であるブチルアクリレートを８万ｔ/年製造できることになっている。 

３）アクリル酸は、高吸水性ポリマー、分散剤、凝集剤、増粘剤、粘接着剤等の原料として利用されるが、ロシアで

は今のところ塗料の原料として利用されることが多くなっている。 

４）同社は、サマラ州のノヴォクイビシェフ、ニジェゴロド州のバラフナ、および、クルスクにもBOPPフィルム生産

工場を保有しており、生産能力は傘下工場合計で18万ｔ/年に達する。なお、トルクメニスタンのトルクメンバシ

石油精製コンプレクス社も2018年夏よりBOPPフィルムの生産を開始しているが、同社の生産能力は２万1,000ｔ/

年となっている。 

５）日本の東芝とロシアのパワーマシンの合弁企業である「東芝パワーマシン」は、2017年夏にザプシブネフチェヒ

ム用の４基の変圧器を完成させている（確認はとれなかったが、2017年秋ごろに納品された模様である：rupec.ru、

2017.7.19） 

６）2018年夏時点の情報によれば、同ガス精製工場ではピーク時に420億㎥のガスが精製され、250万ｔ/年のエタン、

150万ｔのプロパン・ブタン、２万ｔのC５とC６（ペンタン、ヘキサン）、6,000万㎥のヘリウム、380億㎥のメタ
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ンが生産される予定となっている（mrcplast.ru、2018.7.13）。ただ、列挙した数字はあくまで想定されるピーク時

のいわば理論上のものであり、シブールはガス精製工場から購入するエタンの量は最大でも180万～190万ｔ/年に

とどまるとの見解を示している。 

 

 

参考Ⅰ：「ロシアによる北極圏開発の現状と展望」講演記録 

 

はじめに 

2019 年１月 23 日に都内、同 25 日に産業協力・企業間交流セミナー「ロシアによる北極圏開発の

現状と展望」を実施した。今まさに注目されている、北極圏の環境及びロシアの政策方針・環境・油

ガス田開発・運輸それぞれの分野に精通した専門家による報告を通じて、ロシアで進む北極圏開発の

現状理解を進めることを主旨として開催した。専門家としては、ロシア科学アカデミー・欧州研究所

環境センター長のセルゲイ・ロギンコ氏、ロシア連邦付属金融大学第一副学長のコンスタンチン・シ

モノフ氏、国民経済予測研究所のユーリー・シェルバニン氏を招聘、それぞれ、北極圏の現状、北極

圏での石油ガス開発計画、北極海航路の展望について詳細な報告を得た。いずれの専門家も実務への

意識が高く、極めてプラクティカルに要点を押さえたプレゼンテーションが実施された。都内でのセ

ミナーには約 70 名、札幌でのセミナーには約 20 名強が聴衆として参加、かなり専門的な内容を含ん

でいたにもかかわらず、質疑応答時間では詳細な質問が絶えなかった他、セミナー終了後の名刺交換

の時間には報告者それぞれに多数の人だかりができ、聴衆の本テーマに対する強い関心が窺えた。以

下、産業協力・企業間交流セミナー「ロシアによる北極圏開発の現状と展望」の内容を報告する。 

 

報告者紹介・報告タイトル 

１）セルゲイ・ロギンコ 

役職：ロシア科学アカデミー 欧州研究所 環境センター長  

報告タイトル：「機会の窓としての北極」 

専門分野：ロシアのエネルギー政策及び環境問題、気候変動問題  

 

●2000年より現職。ロシアの有力経済誌「エクスペルト」へ環境・気候変動問題に多数の寄稿を行っ

ている他、ガスプロムネフチやルクオイルなどの国内エネルギー企業に対し、京都メカニズムに関わ

るコンサルティングを行ってきた経験もある。ロシアの省エネルギー戦略の策定にも関与した。 

●現在、ロシア国家院（下院）エネルギー委員会副委員長顧問を兼務する。 

 

２） コンスタンチン・シモノフ 

役職：ロシア連邦政府付属金融大学  

第一副学長   

報告タイトル：「北極圏におけるロシアの油ガス田開発計画」 

専門分野：ロシアの油ガス田開発、エネルギー安全保障 
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●2014年から現職。ロシアにおける石油ガスプロジェクト、戦略及びエネルギー安全保障に関する著

作多数。ロシア語で「エネルギー超大国」、「グローバル地政学における石油ガスファクター」、「世界

のエネルギーの未来を担う LNG」等の書籍も公刊。 

●2005年から、ロシア経済紙「ヴェードモスチ」のコラムニストも務めており、その発言はたびたび

各所で引用されている。その他、2013 年からコメルサント FM のラジオコラムニスト等も務めてい

る。 

 

３）ユーリー・シェルバニン 

役職：国民経済予測研究所 運輸分析部長  

報告タイトル：「ロシア北極圏：輸送と北極海航路」 

専門分野：石油ガス輸送（パイプライン、船舶、鉄道）  

 

●2008年より現職。石油ガスの輸送専門家として、ロシアの主要経済紙・雑誌において度々コメント

を求められている。国民経済予測研究所において運輸分析部門を統括、またグプキン名称ロシア国立

石油ガス大学では石油ガス輸送を専門とする学部の学部長でもある。なお、モスクワ国際関係大学教

授も兼務している。 

●グプキン大学では現在、北極海航路関連の調査・分析事業を統括する立場でもある。 

 

報告１：「機会の窓としての北極」（要約） 

S．ロギンコ  

 はじめに 北極圏をめぐる情勢だが、2000 年ぐらいまでは北極圏というテーマは世界政治の中心で

はなかった。しかしその後状況は変わった。北極圏の主な国々や世界の大国がその影響力を競うよう

になった。世界の主要プレイヤーが次々に、北極圏戦略を採択、発表した。2006 年にはノルウェー、

2009 年にロシア、2010 年にカナダ・スウェーデン・デンマーク、2016 年に日本、そして 2018 年に

は中国、そして米国の戦略文書は 2019 年今年にも採択されるものと思われる。 

世界の主要プレイヤーがアプローチを変えた背景には、まず地球温暖化により氷が溶けたというこ

とがある。氷の面積が減っている。もうすぐ北極圏の氷は無くなるのではないかという人もいる。た

だし、アイスレス・アークティックというのは、これは全くなくなるということではなくて、夏の間

の面積が 100 万 km2 以下という状況が到来するということである。これは 2030 年から 2070 年、あ

るいは 2100 年より後かもしれないという説もある。そうなると北極海のほとんど自由な航海が、い

ずれかの国の領海に入ることなく、どの国の領海に入ることなく行えるようになる。 

また、世界政治の変化により、伝統的な海上輸送ルートとは異なる新しいルートが求められるように

なっている。しかし、必ずしもすべての学者が北極の氷が減っていくという見方を共有しているわけ

ではない。例えば、この分野では、最も古い研究所、サンクトペテルブルクの北極南極研究所の評価

では、氷は一定のテンポで溶けているのではなく、ここ２年は氷の面積は大きく減ってはいないとい

うことである。このような見解の相違は、北極の氷についてのデータが十分でないところから生じて

いる。この問題は、政治、経済的に重要なものであり、データを確実なものにしていくことが必要で

ある。そのためには、新たな学術研究を以下の分野で進めていくべきだと思われる。それは氷の厚さ、
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また、地域的海流、さらにメタンの放出、永久凍土について、そして北極の生物に関する研究等であ

る。 

環境問題 北極の自然は非常に脆弱である。汚染を防ぐという観点から技術を選んで開発をして

いかなくてはならない。このようなアプローチ、新しいロシアの北極圏開発計画にも反映されている。

例えば燃料もエコかつクリーンな燃料を使っていくということである。LNG を船舶燃料として使う

ということ、これは新しいトレンドであり、国際海事機関の最も先進的なアプローチを考慮したもの

である。ロシア政府は砕氷船の燃料を LNG に移行するという命令を出した。技術的な決定は 2019 年

に策定されることになっている。移行は 2023 年の予定である。ガスプロムネフチのイニシアチブで、

既に船舶燃料用の LNG の規格策定が始まっている。もう一つのプロジェクトとして、無人の貨物輸

送潜水艦「ドローン・サブマリン」というものを北極海航路で使う案件も存在する。7000 海里、氷の

下を移動可能である。2023 年の運行開始が予定されている。 

また、北極圏の町や村の環境保護について、天然ガスや風力発電への移行にも重点が置かれている。

ノヴァテクがムルマンスクでパイロットプロジェクトを進めている他、風力発電ではムルマンスク

ではシーメンス等と協力、サハ共和国ではルスギトロがプロジェクトを進めている。しかし、環境へ

の脅威は、依然として存在しており、懸念を呼んでいる。例えばアラスカの自然公園で、石油開発が

許可された。最近米国の内務省が許可をしたものだが、カリブと呼ばれる白いトナカイ、シロクマ、

またデッドブックに載るような希少種の鳥などの生息地への侵入を許すことになる。ノルウェーな

ど環境に優しいクリーンな政策を取っていると自称している国の環境政策も疑問を感じさせるもの

である。国境を超えた汚染がノルウェーからロシアの方にムルマンスク州の方にやってくる。ムルマ

ンスクの汚染の 40%は、ノルウェーの排出によるものである。また、ノルウェーは北極圏の国で唯一

鉱山残渣をフィヨルドから海洋投棄している。そのためノルウェーは、ロシアや日本・中国が支持し

ている、国際自然保護連合 IUCN の決議をブロックしている。 

米国の動向 では次に、主要なプレイヤーについて触れていきたいと思う。米国の対外政策は最近、

柔軟性やアプローチの多様性に欠け、北極地方についても例外ではない。米国の基本的なアプローチ

は、軍事力や攻撃的なレトリックを誇示するものであり、いわゆるダブルスタンダードも見られる。

北極圏では最強の部隊をアラスカに置き、最強の海軍を持つ米国は、北極圏、北極地方での自国の権

利を要求する一方、他の国々が同様の権利を持つことを拒否している。例えば、米国に伝統的な他国

の天然資源への攻撃的関心は、北極地方でも現れている。アラスカ大陸棚での石油ガスの開発に排他

的権利を主張し、その一方でロシアのバレンツ海やカラ海の大陸棚での石油ガス産地の開発の権利

を無視している。 

米国はロシアの東に隣接する地域での活動を活発化させており、西に隣接する地域では、NATO 軍を

ロシア領の北極圏のすぐ西に配置し、過去 50 年で最大の軍事演習を行っている。このような米国の

無責任な立場は軍事紛争を引き起こす可能性はある。一方で、米国の軍事インフラは、北極圏での活

動に適してはいない。米国の軍事インフラの全ては、地域軍事紛争のためのものではなく、つまり大

きな世界規模の戦争のために作られたもの、つまり超大国間、あるいは核大国間のものである。しか

し、米国が北極圏への関心のために何か行動を起こすかというところはまだ明らかではない。北極圏

での米国の経済活動はその GDP の 0.03%にすぎない。 

他方で、ロシアは北極圏に大きく依存している。その GDP の 20%相当が北極圏にて生産されている。

失うものが多くある。米国の戦略がこの点において、ロシアからの反撃はないだろうと考えていると
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いうことはないのかもしれない。いずれにせよ、このような対立が北極で起こったとしても、北極そ

のものの問題というものは対立の原因ではない。つまり、地球全体の影響力、覇権の移行に伴う重要

な要素と関連しているのである。 

中国の動向 中国は、米国と違い実践的な政策をとっている。中国の目的は、北極圏における経済

的な主導権を握るということであり、石油ガス産業、輸送物流インフラ・造船等の北極圏での分野に

おいて最も活発なプレイヤーである。2013 年から中国は北極評議会でオブザーバーの地位を得、非

常に意欲的な計画を立てている。それは「海上のシルクロード」である。中国と欧州の貿易高は、お

よそ 6,000 億ユーロに達している。そのうちの一部、米国海軍の支配下にあると言っても過言ではな

い南海路（注：マラッカ海峡を経由するルートのこと）、それを北に持って行こう、という非常にロ

ジックな考え方ではないかと思う。このため、中国は、中国・欧州間の貿易のうち 5%から 10%を北

極海航路に変えようとしているのではと考えられている。 

中国の北極政策における目標は次の通りである。北極圏管理への参加、北極圏での交易、開発、そし

て様々な参加国と国際社会の共通利益を保証することである。中国外交部は「いくつかの国々が中国

の北極への参加に疑問を呈し、中国が資源を、環境資源を浪費し、環境を破壊することを恐れている」

と述べている。中国にはこのような声明を出す大きな理由がある。つまり中国は北極圏における環境

保護だけではなく、自国内の環境保護という点からも非常に遅れている国であると自覚している。ロ

シアから見れば、環境問題に対する中国の姿勢には非常に懸念があり、注視しなければならない課題

でもある。ロシアには「持続可能な森林」という概念があり、木材が生産されながらも森は保存され

て生き続けていくという考え方がある。ただ、中国に関しては違うと感じている。 

日本の動向 日本の北極圏への関心というものは近年増大しており、2013 年に北極評議会のオブザ

ーバーとなった。また、日本政府は北極大使を任命するようになっており、2015～16 年にかけて同

職を務めた白石大使は、過去のインタビューの中で、北極海航路の活用は非常に多くの可能性がある

と評価している。北極海航路によって日本と欧州の貿易の最大 40%をカバーできるとも語っている。

また総じて日本の北極圏問題の取り組みは非常に慎重である。2016 年に公表された日本の北極政策

の主な原則は以下のようなものである。まず、科学技術に焦点を当てること、そして安保問題に慎重

なアプローチを採用すること、そして北極海航路に沿った天然資源の輸送と開発の経済的側面の研

究を行うこと、また関連する国際ルールと紛争解決策を模索することであり、このようなアプローチ

は多くの支持を得ている。今後は、ビジネスや投資に活用できるより詳細な北極圏の研究や調査が望

まれるだろう。 

ロシアの動向 ロシアはその他の国とは違い、ただ北極圏を開発しているだけではない。ロシアは

北極圏に存在するのである。何百万のロシア人がそこに住んでいる。ロシアは北極圏における世界最

大の人口と経済活動を占めている。そしてロシアの歴史の一部である。  

世界的なプライオリティの変化と北極圏への関心の高まりは、ロシアに直接関係するものである。特

に重要なのは、2018 年３月１日のプーチン大統領の声明である。北極圏は開発の優先課題、政治、予

算プロジェクト的支援を行う、そして 2025 年までの貨物量を 8,000 万ｔまで増加させる目標を掲げ、

北極海航路は重要な開発対象であると述べた。 

今後重要な点は、ロシアにおける北極圏のマネジメント問題である。北極委員会が連邦政府内に存在

していた。またその作業部会が先週（1 月 14 日の週）に実施され、北極圏管理に関する様々な権限

を極東発展省に与える決定が行われた。そして、同省次官を北極問題専任とすることも決定された。
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これにより、北極圏に関するロシアの政策方針もより具体化されていくことだろう。 

 

報告２：「北極圏におけるロシアの油ガス田開発計画」（要約） 

K.シモノフ  

はじめに ロシアは非常に大きな関心を北極圏の開発に向けている。ロシアの経済政策において大

きなアクセントが置かれているのは、大規模な経済プロジェクトであり、それはエネルギーのシナジ

ー効果を生み出すものである。そして、次第に西シベリアに賦存する伝統的な資源が枯渇し始めてお

り、そのような伝統的な資源をさらに北部のそれへ移行すべきだ、という考えるものがおり、それは

すでに始まっている。それはヤマル半島のプロジェクトであるヤマル LNG であり、またガスプロム

によってボヴァネンコ油田も既に開発されている。北極圏開発の基盤となるのは、燃料エネルギープ

ロジェクトであり、それこそが様々な輸送、そして北極海航路による輸送の基盤となる。ロシアの北

極圏地域というのは、もちろん非常に膨大な埋蔵量を誇っており、シュトックマン・ガス田等、すで

に開発計画があるところだけでなく、それ以外でも開発を進めるべき場所がある。 

ヤマル LNG まずは、既に大部分が実現されているプロジェクト、ヤマル LNG についてである。

2017 年 12 月に第１系列、2018 年に第２系列、そしてその秋には第３系列が建設され、550 万 t の第

４系列も控えている。そして日本との直接の協業の可能性、日本の LNG 消費者とのプロジェクトと

いう側面もあるわけであるが、このプロジェクトはアジア太平洋地域の人々全体のものであること

を覚えておいていただきたい。このヤマル LNG のプロジェクトの実現は、非常に珍しいユニークな

形で進められている。つまり政府と民間企業であるノヴァテクの協力案件であるということである。

民間のノヴァテクがロシア政府から非常に膨大な、つまりガスプロムでさえも比べ物にならない規

模で、政府からの力強い支援を受けている。 

政府がノヴァテクにどのような優遇措置を与えたのか。例えば、導入される設備機器は非課税と

なる。つまり、サハリンプロジェクトでは課されていたものも、ノヴァテクに関しては課されていな

いことになる。同様に、輸入した外国機器には付加価値税を課さない。こういったことは今まで、ロ

シアでは一度もなかった。また資産税や鉱物資源抽出税も支払う必要がない。法人税も通常の税率よ

りもかなり低い税率になっている。政府はこのインフラの整備の大部分について資金負担した。それ

は、サベッタ空港、砕氷船フロート、また空港部分に関してもそうである。ユジノタンベイ・ガス田

からの鉄道網の敷設に関するインフラ整備費用も政府が負担すると言われている。このような優遇

措置が取られたことによって、このプロジェクトには外国投資家が多く参入できた。ノヴァテクは、

仏トタルや中国のシルクロード基金等と協力して本件事業会社の株式を保有している。EPC 契約に

関しても現代的なスキームが採用されており、そのコントラクターとして仏テクニップや日本企業

が参加した。 

実際、ヤマル LNG においては外国企業から供給を受けた機器が多く、コントラクター９社のうち、

テフノエクスポルトのみがロシア企業であった。ガスプロムは、これを批判して外国の技術ソリュー

ションに依存していると主張している。 

当初の想定とは異なった点もあった。本来の想定ではヤマル LNG から出荷されるガスはこれまで供

給されていなかったアジア市場に向けられる予定であった。しかしながら、今現在それらがどこに向

かっているのかというと、フランス、オランダ、英国といった旧来の欧州需要家が並んでおり、中国

はそれに次ぐ４番手、日本に至ってはブラジルやヨルダンへの輸出と同程度の水準である。この背景
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には欧州向け LNG 価格がノヴァテクにとってとりあえずは魅力的なものとなっているとの現状があ

る。ただし、この価格は CAPEX を考慮に入れておらず、その資本的支出を加味すれば価格評価は変

わってくる可能性はある。 

アルクチク（北極）LNG２ 厳しい環境下での開発にもかかわらず、政府の支援による、アルクチク（北

極）LNG２は順調に開発が進んでおり、昨年 10 月にノヴァテクは FEED が完了したと公表している。

2028 年には 6,000 万 t を出荷する計画となっている。この LNG プロジェクトにもヤマル LNG と同様

の優遇措置が与えられる予定であり、ロシア政府は鉄道敷設や砕氷船建造等のインフラ面でのサポ

ートも含めて全面支援する想定である。良く知られているように、ノヴァテクは現在、本プロジェク

トのパートナーを探しており、仏トタルは既に名乗り出ている状態にある。同社は、本件事業株式の

10％を取得する予定である。また、本日の聴衆のみなさまもご存知の通り、日本の組織も関心を示し

ているし、韓国も同様である。なお、サウジアラムコが手を挙げたのは個人的には意外であった。 

 また、ムルマンスクとカムチャッカに積替えターミナルを建設するための調整も日本や韓国との

間で進められている。これら新規ターミナルが建設されれば、北極海航路輸送に関わる諸条件は緩和

され、価格面でもより魅力的な供給が可能となるであろう。 

 ノヴァテクは、北極圏開発を重視する政府方針を背景に、現状を上手く活用し、プロジェクトの前

進に力を尽くしている。私の見通しとして、アルクチク LNG２プロジェクトは着実に実現へと進ん

でいくことだろう。ただ、細かな面で議論はあるかもしれない。ヤマル LNG で批判されたように、

外国企業のサプライヤーが大半という状況は変えなければならなくなるかもしれない。この案件を

梃に国内サプライヤーを育成すべきだという意見もあるだろう。例えば、数日前のことだが、ノヴァ

テクがズヴェズダ造船所と 15 隻のタンカー製造で契約をするとの情報が入った。タンカーの建造価

格は韓国製のそれと変わらないという。このように、国産化に向けた一定の動きは今後も見られるだ

ろう。しかし、当面は当初契約に基づいて外国企業が活躍することになるだろう。重力着底型プラッ

トフォーム建設では伊 Saipem とトルコ Renaissance と協力することになる。プラットフォーム建造技

術自体は外国のものであるが、建造はムルマンスク造船所で行われるので、ある種ローカライゼーシ

ョンと言えるだろう。また、ガス冷却方式についてノヴァテクは「北極の滝（Arctic Cascade）」と呼

ばれる技術特許を有しているが、本プロジェクトでは独リンデの Mixed Fluid Cascade(MFC)方式を採

用することとなっている。タービンについては、国内企業のパワーマシーン社が売り込みを図ったが

契約には至らず、結局は GE 子会社の伊 Nuovo Pignone が 20 機を受注することになった。なお、こ

のタービンはボーイング 777 用のエンジンをベースとした製品である。このように、ノヴァテク自身

は基本的には国産化製品を使うということに捉われているわけではない。 

ところで、ガスプロムは、バルチック LNG という別の LNG プロジェクトを抱えている。日本のパ

ートナーともメモランダムが交わされている。ガスプロムはこの案件について国家支援を求めたが、

拒否された。新規にガス田を開発する案件ではないというのがその理由である。このため、既存の案

件ではあるが、計画が進まなかったプロジェクト、例えばシュトックマン・ガス田プロジェクト等が

再開される可能性もある。 

油田案件 油田案件は、ガスとは少し事情が異なる。というのもガス産業が大変成功を収めている

ためである。ヤマル LNG もギダン半島のアルクチク LNG２も陸上リソースを使っている。しかし、

石油についてはガスプロムネフチが手がけているプリラズロムノエ油田のように、大陸棚での採掘

がお紺われている。基本的に、大陸棚の開発は非常に難しく、高い技術を要する。プリラズロムノエ
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油田では昨年 360 万 t が生産され、2020 年にはピークの 500 万 t に達すと想定されている。設備につ

いては、ノルウェー製のものが一部使用されているが、それにしても成功までには困難があったと聞

いている。やはり、北極圏での開発は容易ではないということである。 

一方でロスネフチの案件は現在凍結されている。2010 年から 2012 年、当時は楽観主義が支配してお

り、石油についても北極海プロジェクトが伸びていくものという信念があった。ロスネフチとガスプ

ロムネフチの２社だけが大陸棚の開発ライセンスを享受したわけであるが、ロスネフチはセーチン

氏のロビイングの効果もあり、北極圏での生産物分与を含め、様々な優遇措置を得る、また利用でき

る立場となった。そして、西側のパートナーとの合意も進んでいた。エクソンモービルやノルウェー

の Statoil（注：現社名「Equinor」）、伊 ENI 等との協力に期待がかけられていた。しかし、エクソンモ

ービルが撤退するという状況になってしまった。地質探査自体は非常にうまく迅速に進められてい

たが、2014 年にクリミアがロシアへ帰属したに伴い発生した諸問題により、プロジェクトは凍結さ

れてしまった。エクソンは、サハリンを除くすべてのロシアでのプロジェクトを停止した。サハリン

は利益の上がっているプロジェクトだから残したわけである。それに追い打ちをかけるように、2014

年の春に原油価格の下落が顕著となった。これに制裁問題も加わり、ブレーキをかけることとなった。 

最後に一つ言っておきたいが、現状、北極圏開発に必要なコストは高い。しかし、シェールオイルや

シェールガス開発コストが下がっているのと同様のことが起きるのではないかと予想している。原

油価格が 120 ドルだったから取り組んだ新規開発が、78 ドルでもできるようになるかもしれない。

こうした技術の進歩に今後の期待を込めておきたい。 

 

報告３：「ロシア北極圏：輸送と北極海航路」（要約） 

Y．シェルバニン  

 はじめに 北極海航路がどのような地域にあるのか、ウラジオストクから北極海航路というものは

始まってと言われることが多いのは、それはウラジオストクの貨物が北欧州に運ばれていくという

事情があるからである。かなり長い、カラ・ゲートが西の端になっている。そしてノーヴァヤ・ゼム

リャーから始まってベーリング海峡まで繋がっている。 

ロシアはシベリアから北極圏へどのように輸送網を作っていくつもりなのか、ということにも触れ

ていきたいと思う。輸送ビジネスの従事者は、将来の貨物の中身がどのようなもので、どのような数

量になるのかということに常に関心を持っている。シベリア連邦管区にサハ共和国を加えると、石炭

がロシア埋蔵量全体の 80％、そして白金、鉛、モリブデン、亜鉛、銅、ニッケルなども豊富にあるこ

とが分かっている。これらを開発するためには、鉄道を作ったり、海の輸送路を充実させたりするこ

とが不可欠だ。そして、このような天然資源を運び出すための輸送路だが、東部ルートと言う場合、

西シベリア、ウラル以西のことは含めず、東部レナ川の子午線から東を指す。なお、東シベリアから

チュコト半島についてだが、まだまだ探査は進んでいない地域であり、地質探査をさらに進めていか

なくてはならない。 

北極海航路の現状 それでは北極海航路だが、北極海はバレンツ海、カラ海、ラプテフ海、東シベ

リア海、そしてチュコト海という海からなっている。バレンツ海は今のところあまり厳しくではなく、

通年航海ができるところで、カラ・ゲートという海峡（ノーヴァヤ・ゼムリャーと大陸の間にある海

峡）にてバレンツ海とカラ海が分けられる。そして北極海航路は 5,600km の行程中に、13 の海港が

置かれている。ここ数年非常に力を入れていて、通信や安全確保のためのシステムが充実されてきて
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おり、どこがどのような深さなのか、どのようにその船の航路を作っていくのがいいのか、そして水

先案内をどのようにつけるのか、といった具体的対応の構築、また海図の充実なども進んできている。 

航路の安全確保 更に、安全確保も大変重要である。ロシアは北極海の安全確保のために６つの機関

が砕氷船を作っており、水先案内を提供している機関が５つあり、あらゆる問題を監視し、またその

なかで海洋汚染や油濁防止などの措置をとっている。というのは、非常に低い温度の海水の中で油濁

事故などが起きると、大きな否定的な影響が出る。また安全確保や環境保全のための監視というもの

は、非常に重要で過去５～６年の間に大多くのの作業が行われてきた。現況では、環境に関わる色々

なリスクがかなり低いレベルに、抑えられていると思う。 

北極海海路については、大きく分けて、カラ・ゲートからノヴォシビルスク諸島と大陸の間、ある

いはそうではない海路を経由し、そしてバレンツ海峡を通るという２つのルートがある。ノヴォシビ

ルスク諸島の上を通り、セーベルナエ・ゼムリャーを通るルートが最も距離が短くなる。しかし、そ

の航海は大変難しく、常に砕氷船のエスコートを必要とする。この海路は他にも欠点を持っていて、

季節によっては、喫水線の深い船では通行できない場合も生じることになる。 

海氷の状況 次に、氷の問題がある。ここで地図を見てもらいたいが、これは毎日、北極海管理当

局が出しているデータである。このデータは（注：講演日の）１週間前のもので、西側の大部分はク

リーンウォーターという氷のない開放水面、これはバレンツ海である。また、セーベルナエ・ゼムリ

ャーのあたりは海氷の厚さが 30cm 程度で、ここなら砕氷船なしで通ることができる。そして、子午

線からノーヴァヤ・ゼムリャー東海岸の辺りだが、ここでは海氷厚が 30cm から 200cm になる。つま

り２m もの氷があるかもしれない。周り全部がそんなに厚い氷というわけではないのだが、２m の氷

というのは強力な砕氷船が必要になる。そのため、３m 以上の厚さの氷がある可能性も想定され、そ

れが非常に陸に近いところに生じることもあるも考慮に入れなければならない。これが故に、真剣に

モニタリングを行い、状況把握を継続することはは非常に困難である。また、現在この海図がないと

いうような話もあるが、毎日北極海航路管理当局は同サイトで状況をアップデートしているし、また

11 月から３月の間はやはり大型の砕氷船、つまり原子力砕氷船のエスコートが不可欠となる。北極

海航路は３つの気候ゾーンから構成される航路だが、基本的に輸送に関わる者たちはこれらゾーン

を、業務上５つに区分している。 

これは、貨物をバレンツ海からカラ海まで運ぶもの、それからムルマンスクからウラジオストクま

で、ウラジオストクからチュコト半島に至る海路利用、北極圏の居住地向け輸送、外国船による輸送、

トランジット輸送である。この中では、北極海航路を使ったトランジット輸送は現状ではそれほどウ

エイトは大きくない。ロシアは北極海航路において、ロシア船舶の船舶サービスに手を尽くしている

ところで、外国船の扱いはまだ視野に入ってきていない。 

ルール形成 北極海においては船舶運航のための様々な国際基準があるが、2014 年 11 月、国際海

事機関 IMO のセッションにて、北極コードと呼ばれる文書が採択された。これは提案という形式の

文書であるが、そこに北極圏ロシア部分を航行する場合の提案が記載されていることに注目してほ

しい。これはロシア法のベースともなっている。こうした規則は国際法に即したものであり、北極圏

のロシアの領海や排他的経済水域を経由する航路にてロシア法を適用することは国際法に反するも

のではないとのことになる。 

北極海の中で公海となっている部分を経由するものについては、これらは適用されないが、現在、

世界を見回しても公海上でエスコートができる砕氷船は事実上存在しない。したがって、領海や排他
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的経済水域を超えたところを航海するというのは不可能である。さらに、原子力砕氷船は、ロシア以

外は保有していないため、ロシア以外に３m 以上の氷を割って航行する手段を提供できる国はない。 

なお、大きな輸送量ではないが、トランジット輸送も行われている。規模としては比較的多かった

2013 年でもせいぜい 1,000t 程度、2017 年までには大幅に減り、200t 程度となってしまった。これら

トランジットは、ロシアの港に立ち寄るものではなく、その先の東アジアや北欧諸国に向けてのもの

である。この航行においてもロシア領海あるいは排他的経済水域を通過するため、ロシア法が適用さ

れることになる。 

ロシア法では北極海航路の通行許可申請費用や砕氷船利用料金も詳細に定められている。どのよう

なルートで航行するのか、エスコートされた船団の中でどのような動きをするのか等、諸条件により

細かく規定されているのである。例えば、砕氷船のエスコート料金であれば、デッドウェイト、船級、

北極海航路の中のどの部分を通過するか（東から西に向かうのか、西から東に向かうのか、どのゾー

ンを経由するのか等）に拠り、明確に区分されている。 

北極海航路の貨物量は順調に増加しており、2017 年には 1,000 万 t を超え、昨年は 1,800 万ｔに至っ

た。2020 年には北極海航路を介しての輸送が増え、2,800 万 t に達すると想定されている。なお、少

し細かな数字を挙げておくと、ヤマル LNG からは 1,500 万 t、ノリリスクやウラン・ウデからの貨物

約 2,000 万 t の利用も将来的に見込まれている。 

砕氷船 現在ロシアでは、北極海海域において４隻の原子力砕氷船が稼働している。チュコト海や

北極海の東部では、原子力砕氷船のエスコートがない状態で冬期に北極海航路を運航することはで

きない。夏期には、東シベリアの様々な川からの水が流れ込むことにより、ラプテフ海へとエニセイ

川、オビ川あるいはレナ川から温かい水が流入し、海氷が溶けるため（注：原子力砕氷船のエスコー

トがなくても）航行が可能であるが、冬は全く違う様相を呈する。 

このため原子力砕氷船は不可欠な存在であるが、この４隻のうち３つは、2020 年には更新すべき時

期迎える。ただ、当面は若干の修理を施し、稼働年数を４～５年延長して利用することになるだろう。

この３隻に代わり、現在、LK60 や LK120 というプロジェクトが進められており、新しい原子力砕氷

船の船体建造作業が進められている。すでに新しいタイプの原子力砕氷船が１隻完成（アルクチク

号）、今年の夏にも稼働する。2020 年にはもう１隻が稼働の予定である。通年でのエスコートを実現

しようとすると大きな原子力砕氷船が 10 隻は必要と言われている。 

鉄道による補完 現在存在している北極海域の様々な港、ティクシ、ペヴェク、サベッタ等が挙げら

れるが、積替え港として使えるような規模の港ではない。この問題を補完すべく、最近、1930 年代、

当時ソ連時代に提起された「シベリアの枠」というプロジェクトが思い出されるようになっている。 

これは、北極海航路と並行し鉄道を敷設、これにより北極海沿岸にある港を接続、更にはシベリアの

諸都市とも鉄道で繋げるとの構想である。東アジアからの貨物をムルマンスクで下ろし、鉄道でシベ

リアやウラルへ運ぶことも容易になる。さらにはシベリア鉄道にも接続すれば北極圏の輸送環境は

一変するだろう。なお、ヤマル半島の付け根部分では既に北極海航路に並行する鉄道が完成しており、

これをボヴァネンコ油田と接続させれば優れたロジスティクスを実現できるだろう。 

今後の期待 現段階で３つの大企業が北極海航路を介した輸送について大きなポテンシャルを有

している。これは、ノヴァテクによるヤマルからの LNG 輸送、次にガスプロムネフチによるノーヴ

ィ・ポルトやプリラズロムノエ油田からの原油輸送、またヴォストクウーゴリによるタイミール炭田

地帯からの石炭の輸送である。ヴォストクウーゴリは本年、1,000 万 t の石炭を輸送する予定あると
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し、今後は 3,000 万 t まで増量する見込みがあるとしている。 

北極海航路の需要はさらに増えていくばかりであろう。そして、スエズ運河経由での輸送と北極海航

路との比較であるが、様々な船舶の能力を加味して考えても、北極海航路が総体的に優れていると示

すことができる。 

 

質疑応答（抜粋、要約） 

北極評議会 （北極評議会で今議論されている中で、加盟国共通の課題となっているもの、逆にその

意見の対立が激しいものは何か問われ、ロギンコ氏が回答したところ、）大きな問題でこれに答えす

るには、１レクチャー必要なくらいである。まず北極評議会というのは、組織として国連のような大

きな権限を持った組織ではない。もちろん共通の利益、関心というのは北極海の、そして北極地方の

発展である。それから一定のもちろん互いの意見が一致しない問題もある。また北極圏の国々とオブ

ザーバーの間に、意見の相違があるという部分もある。つまり北極海に直接利害を有する正式メンバ

ーは、やはり北極海の保持ということに大きな関心を持つ。簡単に表現すれば、そういった違いだと

思う。 

北極開発をめぐる権限 （ロシアにおいて北極開発に関する権限が極東発展省に委任されたことに

ついて問われて、シモノフ氏が回答したところ、）例えばトルトネフ副首相に関しては、極東連邦管

区の代表であり、北極委員会の事務局長である。1 月 18 日、メドヴェージェフ首相がプーチン大統

領に提案を行い、極東発展省の第一次官を北極圏開発担当することが決まった。そして、北極圏に関

する様々なテーマに関して、様々な組織が作られていくということが決定されている。つまり、無尽

蔵の資源を有する地域なので、そのプロジェクトのオペレーターとなりたいと考える企業たくさん

ある。  

例えば、ロスアトムはこの北極海航路におけるプロジェクトの主要なプレイヤーとして名を挙げ

たが、名を挙げたとたんに、運輸省との間での衝突があった。運輸省はそこでイニシアチブを発揮し

たいと考えているわけである。そのため、極東発展省、つまり、トルトネフ氏の管轄下において、北

極圏のプロジェクトが進められていることに関しても、誰が担当になるのか、複数の候補者が挙げら

れているが、その任命は簡単に決定しないだろう。々は、私としては、この北極というものは非常に

大きなテーマであるので、いくつかのプレイヤーがお互いに競争していく中で決まっていくのでは

ないかと思う。例えば、ロスアトムと運輸省の間、またガスプロムやノヴァテク、ロスネフチ、それ

らの輸送を担当している会社等、そういうところでも様々なやり取りが行われている。また、国防省

なども重要なプレイヤーの一つである。したがって、極東発展省をめぐる動きも、この北極圏がロシ

アの戦略的見地から重要だという点で、政府が多くの注意を払っているということの証左ではない

だろうか。 

原子力砕氷船 （LK60、LK120 といった原子力砕氷船の新規建造についてその建造計画を確認す

る旨の問いがあり、シェルバニン氏が回答したところ、）LK60 である「シビーリ」は、昨年進水し、

本年に就航予定である。それから 2 番目の LK60 が 2020 年に、そして 2021 年に 3 隻目の LK60 が

2012 年の進水予定である。ただ、進水した後、1 年をかけて国の検査をパスしなくてはいけない。こ

れらは原子力砕氷船であるため、安全評価を厳正に実施する必要があり、進水の後、就航までは１年

かかるのである。想定速度は、海氷状況にも拠るが、５ノットと言われている。これはおよそ１時間

で６～９キロという速さである。 
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次に LK120、いわゆる「リーデル」と呼称されている、出力が 120MW の砕氷船であるが、ロスア

トムがこれの建設を計画している。この作業においては、まず船体を溶接し作らなくてはならない。

この溶接や、そのコーティング層の作成には大変長い時間を要する。しかも、船舶登録にあたって当

局が提起するさまざまな要求もある。一般には、LK120 は７年後には建造されるはずだと言われてい

る、問題は予定されているように３隻建造できるのかどうかということである。LK120 に関しては、

今回がシリーズの１号機になるので、その建造サイクルは長くなるのではないかと思っている。１隻

完成すれば、その後の工期は短くなる可能性があるが、エンジニアにとって１号機を作ることが、最

も難しい。そして他の砕氷船については現在、造船業者と発注者の間で、燃料をどうするのか、原子

力砕氷船にするのか、そうではなくて LNG を燃料とした砕氷船にするのかという議論がある。LNG

はたくさんあり、それを船舶燃料として使うということもあり得るわけである。そして先ほどの北極

圏横断鉄道では、ガスタービン機関車というアイデアが出されている。それは天然ガスを燃料とした

機関車を使う鉄道列車である。コストが安いし、電気を引く必要もなく、電気を引くためのケーブル

も不要で、重油を置いておくためのタンクも不要であるため、天然ガスを使うというアイデアが非常

に浮上してきている。そのため今後 LNG は、輸出だけではなく、北極圏の現場燃料として使うとい

うことにも注目されている。 

 

おわりに （所感） 

北極圏開発をめぐっては、もちろん、まだまだ多くの課題が残されている。例えば、「北極海での

『領有権』問題は、領海をめぐる問題ではなく、大陸棚における主権的権利をめぐる争いであるが、

ロシアはこの点で地理的には無理筋な主張をしていることは事実である。ただ、現在開発が進められ

ている部分はすべてロシアの領海内の話であり、また北極海航路の利用について沿岸国であるロシ

アの協力が不可欠であることに鑑みると、日本としてもビジネスに利する範囲では協力を模索した

方が利益を得られる可能性がある。また、制裁をめぐっては、厳しい制裁を科している米国自身、そ

して EU 諸国も利益と不利益を天秤にかけて巧妙にロシア市場への投資を継続しており、日本にとっ

ての稼ぎ頭である米国市場での利益に抵触しない範囲で、コミットメント出来る方法を考え、実行す

ることも重要であろう（国際協力銀行がガスプロムに円建て外債の保証を行ったことはその一環と

も言える）。北極海航路、特に東回り航路はまだ実験的要素が強く、明確に商業的意義が見出せる段

階にはないと思われる。ただし、こうした試みには初期段階から関わっておくことが重要であり、商

船三井のチャレンジはそうした意味で重要である。日本にとって北極海航路の意義が明確に見えて

くるのは、通年利用がより容易になり、取り扱い貨物量の増加がより顕著になった時点であるが、こ

のあたりは、今後、中国がこの航路をどの程度活用するかにもかかってこよう。 

昨年５月のサンクトペテルブルグ国際経済フォーラムにおいて、安部総理が北極海航路と北極圏

の LNG に関わる日露協力の可能性について非常に熱く語り、また本年１月の日ロ首脳会談後の共同

記者会見でプーチン大統領が北極圏案件への日本企業の参加に期待を示したように、ご北極圏開発

と北極海航路に対しては、このように日露双方から期待が高まりつつある。このような中で本件セミ

ナーを開催できたことには大変意義があると思う。セミナー「ロシアによる北極圏開発の現状と展望」

にて登壇いただいた報告者の皆様、またセミナー出席者の皆様に当会より感謝申し上げたい。 
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報告１：「機会の窓としての北極」資料 
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報告２：「北極圏におけるロシアの油ガス田開発計画」資料 
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報告３：「ロシア北極圏：輸送と北極海航路」資料 
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(Ice Conditions, 13-15 Jan.2019) 



136 
 

 

 

 

 



137 
 

 

 

 



138 
 

 

 



139 
 

 

 
 
 



140 
 

 

 

 

 

 

 

 



141 
 

 

 

 



142 
 

 



143 
 

 

 

 



144 
 

 

 



145 
 

参考Ⅱ：シベリアにおける産業多角化・地域開発の試み 

「アカデムゴロドク 2.0 構想とシベリア地域における産官学連携の現状」 

 

はじめに 

ロシアでは 2017 年 7 月に国家プログラム「ロシア連邦のデジタル経済」が採択されて以降、通信

インフラ投資、各種産業におけるデジタル技術の活用、人材育成、スマートシティ化の推進等、多方

面で「デジタル経済」の浸透を図ろうとしている。ロシア政府に拠れば、2019 年以降の数年間で２兆

ルーブル相当の国家予算がその目的に投じられる予定であり、また連邦会議（ロシア上院）に拠れば、

本年だけで関連法案が 60 以上審議される予定だという。 

このような中、モスクワのスコルコヴォを手本として、地方でも産官学の人材とプロジェクトを結

集させるための試みが講じられている。タタルスタン共和国の「インノポリス」のように構成主体の

イニシアチブで既に立ち上げられているものもあれば、これから新規設立、あるいは既存のインフラ

を更新して建造しようという試みも存在する。この後者について、注目を集めている試みの一つがシ

ベリアはノヴォシビルスク州にある。学術都市アカデムゴロドクである。 

 

学術都市アカデムゴロドク 

 学術都市アカデムゴロドクは、正式名称「ノヴォシビルスキー・アカデムゴロドク」と呼ばれるノ

ヴォシビルスク市郊外にある学術・研究機関集積地区のことである。同地区はソ連時代の 1957 年に

開かれ、つくばの研究学園都市のモデルとなったとも言われている。現在、ノヴォシビルスク国立大

学の他、30 以上の教育機関・研究所が集中し、ロシア科学アカデミーシベリア支部の理事会も置か

れている。中でも、ソボレフ数学研究所、情報数学・数理物理学研究所出身者は IT 分野にて積極的

に起業を行っており、産学間の連携も既に形成されている。実際、筆者は現地の IT 企業やスタート

アップを訪問した際には、AI を活用した高度なサービスパッケージを開発している企業が多く、企

業規模とその技術力の差に驚かされたほどである。実際、ノヴォシビルスク発のグローバル企業や海

外進出を果たしている企業も多数あり、仮想マシン・ソフトウェアの「Parallels」社、PC 及びモバイ

ルゲーム開発の「Alawar」社、金融システム開発の「Softlab」社、ネット決済サービス開発の「Center 

of Financial Technologies」社、オフショア・ソフトウェア開発の「Novosoft」社等が例として挙げられ

る。 

このアカデムゴロドクがアカデミック偏重の旧来型の学術都市から脱皮を始めたのは 2000 年代に

入ってからとなる。2006 年には国家プログラム「ハイテク分野におけるロシア連邦テクノパークの

設立」に基づき、この地区内でのテクノパーク、通称「アカデムパルク」設立・運営が開始された。
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この運営は、ノヴォシビルスク州経済省傘下に設立されている同州投資発展エージェンシーに委任

されており、本年 1 月時点で 312 の企業、101 のスタートアップが入居している。このように、アカ

デムゴロドクでの産官学連携の取り組みは 2000 年代後半には既に形となっており、また成果を生ん

でいたため、2010 年代に入って整備が進んだスコルコヴォは、彼らから見れば、「後追い」プロジェ

クトとして映っているようである。 
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アカデムゴロドク 2.0 

 2018 年２月、プーチン大統領がノヴォシビルスク（アカデムゴロドク）を訪問、トラヴニコフ同州

知事（当時は知事代行）及びロシア科学アカデミーシベリア支部幹部と会談した際に、「アカデムゴ

ロドク 2.0」構想に賛意を示した。この構想は、ノヴォシビルスク市郊外にある他の２つのテクノパ

ーク、農業・食品分野を専門とするクラスノオブスク、バイオ・医薬を専門とするコルツォヴォを統

合し、アカデムゴロドク周辺の未開発地域及び、ノヴォシビルスク市南部に位置するベルツク市の一

部を一体開発するものである。プーチン大統領は賛意を示した後、ノヴォシビルスク州政府に構想の

具体化を指示、同年 10 月に具体案が州政府から連邦政府に提示された。この計画で目玉の一つとな

るのは、シンクロトロンの建設であり、プーチン大統領も建設を強く支持している。既にコルツォヴ

ォ地区に建設される区画で調整が進んでおり、2023 年に一部稼働、2034 年に完全稼働を目指す計画

となっている。また、遺伝子学及び細胞生物学研究に関するセンターの新設、物理及び化学分野での

応用研究センターの設立なども計画されている。 

さらには、ロスネフチ、ロステレコム、ロスアトムといった国営・国有大企業との共同プロジェク

トも多数想定されているという。例えば、ロステレコムは既にアカデムパルクとの間で、スタートア

ップ支援のためのアクセラレートプログラムの運営で協力関係を築いている他、シンクロトロン建

設計画に関してはロスアトムがアカデムゴロドク内の原子力関係研究所に協力している。 

 

課題その１：地区ステータス 

しかしながら、「アカデムゴロドク 2.0」構想の実現のためには、解決しなければならない課題が多

数存在する。まずクリアしなければならない問題は、地区ステータスの問題である。 
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「アカデムゴロドク 2.0」構想における開発予定地域（https://m.academ.info 掲載画像を基に作成）。現在のアカデムゴ

ロドクは右下の太線枠内であるので、かなりの拡大が想定されていることがわかる。  

 

構想通りにアカデムゴロドクの地理的範囲を拡大すると、既存の行政区画を複数またぐ、または包

含することになる。このため、新たな地区として管理運営を行う、または特恵を得るためには特別な

地区ステータスが必要となる。したがって、ノヴォシビルスク州政府は、スコルコヴォ地区設置法に

ならい、「ノヴォシビルスク科学センター」地区設置に関する連邦法の立案を訴えかけている。 

なお、極東地域のように新型特区を設置する方法もあるが、この種の特区は外国あるいはロシアの

他地域からの投資を促すための措置であり、スタートアップ支援やイノベーション・化学分野での各

種支援措置を含むものではないため、検討から外された模様である。余談ではあるが、極東連邦大学

もスコルコヴォ型の特区設立に意欲があるようである。 

 

課題その２：予算と資金負担 

 次に調整の難しい問題は予算である。例えば、目玉施設の一つであるシンクロトロン建設には、報

道されている媒体によって若干の差はあるが概ね 400 億ルーブル相当とされている。この想定額に

おいて考慮されているのはあくまで本体施設建設費のみであり、付帯する研究棟の追加建設や新規

雇用の発生（完全稼働段階で 1 万名の研究者・技術者が追加的に必要とされている）、雇用者増加に

伴う住居建設、外国研究者の招聘体制構築等において更なる予算を要することが見込まれている。本

体施設建設に関しては、国家プログラム「科学」の枠内で連邦予算から 368 億ルーブルが拠出される
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予定であり、付帯する研究設備の建設についても国防省やクルチャトフ研究所が協力する可能性が

あるという。 

しかし、これ以外の新規研究設備、例えば、遺伝子学、細胞生物学、工学分野での新規研究設備の

建設や既存設備の更新については、ノヴォシビルスク州やロシア科学アカデミーシベリア支部が負

担、あるいは外部調達しなければならない。これらの新規建設・更新だけでも 1,500 億ルーブル程度

を要するとされている。もちろん、関連インフラの建設コストは更に大きい。トラヴニコフ知事が昨

年末時点でもこれら資金源については明言をしておらず、外部資金調達の重要性を訴えていたこと

から、各種予算調整は未だ解決に至っていないと見られる。 

ただし、プーチン大統領も昨年 12 月のプレスカンファレンスにて「アカデムゴロドク 2.0」構想を

支持する旨改めて明言し、アカデムゴロドクの発展は連邦政府の重要課題の一つである、追加的予算

措置について関係機関と協議すると述べており、今後段階的に連邦予算の拠出が増加していく可能

性は十分に考えられる。なお、予算拠出元として期待されているのは、ロシア科学アカデミーシベリ

ア支部の発展を目的として拠出される連邦政府補助金、国家プログラム「デジタル経済」の枠組みで

拠出される連邦予算等がある。 

 

シベリア他地域での試み 

「アカデムゴロドク 2.0」構想ほどの規模ではないが、シベリアの他地域でも新たな研究開発拠点、

産官学連携施設の建設や体制作りが進められている。その内のいくつかを簡単に紹介しておく。 

ノヴォシビルスク州の北東に位置するトムスク州は原子力分野研究で発展してきた地域であり、ノ

ヴォシビルスクと同様に多数の理数系研究者を抱えている地域でもある。同州はデジタル分野での

拠点づくりを優先して行っており、国家プログラム「デジタル経済」を活用し、昨年、トムスク国立

大学内にデジタル経済センターを設けた。また、同大学や州政府機関が中心となり、「Gorod IT」なる

科学カンファレンスを開催、トムスクの研究者・技術者が市場向けにその技術力を発表する場を増や

そうと試みている。 

ノヴォシビルスク州の左隣、オムスク州は伝統的に工学、特に精密機械製造、電子部品製造に強み

がある。同州では、オムスク国立工科大学が中心となり、機械製造に関する複数のクラスターを形成、

大学関係者だけでなく州内の起業家や技術者が大学内ラボを利用できる環境を整え、政府や企業発

注の様々なプロジェクトに取り組んでいる。また、起業家支援の一環としてポリテクセンターを開設

し、シードからアーリー期のスタートアップ育成も行っている。また、州政府経済省傘下の機関が中

心となり、IT パークも設立され、運営されている。これは規模も小さく、公営のコワーキングスペー

スといった装いであるが、市場志向の小規模事業者が入居しており、今後の発展に期待がもてる。 
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 連邦管区の区分から言えばシベリアではなくウラル地域となるが、石油生産で有名なチュメニ州

も産官学連携では注目を集め始めている。同州では、チュメニ国立大学を母体として、高等研究所

（The School of Advanced Studies、略称 SAS）が 2017 年に設立された。この研究所の「売り」は学際

的、文理融合的な研究方針であり、新たな人材・ネットワークの形成に期待が持たれている。 

 

おわりに 

 過去、閉鎖都市を多数抱えていたことに鑑みても、シベリアはロシアにとって重要な産業及び人材

が集積している地域である。近年の輸出志向・産業育成方針にしたがい、シベリアではその蓄積を新

たな市場に向ける準備が着々と進められていることに継続して注目したい。 

 

 

(以上) 
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